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第１章 総則 

（約款の適用） 

第１条 当社は、国際電気通信連合憲章（平成７年条約第２号）並びに電気通信事業法

（昭和59年法律第86号。以下「事業法」といいます。）に基づき、このUniversal One

サービス契約約款（第２編）（料金表を含みます。以下「約款」といいます。）を定め、

これによりUniversal Oneサービス第２種第１類（当社がこの約款以外の契約約款及

び料金表を定め、それにより提供するものを除きます。以下、「ＩＰ伝送サービス」

といいます。）を提供します。 

（注）本条のほか、当社は、ＩＰ伝送サービス及びＩＰ伝送（イーサアクセス）サービ

スに係る付加機能及び附帯するサービス（当社がこの約款によらない契約を締結し、

それにより提供するものを除きます。以下「附帯サービス」といいます。）をこの

約款により提供します。 

２ 当社がＩＰ伝送サービスの円滑な運用を図るため必要に応じてＩＰ伝送契約者に

通知するご利用ガイド等のＩＰ伝送サービスの利用に関する諸規定は、この約款の一

部を構成するものとします。 

（約款の変更） 

第２条 当社は、この約款を変更することがあります。この場合には、変更後の約款の

内容及び効力発生時期を、当社のＷｅｂサイト（https://www.ntt.com/about-us/dis

closure/tariff.html）上への掲載その他の適切な方法により周知します。 

２ 変更後の約款の効力発生後、ＩＰ伝送契約者が特段の申出なくＩＰ伝送サービスを

利用し、又は基本料金若しくは通信料金を支払ったとき、その他ＩＰ伝送契約者が当

該変更を特段の異議なく承諾したものと当社が判断したときは、当社は、ＩＰ伝送契

約者がかかる変更に同意したものとみなします。この場合、特に断りのない限り、料

金その他の提供条件は、変更後の約款によります。 

（約款の公表） 

第３条 当社は、当社のＷｅｂサイト（https://www.ntt.com/about-us/disclosure/ta

riff.html）において、この約款を公表します。 

（用語の定義） 

第４条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 
 

用  語 用   語   の   意   味 

１ 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

２ 電気通信サー

ビス 

電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他

電気通信設備を他人の通信の用に供すること 

３ ＩＰ伝送網 主としてデータ通信の用に供することを目的としてインター

ネットプロトコルにより符号、音響又は影像の伝送交換を行

うための電気通信回線設備（送信の場所と受信の場所との間

を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置される交換

設備並びにこれらの附属設備をいいます。以下同じとしま

す。） 

４ ＩＰ伝送サー

ビス 

ＩＰ伝送網を使用して行う電気通信サービス 

５ ＩＰ伝送サー

ビス取扱所 

(1) ＩＰ伝送サービスに関する業務を行う当社の事業所 

(2) 当社の委託によりＩＰ伝送サービスに関する契約事務

を行う者の事業所 

https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html
https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html
https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html
https://www.ntt.com/about-us/disclosure/tariff.html
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６ 所属ＩＰ伝送

サービス取扱所 

そのＩＰ伝送サービスの契約事務を行うＩＰ伝送サービス取

扱所 

７ ＶＰＮ契約 当社からＶＰＮサービスの提供を受けるための契約（臨時Ｖ

ＰＮ契約となるものを除きます。） 

８ ＶＰＮ（イー

サアクセス）契

約 

当社が別に定める契約約款及び料金表に規定するサービスの

提供を受けるための契約 

（注）本欄に規定する当社が別に定める契約約款及び料金表

に規定するサービスは、Universal Oneサービス契約約款

（第３編）に規定するＶＰＮサービスとします。 

９ ＶＰＮ契約者 当社とＶＰＮ契約を締結している者 

10 ＶＰＮ（イー

サアクセス）契

約者 

当社とＶＰＮ（イーサアクセス）契約を締結している者 

11 臨時ＶＰＮ契

約 

30日以内の利用期間を指定して当社からＶＰＮサービスの提

供を受けるための契約 

12 臨時ＶＰＮ契

約者 

当社と臨時ＶＰＮ契約を締結している者 

13 国際ＶＰＮ契

約 

当社から国際ＶＰＮサービスの提供を受けるための契約 

14 国際ＶＰＮ契

約者 

当社と国際ＶＰＮ契約を締結している者 

15 ＩＰ伝送契約 ＶＰＮ契約、臨時ＶＰＮ契約又は国際ＶＰＮ契約 

16 ＩＰ伝送契約

者 

ＶＰＮ契約者、臨時ＶＰＮ契約者又は国際ＶＰＮ契約者 

17 外国側契約者 取扱地域（料金表別表に掲げる当社が国際ＶＰＮサービスを

取扱う本邦以外の地域をいいます。以下同じとします。）に係

る外国の電気通信事業者と、ＩＰ伝送サービスに相当する電

気通信サービスの提供を受けるための契約を締結している者 

18 相互接続点 当社と当社以外の電気通信事業者（事業法第９条の登録を受

けた者又は第16条第１項の規定による届出をした者をいいま

す｡以下同じとします｡)との間の相互接続協定（当社が当社以

外の電気通信事業者との間で電気通信設備の接続に関し締結

した協定（事業法第33条第10項に基づくものを含みます。）を

いいます。以下同じとします。）に基づく接続に係る電気通信

設備の接続点 

19 特定相互接続

点 

相互接続点であって他社接続契約者回線との接続に係るもの 

20 協定事業者 当社と相互接続協定を締結している電気通信事業者 
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21 契約者回線 ＩＰ伝送契約に基づいてＩＰ伝送サービス取扱所に設置され

る交換等設備（交換設備及びその電気通信回線の終端に対向

する装置並びにこれらの附属設備をいいます。以下同じとし

ます。）とその交換等設備のあるＩＰ伝送サービス取扱所内の

当社が指定する場所との間に設置される電気通信回線（相互

接続点又は当社が別に定める地点との間に設置されるものを

除きます｡） 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める地点は、サービス接

続点（ＩＰ伝送網と接続契約者回線との接続点をいいま

す。以下同じとします。）とします。 

22 加入者回線 ＩＰ伝送契約に基づいて当社が設置する電気通信回線設備の

一部であって、ＩＰ伝送契約に基づいてＩＰ伝送サービス取

扱所に設置される交換等設備とそのＩＰ伝送契約者が指定す

る場所との間に設置されるもの 

23 接続契約者回

線 

ＩＰ伝送網と相互に接続する電気通信回線（別記６に掲げる

株式会社ＮＴＴドコモ（以下「契約事業者」とします。）の電

気通信サービスに係る契約に基づいて設置される電気通信回

線（当社が別に定める接続点を介してＩＰ伝送網と相互に接

続するものを除きます。）をいいます。） 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める接続点は、サービス

インタワークポイント（ＩＰ伝送網とＩＰ通信網サービ

ス契約約款に規定するＩＰ通信網、電話等サービス契約

約款に規定する総合ディジタル通信網又はUniversal 

Oneサービス契約約款（第１編）に規定するUniversal One

網との接続点をいいます。以下同じとします。）とします。 

24 他社接続契約

者回線 

相互接続点を介してＩＰ伝送網と相互に接続する専用等設備

（当社が別に定める専用等契約に基づいて設置される電気通

信設備をいいます。）であって、協定事業者がその専用等契約

者（当社が別に定める専用等契約に係る者に限ります。）の指

定する場所と相互接続点との間に設置するもの 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める専用等契約は、別記

５の(1)又は(2)に掲げる協定事業者に係る専用等契約と

します。 

25 接続契約者回

線等 

接続契約者回線又は他社接続契約者回線 

26 回線収容部等 加入者回線収容部（加入者回線を収容するために当社が設置

する電気通信設備をいいます。以下同じとします。）又は回線

収容部（接続契約者回線等を収容するために当社が設置する

電気通信設備をいいます。以下同じとします。） 

27 契約者回線等 (1) 契約者回線、加入者回線及び当社が必要により設置する

電気通信設備 

 (2) 接続契約者回線等 

28 外国側契約者

回線 

外国の電気通信事業者と外国側契約者との間に設置される電

気通信回線 

29 ＶＰＮグルー ＶＰＮ契約に係る契約者回線等及び当社が別に定める当社の
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プ 契約約款に規定する電気通信回線から構成されるグループ 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める当社の契約約款に規

定する電気通信回線は、Universal Oneサービス契約約款

（第３編）に規定するＶＰＮサービスに係る契約者回線

等とします。 

30 ＶＰＮグルー

プ回線 

そのＶＰＮグループを構成する契約者回線等及び当社が別に

定める電気通信回線 

（注）本欄に規定する当社が別に定める当社の契約約款に規

定する電気通信回線は、Universal Oneサービス契約約款

（第３編）に規定するＶＰＮサービスに係る契約者回線

等とします。 

31 ＶＰＮグルー

プ代表者 

そのＶＰＮグループに係るＶＰＮ契約者（臨時ＶＰＮ契約者

を含みます。以下この欄において同じとします。）又はＶＰＮ

（イーサアクセス）契約者であって、ＶＰＮグループの設定、

変更又は廃止の手続き等を代表できるＶＰＮ契約者（当社が

別に定めるＶＰＮサービスに係る者に限ります。）又はＶＰＮ

（イーサアクセス）契約者 

 （注）本欄に規定する当社が別に定めるＶＰＮサービスは、

料金表通則に規定するアクセスタイプ１、アクセスタイ

プ５又はアクセスタイプ７（コース３に係るものに限り

ます。）とします。 

32 国際ＶＰＮグ

ループ 

国際ＶＰＮ契約に係る契約者回線等と外国側契約者回線から

構成されるグループ 

33 国際ＶＰＮグ

ループ回線 

その国際ＶＰＮグループを構成する契約者回線等及び外国側

契約者回線 

34 国際ＶＰＮグ

ループ代表者 

その国際ＶＰＮグループに係る国際ＶＰＮ契約者であって、

国際ＶＰＮグループの設定、変更又は廃止の手続き等を代表

できる国際ＶＰＮ契約者 

35 端末設備 電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であっ

て、１の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の

構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は同一の建物内で

あるもの 

36 自営端末設備 ＩＰ伝送契約者が設置する端末設備 

37 自営電気通信

設備 

電気通信回線設備を設置する電気通信事業者以外の者が設置

する電気通信設備であって、端末設備以外のもの 

38 技術基準等 端末設備等規則（昭和60年郵政省令第31号）及び端末設備等

の接続の技術的条件（以下「技術的条件」といいます。） 

39 回線終端装置 契約者回線又は加入者回線の終端の場所に当社が設置する装

置（端末設備を除きます。） 

40 起算開始日 第18条（最低利用期間）若しくは第40条（付加機能の最低利

用期間）に規定する最低利用期間又は当社が別に定める料金

の適用に係る期間について、その期間を起算する日 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める料金の適用は、料金

表通則に規定する継続利用に係る料金の減額又は長期利
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用割引とします。 

41 消費税相当額 消費税法（昭和63年法律第108号)及び同法に関する法令の規

定に基づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和25年

法律第226号）及び同法に関する法令の規定に基づき課税され

る地方消費税の額 

第２章 ＩＰ伝送サービスの種別等 

（ＩＰ伝送サービスの種別） 

第５条 当社が提供するＩＰ伝送サービスには、次の種別があります。 
 

種  別 内         容 

ＶＰＮサービス あらかじめ届出のあった契約者回線等相互間の符号、音響又

は影像の伝送交換を行うＩＰ伝送サービスであって、国際Ｖ

ＰＮサービス以外のもの 

国際ＶＰＮサービ

ス 

あらかじめ届出のあった契約者回線等と外国側契約者回線と

の間の符号又は影像の伝送交換を行うＩＰ伝送サービス 
 

（ＩＰ伝送サービスの種類） 

第６条 ＩＰ伝送サービスには、次の種類があります。 
 

種  類 内         容 

第１種サービス 加入者回線を設置し又は接続契約者回線等と接続して提供す

るＩＰ伝送サービス 

第２種サービス 契約者回線を設置して提供するＩＰ伝送サービス 
 

（ＩＰ伝送サービスの通信モード） 

第７条 ＩＰ伝送サービスには、次の通信モードがあります。 
 

通信モード 内         容 

データモード 符号又は影像の伝送交換を利用目的とした通信を行うことが

できるもの 
  
（ＩＰ伝送サービスの区分等） 

第８条 ＩＰ伝送サービスには、料金表通則に規定する区分、品目及び通信又は保守の

態様による細目があります。 

（外国における取扱い） 

第９条 当社の提供する国際ＶＰＮサービスの取扱いについては、外国の法令及び外国

の電気通信事業者が定める契約条件等により制限されることがあります。 

第３章 ＩＰ伝送サービスの提供区間等 

（ＩＰ伝送サービスの提供区間等） 

第10条 当社は、ＩＰ伝送サービスを別記１に定める提供区間において提供します。 

２ 当社は、当社が別に定める相互接続点の所在場所等をＩＰ伝送契約の申込みをする

者及びＩＰ伝送契約者に開示します。 

３ 相互接続点の所在場所等については、相互接続協定に基づき又は当社のＩＰ伝送サ

ービスに係る業務の遂行上の理由により、これを変更することがあります。 

（注）本条第２項に規定する当社が別に定める相互接続点の所在場所等は、第１種サー

ビスの他社接続契約者回線に係る特定相互接続点の所在場所とします。 
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第４章 契約 

第１節 ＶＰＮサービスに係る契約 

（契約の種別等） 

第11条 ＶＰＮサービスに係る契約には、次の種別があります。 

 ただし、料金表に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

(1) ＶＰＮ契約 

(2) 臨時ＶＰＮ契約（第１種サービスに係るものに限ります。） 

（契約の単位） 

第12条 当社は、１の契約者回線又は回線収容部等ごとに１のＶＰＮ契約（臨時ＶＰＮ

契約を含みます。以下同じとします。）を締結します。 

２ 前項の場合、ＶＰＮ契約者は、１のＶＰＮ契約につき１人に限ります。 

（契約者回線又は加入者回線の終端） 

第13条 当社は、ＩＰ伝送サービス取扱所内において、配線盤又は回線終端装置（これ

に相当するもの（当社が別に定めるものに限ります。）を含みます。以下、「配線盤等」

といいます。）を設置し、これを契約者回線の終端とします。 

２ 当社は、ＶＰＮ契約者が指定した場所内の建物又は工作物において、配線盤等を設

置し、これを加入者回線の終端とします。 

３ 当社は、前項の加入者回線の終端に係る地点を定めるときは、ＶＰＮ契約者と協議

します。 

（注）本条に規定する当社が別に定める回線終端装置に相当するものは、技術基準等で

定められた電気的条件及び光学的条件に適合するものとします。以下、同じとします。 

（ＩＰ伝送サービス区域） 

第14条 当社は、料金表第１表（料金）に定めるところにより、ＩＰ伝送サービス区域

を設定します。 

２ 当社はＩＰ伝送サービス区域を表示する図表をそのＩＰ伝送サービス区域内の契

約事務を行うＩＰ伝送サービス取扱所において閲覧に供します。 

（加入者回線又は接続契約者回線等の収容） 

第15条 当社は、当社が指定するＩＰ伝送サービス取扱所の回線収容部等に加入者回線

又は接続契約者回線等を収容します。 

２ 前項の場合において、当社は、１の回線収容部等（第25条（アクセス回線共用）に

規定するアクセス回線共用を行う場合においては、複数の回線収容部を統合した電気

通信設備を含みます。以下同じとします。）ごとに１の加入者回線又は接続契約者回

線等を収容します。 

３ 当社は、技術上及び業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、他のＩＰ伝送サ

ービス取扱所の回線収容部等への収容の変更を行うことがあります。 

（ＶＰＮ契約申込の方法） 

第16条 ＶＰＮ契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定

の契約申込書を契約事務を行うＩＰ伝送サービス取扱所に提出していただきます。 

(1) ＶＰＮサービスの種類、区分、品目及び通信又は保守の態様による細目 

(2) 所属する１のＶＰＮグループ（以下「所属ＶＰＮグループ」といいます。） 

(3) 他社接続契約者回線に係る協定事業者の氏名又は名称 

(4) 契約者回線、加入者回線又は接続契約者回線等に係る終端の場所 

(5) 接続契約者回線等について契約事業者又は協定事業者と締結している契約の内

容（当社が別に定めるものに限ります。） 

(6) 見込みトラヒック 

(7) その他申込みの内容を特定するために必要な事項 

２ 前項の場合において、その申込みが新たにＶＰＮグループを設ける申込みであると

きは、ＶＰＮグループ代表者を定めて契約事務を行うＩＰ伝送サービス取扱所に届け

出ていただきます。これを変更したとき又はＶＰＮグループ代表者を変更したときも
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同様とします。 

（注）本条第１項第５号に規定する当社が別に定める契約の内容は、契約事業者又は協

定事業者の契約約款及び料金表に規定する事項のうち、当社がＶＰＮサービスの料

金又は工事に関する費用を適用するために必要な事項とします。 

（ＶＰＮ契約申込の承諾） 

第17条 当社は、ＶＰＮ契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承諾し

ます。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、臨時ＶＰＮ契約の申込みがあった場合は、ＶＰ

Ｎサービスを提供するために必要な電気通信設備に余裕があるときに限り、その臨時

ＶＰＮ契約の申込みを承諾します。 

３ 当社は、前２項の規定にかかわらず、次の場合には、そのＶＰＮ契約の申込みを承

諾しないことがあります。 

(1) ＶＰＮ契約の申込みをした者が、接続契約者回線等について、契約事業者又は

協定事業者と契約を締結している者と同一の者とならないとき。 

(2) 接続契約者回線等について、契約事業者又は協定事業者と契約を締結している

者が複数となるとき。 

(3) 前２号の規定にかかわらず、接続契約者回線等について契約事業者又は協定事

業者と契約を締結している者が複数（契約者数が２となるものに限ります。）とな

る場合においては、そのＶＰＮ契約の申込みをした者がその複数の契約者に含まれ

ていないとき又はそのＶＰＮ契約の申込みについて契約事業者若しくは協定事業

者と契約を締結している者（申込みをした者を除きます。）の同意がないとき。 

(4) 前３号の規定にかかわらず、第25条（アクセス回線共用）に規定するアクセス

回線共用を行う場合であって、そのアクセス回線共用に係る他社接続契約者回線

（以下「他社接続共用回線」といいます。）について、協定事業者と契約を締結し

ている者が複数となる場合においては、そのＶＰＮ契約の申込みをした者がその複

数の契約者に含まれていないとき又はそのＶＰＮ契約の申込みについて協定事業

者と契約を締結している者（申込みをした者を除きます。）の同意がないとき。 

(5) 所属ＶＰＮグループのＶＰＮグループ代表者の同意がないとき。 

(6) ＶＰＮサービスを提供することが技術上著しく困難なとき。 

(7) ＶＰＮ契約の申込みをした者が、ＶＰＮサービスの料金又は工事に関する費用

の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

(8) 他社接続契約者回線との接続に関し協定事業者の承諾が得られないとき又はそ

の他その申込み内容が相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

(9) その他当社のＶＰＮサービスに係る業務の遂行上著しい支障があるとき。 

（最低利用期間） 

第18条 ＶＰＮサービスには、料金表第１表（料金）に定めるところにより最低利用期

間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、ＶＰＮサービスの提供を開始した日又はＶＰＮ契約者が接

続事業者変更（接続契約者回線等に係る協定事業者（契約事業者を含みます。以下こ

の条において同じとします。）を他の協定事業者へ変更（別記５の(1)に掲げる協定事

業者相互間の変更を除きます。）すること、第24条（契約者回線又は加入者回線の移

転等）第２項に規定する変更を行なうこと又はＶＰＮサービスの区分等を変更（当社

が別に定めるものに限ります。）することをいいます。以下同じとします。）を行った

日を起算開始日として１年間とします。 

３ 当社は、前項の最低利用期間内にＶＰＮ契約の解除、ＶＰＮサービスの区分若しく

は品目の変更等、接続事業者変更、加入者回線の移転又は他社接続契約者回線に係る

終端の場所若しくは料金表に定める通信又は保守の態様による細目の変更等があっ

た場合は、当社が定める期日までに、料金表第１表に規定する額をＶＰＮ契約者から

支払っていただきます。 
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（注）本条第２項に規定する当社が別に定めるＶＰＮサービスの区分等の変更は、アク

セスタイプ１（イーサネットアクセス（別記５の(2)に掲げる協定事業者に係るも

のに限ります。）に限ります。）とその他の区分等との間の相互の変更とします。 

（ＩＰ伝送回線番号） 

第19条 当社は、１のＶＰＮ契約ごとに１のＩＰ伝送回線番号を定めます。 

２ 当社は、技術上又は業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、ＩＰ伝送回線番

号を変更することがあります。 

３ 前項の規定により、ＩＰ伝送回線番号を変更する場合には、あらかじめそのことを

ＶＰＮ契約者に通知します。 

（区分等の変更等） 

第20条 当社は、ＶＰＮ契約者から請求があったときは、ＶＰＮサービスの区分、品目

又は通信又は保守の態様による細目の変更を行います。 

 ただし、料金表に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。 

（所属ＶＰＮグループの変更） 

第21条 当社は、ＶＰＮ契約者から請求があったときは、所属ＶＰＮグループの変更を

行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。 

（回線終端装置の種類の変更） 

第22条 当社は、ＶＰＮ契約者（第１種サービス（加入者回線に係るものに限ります。）

又は第２種サービスに係る者に限ります。）から請求があったときは、回線終端装置

の種類の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。 

（回線収容部等の変更） 

第23条 ＶＰＮ契約者（第１種サービスに係る者に限ります。以下この条において同じ

とします。）が接続契約者回線等に係る終端の場所について変更の申込みを契約事業

者又は協定事業者に行うときは、その内容について契約事務を行うＩＰ伝送サービス

取扱所に届け出ていただきます。 

２ 前項の届出により、その接続契約者回線等について他のＩＰ伝送サービス取扱所の

回線収容部等への収容の変更を行う必要が生じたとき、加入者回線の移転によりその

加入者回線について他のＩＰ伝送サービス取扱所の加入者回線収容部への収容の変

更を行なう必要が生じたとき又は第24条（契約者回線又は加入者回線の移転等）第２

項に規定する変更により加入者回線収容部と回線収容部との間の相互の収容の変更

を行なう必要が生じたときは、当社は、その変更を行います。 

 ただし、次の場合はその変更を行わないことがあります。 

(1) 第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）第３項各号のいずれかに該当するとき。 

(2) その届出が臨時ＶＰＮ契約に係るものの場合は、ＶＰＮサービスを提供するた

めに必要な電気通信設備に余裕がないとき。 

３ 前項ただし書の場合において、ＶＰＮ契約者は、ＶＰＮサービスを利用できないこ

とがあります。この場合、当社は、そのＶＰＮ契約者にそのことを通知します。 

（契約者回線又は加入者回線の移転等） 

第24条 ＶＰＮ契約者は、契約者回線（当社が別に定めるものに限ります。）又は加入

者回線（当社が別に定めるものに限ります。）の移転を請求することができます。 

２ 前項に規定するほか、ＶＰＮ契約者は、回線収容部等に収容する加入者回線と接続

契約者回線等との間の相互の変更を請求することができます。 

３ 前２項の請求があったときは、当社は第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準
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じて取り扱います。 

（注１）本条第１項に規定する当社が別に定める契約者回線は、料金表通則に規定する

アクセスタイプ１（イーサネットアクセスに係るものに限ります。）に係るものと

します。 

（注２）本条第１項に規定する当社が別に定める加入者回線は、料金表通則に規定する

アクセスタイプ１に係るものとします。 

（アクセス回線共用） 

第25条 ＶＰＮ契約者（第１種サービスに係る者に限ります。）は、アクセス回線共用

（そのＶＰＮサービスに係る回線収容部に収容される接続契約者回線等（別記６に掲

げる接続契約者回線を除きます。以下この条において同じとします。）について、そ

のＶＰＮサービスのほか別記２に定める当社の提供する電気通信サービスに係る電

気通信回線を相互に接続して接続契約者回線等を共用することをいいます。以下同じ

とします。）の請求をすることができます。 

２ 前項の場合において、当社は、そのアクセス回線共用に係る複数の電気通信回線（以

下「アクセス回線共用回線群」といいます。）のうち１の電気通信回線が臨時以外の

ものである場合に限り、アクセス回線共用を提供します。 

３ 当社は、ＶＰＮ契約者から請求があったときは、アクセス回線共用に係る変更等（当

社が別に定めるものに限ります。）を行います。 

４ 前項に規定するほか、当社は、ＶＰＮ契約者からの請求等によりアクセス回線共用

回線群に係る回線数が１となったときは、そのアクセス回線共用を廃止します。 

５ 当社は、第１項又は第３項の請求があったときは、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）

の規定に準じて取り扱います。 

（注）本条第３項に規定する当社が別に定める変更等は、次のとおりとします。 

(1) アクセス回線共用回線群に係る回線数の変更 

(2) アクセス回線共用の廃止 

（その他の契約内容の変更） 

第26条 当社は、ＶＰＮ契約者から請求があったときは、第16条（ＶＰＮ契約申込の方

法）第１項第７号に規定する契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。 

（利用の一時中断） 

第27条 当社は、ＶＰＮ契約者から請求があったときは、ＶＰＮサービスの利用の一時

中断（そのＶＰＮサービスに係る電気通信設備を他に転用することなく一時的に利用

できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。 

（ＶＰＮ利用権の譲渡） 

第28条 ＶＰＮ利用権（ＶＰＮ契約者がＶＰＮ契約に基づいてＶＰＮサービスの提供を

受ける権利をいいます。以下同じとします。）の譲渡は、当社の承認を受けなければ、

その効力を生じません。 

  ただし、臨時ＶＰＮ契約者が臨時ＶＰＮ契約に基づいてＶＰＮサービスの提供を受

ける権利は譲渡することができません。 

２ ＶＰＮ利用権の譲渡の承認を受けようとするときは、当事者が連署した当社所定の

書面により所属ＩＰ伝送サービス取扱所に請求していただきます。 

 ただし、競売調書その他譲渡があったことを証明できる書類の添付をもって連署に

代えることができます。 

３ 当社は、前項の規定によりＶＰＮ利用権の譲渡の承認を求められたときは、次の場

合を除いて、これを承認します。 

(1) ＶＰＮ利用権を譲り受けようとする者が、ＶＰＮサービスの料金又は工事に関
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する費用の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

(2) その譲渡について、他社接続契約者回線に係る協定事業者の承認が得られない

とき、その他相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

(3) その譲受人が、その接続契約者回線等について契約事業者又は協定事業者と契

約を締結している者と同一の者とならないとき。 

 ただし、その接続契約者回線等について契約事業者又は協定事業者と契約を締結

している者が複数（契約者数が２となる場合に限ります。）となる場合においては、

その譲受人がその複数の契約者に含まれていないとき又はその譲渡について契約

事業者若しくは協定事業者と契約を締結している者（その譲受人を除きます。）の

同意がないとき。 

(4) 前号の規定にかかわらず、現にアクセス回線共用を行っている場合であって、

その他社接続共用回線について協定事業者と契約を締結している者が複数となる

場合においては、その譲受人がその複数の契約者に含まれていないとき又はその譲

渡について協定事業者と契約を締結している者（その譲受人を除きます。）の同意

がないとき。 

(5) 所属ＶＰＮグループのＶＰＮグループ代表者の承諾が得られないとき。 

４ ＶＰＮ利用権の譲渡があったときは、譲受人は、ＶＰＮ契約者の有していた一切の

権利及び義務を承継します。 

（ＶＰＮ契約者が行うＶＰＮ契約の解除） 

第29条 当社は、ＶＰＮ契約者がＶＰＮ契約を解除しようとするときは、そのことをあ

らかじめ所属ＩＰ伝送サービス取扱所に書面により通知していただきます。 

（当社が行うＶＰＮ契約の解除） 

第30条 当社は、第48条（利用停止）の規定によりＶＰＮサービスの利用を停止された

ＶＰＮ契約者が、なおその事実を解消しない場合は、そのＶＰＮ契約を解除すること

があります。 

２ 当社は、ＶＰＮ契約者が第48条第１項各号の規定のいずれかに該当する場合に、そ

の事実が当社のＶＰＮサービスに係る業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認め

られるときは、前項の規定にかかわらず、ＶＰＮサービスの利用停止をしないでその

ＶＰＮ契約を解除することがあります。 

３ 当社は、前２項の規定により、そのＶＰＮ契約を解除しようとするときは、あらか

じめＶＰＮ契約者にそのことを通知します。 

（協定事業者等の契約の解除等に伴うＶＰＮ契約の扱い） 

第31条 当社は、ＶＰＮ契約者からそのＶＰＮ契約に係る接続契約者回線等について、

契約の解除等ＶＰＮ契約者の責めに帰すべき理由によりその接続契約者回線等との

接続を中止（以下この条において「接続中止」といいます。）する旨の届出があった

とき若しくはその事実を知ったときは、そのＶＰＮ契約を解除します。 

 ただし、第24条（契約者回線又は加入者回線の移転等）第２項に規定する変更に該

当するとき、接続中止すると同時にそれに相当する接続契約者回線等との接続を開始

したとき又は接続中止すると同時にアクセス回線共用を開始した場合であって、その

ＶＰＮ契約者からＶＰＮ契約を継続したい旨の申出があったときは、この限りであり

ません。 

２ 前項に規定するほか、当社は、次の場合には、そのＶＰＮ契約を解除することがあ

ります。 

(1) ＶＰＮ契約者とそのＶＰＮ契約に係る接続契約者回線等について、契約事業者

又は協定事業者と契約を締結している者とが同一の者でないことについて、その事

実を知ったとき。 

(2) 接続契約者回線等について契約事業者又は協定事業者と契約を締結している者

が複数となる場合においては、そのＶＰＮ契約者がその複数の契約者に含まれてい

ないことについて、その事実を知ったとき。 
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(3) 現にアクセス回線共用を行っている場合であって、その他社接続共用回線につ

いて協定事業者と契約を締結している者が複数となる場合においては、そのＶＰＮ

契約者がその複数の契約者に含まれていないことについて、その事実を知ったとき。 

（その他の提供条件） 

第32条 ＶＰＮ契約（ＶＰＮ（イーサアクセス）契約者を含みます。）に係るその他の

提供条件については、別記３及び４に定めるところによります。 

第２節 国際ＶＰＮサービスに係る契約 

（契約の単位） 

第33条 当社は、１の契約者回線又は回線収容部ごとに１の国際ＶＰＮ契約を締結しま

す。 

 ただし、当社が別に定める国際ＶＰＮサービスの場合は、そのＶＰＮグループ代表

者に係る１の契約者回線又は回線収容部等について、１の国際ＶＰＮ契約を締結しま

す。 

２ 前項の場合、国際ＶＰＮ契約者は、１の国際ＶＰＮ契約につき１人に限ります。 

（注）本条第１項に規定する当社が別に定める国際ＶＰＮサービスは、料金表通則に規

定するアクセスタイプ３に係る国際ＶＰＮサービスとします。 

（国際ＶＰＮ契約申込の方法） 

第34条 国際ＶＰＮ契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について記載した当社

所定の契約申込書を契約事務を行うＩＰ伝送サービス取扱所に提出していただきま

す｡ 

(1) 国際ＶＰＮサービスの種類、区分、品目及び通信又は保守の態様による細目 

(2) 所属する１の国際ＶＰＮグループ（以下「所属国際ＶＰＮグループ」といいま

す。） 

(3) 他社接続契約者回線に係る協定事業者の氏名又は名称 

(4) 契約者回線、加入者回線又は他社接続契約者回線に係る終端の場所 

(5) 所属ＶＰＮグループ（当社が別に定めるＶＰＮ契約者に限ります。） 

(6) 接続契約者回線等について契約事業者又は協定事業者と締結している契約の内

容（当社が別に定めるものに限ります。） 

(7) 外国側契約者回線について、外国側契約者が外国の電気通信事業者と締結して

いる契約の内容（当社が別に定めるものに限ります。） 

(8) その他申込みの内容を特定するために必要な事項 

２ 前項の場合において、その申込みが新たに国際ＶＰＮグループを設ける申込みであ

るときは、国際ＶＰＮグループ代表者を定めて契約事務を行うＩＰ伝送サービス取扱

所に届け出ていただきます。これを変更したとき又は国際ＶＰＮグループ代表者を変

更したときも同様とします。 

（注１）本条第１項第５号に規定する当社が別に定めるＶＰＮ契約者は、料金表通則に

規定する、アクセスタイプ３に係る国際ＶＰＮ契約の申込みをしようとする者とし

ます。 

（注２）本条第１項第６号及び第７号に規定する当社が別に定める契約の内容は、契約

事業者又は協定事業者の契約約款及び料金表（接続契約者回線等に係るものに限り

ます。）に規定する事項又は外国側契約者が外国の電気通信事業者と締結している

契約に係る事項のうち、当社が国際ＶＰＮサービスの料金又は工事に関する費用を

適用するために必要な事項とします。 

（国際ＶＰＮ契約申込の承諾） 

第35条 当社は、国際ＶＰＮ契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って承

諾します。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、次の場合には、その国際ＶＰＮ契約の申込みを

承諾しないことがあります。 

(1) 国際ＶＰＮ契約の申込みをした者が、接続契約者回線等について、契約事業者
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又は協定事業者と契約を締結している者と同一の者とならないとき。 

(2) 接続契約者回線等について、契約事業者又は協定事業者と契約を締結している

者が複数となるとき。 

(3) 前２号の規定にかかわらず、接続契約者回線等について契約事業者又は協定事

業者と契約を締結している者が複数（契約者数が２となるものに限ります。）とな

る場合においては、そのＶＰＮ契約の申込みをした者がその複数の契約者に含まれ

ていないとき又はそのＶＰＮ契約の申込みについて契約事業者若しくは協定事業

者と契約を締結している者（申込みをした者を除きます。）の同意がないとき。 

(4) 前３号の規定にかかわらず、第38条（その他の提供条件）第１項に規定するア

クセス回線共用を行う場合であって、その他社接続共用回線について協定事業者と

契約を締結している者が複数となる場合においては、その国際ＶＰＮ契約の申込み

をした者がその複数の契約者に含まれていないとき又はその国際ＶＰＮ契約の申

込みについて協定事業者と契約を締結している者（申込みをした者を除きます。）

の同意がないとき。 

(5) 第１号に規定するほか、国際ＶＰＮ契約（当社が別に定めるものに限ります。）

の申込みをした者が、ＶＰＮグループ代表者と同一の者とならないとき。 

(6) 所属国際ＶＰＮグループの国際ＶＰＮグループ代表者の同意がないとき。 

(7) 国際ＶＰＮサービスを提供することが技術上著しく困難なとき。 

(8) 国際ＶＰＮ契約の申込みをした者が、国際ＶＰＮサービスの料金又は工事に関

する費用の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

(9) 他社接続契約者回線との接続に関し協定事業者の承諾が得られないとき、その

他その申込み内容が相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

(10) その他当社の国際ＶＰＮサービスに係る業務の遂行上著しい支障があるとき。 

（注）本条第２項第５号に規定する当社が別に定める国際ＶＰＮ契約は、料金表通則に

規定する、アクセスタイプ３に係る国際ＶＰＮ契約とします。 

（最低利用期間） 

第36条 国際ＶＰＮサービスには、料金表第１表（料金）に定めるところにより最低利

用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、国際ＶＰＮサービスの提供を開始した日又は国際ＶＰＮ契

約者が接続事業者変更を行った日から起算して１年間とします。 

３ 当社は、前項の最低利用期間内に国際ＶＰＮ契約の解除、国際ＶＰＮサービスの区

分若しくは品目の変更又は他社接続契約者回線に係る終端の場所若しくは料金表に

定める通信又は保守の態様による細目の変更があった場合は、当社が定める期日まで

に、料金表第１表に規定する額を国際ＶＰＮ契約者から支払っていただきます。 

（区分等の変更等） 

第37条 当社は、国際ＶＰＮ契約者から請求があったときは、国際ＶＰＮサービスの区

分、品目又は通信又は保守の態様による細目の変更を行います。 

 ただし、料金表に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第35条（国際ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定

に準じて取り扱います。 

（その他の提供条件） 

第38条 契約者回線の終端、ＩＰ伝送サービス区域、接続契約者回線等の収容、ＩＰ伝

送回線番号、所属国際ＶＰＮグループの変更、回線収容部の変更、アクセス回線共用、

その他の契約内容の変更、国際ＶＰＮ利用権の譲渡、国際ＶＰＮ契約者が行う国際Ｖ

ＰＮ契約の解除、当社が行う国際ＶＰＮ契約の解除、協定事業者等の契約の解除に伴

う国際ＶＰＮ契約の取扱いに関する取扱いについては、ＶＰＮ契約の場合に準じるも

のとします。 

２ 前項に規定するほか、国際ＶＰＮ契約に関するその他の提供条件については、別記

３及び別記４に定めるところによります。 
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第５章 付加機能 

（付加機能の提供） 

第39条 当社は、ＩＰ伝送契約者から請求があったときは、料金表第１表（料金）に定

めるところにより付加機能（臨時ＶＰＮ契約者については、当社が別に定める付加機

能に限ります。以下同じとします。）を提供します。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。この場合において、同条中「ＶＰＮ契約」とあるのは「付加機能」

と読み替えるものとします。 

３ 削除 

（注１）本条第１項に規定する当社が別に定める付加機能は、臨時付加機能（臨時ＶＰ

Ｎ契約者が30日以内の利用期間を指定して提供を受ける付加機能をいいます。）と

します。 

（注２）削除 

第40条 削除 

（付加機能の利用の一時中断） 

第41条 当社は、ＶＰＮ契約者から請求があったときは、その付加機能の利用の一時中

断（その付加機能に係る設備を他に転用することなく一時的に利用できないようにす

ることをいいます。）を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。この場合において、同条中「ＶＰＮ契約」とあるのは「付加機能」

と読み替えるものとします。 

（利用の都度意思表示を行うことにより利用する付加機能） 

第42条 ＩＰ伝送契約者は、前２条に規定するほか、利用の都度その利用の意思表示を

行うことにより、料金表第１表（料金）に規定する付加機能を利用することができま

す。 

第６章 端末設備の提供等 

（端末設備の提供） 

第43条 当社は、ＶＰＮ契約者（第１種サービス（加入者回線に係るものに限ります。）

又は第２種サービスに係る者に限ります。以下この章において同じとします｡)から請

求があったときは、その契約者回線又は加入者回線について料金表第１表（料金）に

定めるところにより端末設備を提供します。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。この場合において、同条中「ＶＰＮ契約」とあるのは「端末設備」

と読み替えるものとします。 

（端末設備の移転） 

第44条 当社は、ＶＰＮ契約者（当社が別に定める者に限ります。）から請求があった

ときは、当社が提供する端末設備の移転を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準

じて取り扱います。この場合において、同条中「ＶＰＮ契約」とあるのは「端末設備」

と読み替えるものとします。 

（注）本条第１項に規定する当社が別に定めるＶＰＮ契約者は、加入者回線に係るＶＰ

Ｎ契約者又は料金表通則に規定するアクセスタイプ１（イーサネットアクセスに係

るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約者とします。 

（端末設備の利用の一時中断） 

第45条 当社は、ＶＰＮ契約者から請求があったときは、当社が提供する端末設備の利

用の一時中断（その端末設備を他に転用することなく一時的に利用できないようにす

ることをいいます。以下同じとします。）を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定に準
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じて取り扱います。この場合において、同条中「ＶＰＮ契約」とあるのは「端末設備」

と読み替えるものとします。 

第７章 回線相互接続 

（当社又は他社の電気通信回線の接続） 

第46条 ＩＰ伝送契約者（第１種サービス（加入者回線に係るものに限ります。）又は

第２種サービスに係る者に限ります。）は、その契約者回線若しくは加入者回線の終

端において又はその終端に接続されている電気通信設備を介して、その契約者回線又

は加入者回線と当社又は当社以外の電気通信事業者が設置する電気通信サービスに

係る電気通信回線との接続の請求をすることができます。この場合、その接続に係る

電気通信回線の名称、その接続を行う場所、その接続を行うために使用する電気通信

設備の名称その他その接続の請求の内容を特定するための事項について記載した当

社所定の書面を所属ＩＰ伝送サービス取扱所に提出していただきます。 

２ 当社は、前項の請求があった場合において、その接続に係る電気通信回線の利用に

関する当社又は当社以外の電気通信事業者の契約約款及び料金表によりその接続が

制限されるときを除き、その請求を承諾します。この場合において、当社は、相互に

接続した電気通信回線により行う通信について、その品質を保証しません。 

第８章 利用中止等 

（利用中止） 

第47条 当社は、次の場合には、そのＩＰ伝送サービスの利用を中止することがありま

す。 

(1) 当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

(2) 当社が計画工事を行うとき。 

(3) 第10条（ＩＰ伝送サービスの提供区間等）第３項の規定により、相互接続点の

所在場所等を変更するとき。 

(4) 第50条（通信利用の制限等）の規定により、通信利用を中止するとき。 

２ 当社は、前項の規定によりＩＰ伝送サービスの利用を中止するときは、あらかじめ

そのことをＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ（イーサアクセス）契約者を含みます。以下、本

章において同じとします。）に通知します。 

 ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

（利用停止） 

第48条 当社は、ＩＰ伝送契約者が次のいずれかに該当するときは、６か月以内で当社

が定める期間（そのＩＰ伝送サービスの料金その他の債務（この約款の規定により、

支払いを要することとなったＩＰ伝送サービスの料金、工事に関する費用又は割増金

等の料金以外の債務をいいます。以下同じとします。）を支払わないときは、その料

金その他の債務が支払われるまでの間）、そのＩＰ伝送サービスの利用を停止するこ

とがあります。 

(1) 料金その他の債務（他社接続共用回線に係るものを含みます。）について、支払

期日を経過してもなお支払わないとき。 

(2) 第68条（利用に係るＩＰ伝送契約者の義務）の規定に違反したとき。 

(3) 契約者回線又は加入者回線に、自営端末設備、自営電気通信設備、当社以外の

電気通信事業者が設置する電気通信回線又は当社の提供する電気通信サービスに

係る電気通信回線を当社の承諾を得ずに接続したとき。 

(4) 契約者回線又は加入者回線に接続されている自営端末設備若しくは自営電気通

信設備に異常がある場合その他電気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合

に当社が行う検査を受けることを拒んだとき、又はその検査の結果、技術基準等に

適合していると認められない自営端末設備若しくは自営電気通信設備を契約者回

線若しくは加入者回線から取りはずさなかったとき。 
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(5) 前４号のほか、この約款の規定に反する行為であって、当社のＩＰ伝送サービ

スに関する業務の遂行又は当社の電気通信設備に著しい支障を及ぼし、又は及ぼす

おそれがある行為をしたとき。 

２ 当社は、料金その他の債務について、ＩＰ伝送契約者が第75条（協定事業者による

ＩＰ伝送サービスに関する料金等の回収代行）の規定により協定事業者が定める支払

期日を経過してもなおその協定事業者に支払わない場合又は外国側契約者が当社が

別に定める支払方法により外国の電気通信事業者が定める支払期日を経過してもな

おその外国の電気通信事業者に支払わない場合についても、前項の規定に準じて取扱

います。 

３ 当社は、前２項の規定によりＩＰ伝送サービスの利用停止（前項の規定により、Ｉ

Ｐ伝送サービスの一部の利用を停止する場合を含みます。以下同じとします。）をす

るときは、あらかじめその理由、利用停止をする日及び期間をＩＰ伝送契約者に通知

します。 

  ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

（注）本条第２項に規定する当社が別に定める支払方法は、料金表通則に規定する料金

等の一括支払い（外国側でその一括支払いを行うものに限ります。）とします。 

（接続休止） 

第49条 当社は、相互接続協定に基づく相互接続の一時停止又は相互接続協定の解除若

しくは協定事業者の電気通信事業の休止により、ＩＰ伝送契約者がＩＰ伝送サービス

を全く利用できなくなったときは、そのＩＰ伝送サービスについて接続休止（そのＩ

Ｐ伝送サービスに係る電気通信設備を他に転用することを条件としてそのＩＰ伝送

サービスを一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）

とします。 

 ただし、そのＩＰ伝送サービスについて、ＩＰ伝送契約者から利用の一時中断の請

求又はＩＰ伝送契約の解除の通知があったときは、この限りでありません。 

２ 当社は、前項の規定により、接続休止しようとするときは、あらかじめ、そのＩＰ

伝送契約者にそのことを通知します。 

３ 第１項の接続休止の期間は、その接続休止をした日から起算して１年間とし、その

接続休止の期間を経過した日において、そのＩＰ伝送契約は解除されたものとして取

り扱います。この場合、そのＩＰ伝送契約者にそのことを通知します。 

第９章 通信 

（通信利用の制限等） 

第50条 当社は、通信が著しくふくそうし、通信の全部を接続することができなくなっ

たときは、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合の

災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のた

めに必要な事項を内容とする通信及び公共の利益のため緊急を要する事項を内容とす

る通信を優先的に取り扱うため、次に掲げる機関に係る契約者回線等（当社がそれら

の機関との協議により定めたものに限ります。）以外のものによる通信の利用を中止

する措置（特定の地域への通信を中止する措置を含みます。）をとることがあります。 
 

機   関   名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関を含みます。以下同じとします。） 

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 
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通信の確保に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給の確保に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

別記17の基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関 

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 
 

２ ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ（イーサアクセス）契約者を含みます。以下、本条におい

て同じとします。）が行う通信は、次の場合には、相手先に着信しないことがありま

す。 

(1) 通信が著しくふくそうしたとき。 

(2) その通信が発信者によりあらかじめ設定された数を超える交換設備を経由する

こととなるとき。 

３ 当社は、当社の設備を不正アクセス行為から防御するために必要な場合には、ＩＰ

伝送サービスの全部又は一部の利用を中止することがあります。 

（接続契約者回線等による制約） 

第51条 ＩＰ伝送契約者は、契約事業者又は協定事業者の契約約款及び料金表の定める

ところにより、接続契約者回線等を使用することができない場合においては、ＩＰ伝

送サービスを利用することはできません。 

第10章 料金等 

第１節 料金及び工事に関する費用 

（料金及び工事に関する費用） 

第52条 当社が提供するＩＰ伝送サービスの料金は、基本料金、通信料金及び手続きに

関する料金とし、料金表第１表（料金）に定めるところによります。 

２ 当社が提供するＩＰ伝送サービスの工事に関する費用は、工事費とし、料金表第２

表（工事に関する費用）に定めるところによります。 

（注）本条第１項に規定する基本料金は、当社が提供するＩＰ伝送サービスの態様に応

じて、回線使用料（加算額を含みます。以下同じとします。）、付加機能使用料、回

線終端装置使用料、インタフェースケーブル使用料、屋内配線使用料、機器使用料、

構内インタフェースケーブル使用料及び加算料を合算したものとします。 

第２節 料金等の支払義務 

（基本料金の支払義務） 

第53条 ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ（イーサアクセス）契約者を含みます。以下、本条に

おいて同じとします。）は、そのＩＰ伝送契約に基づいてＩＰ伝送サービスの提供を

開始した日（付加機能又は端末設備についてはその提供を開始した日）から起算して、

ＩＰ伝送契約の解除があった日（付加機能又は端末設備については、その廃止のあっ

た日）の前日までの期間（提供を開始した日と解除又は廃止のあった日が同一の日で

ある場合は、１日間とします。）について、料金表第１表（料金）に規定する基本料

金の支払いを要します。 

２ 前項の期間において、利用の一時中断等によりＩＰ伝送サービスを利用することが

できない状態が生じたときの基本料金の支払いは、次によります。 

(1) 利用の一時中断をしたときは、ＩＰ伝送契約者は、その期間中の基本料金の支

払いを要します。 

(2) 利用停止があったときは、ＩＰ伝送契約者は、その期間中の基本料金の支払い

を要します。 

(3) 前２号の規定によるほか、ＩＰ伝送契約者は、次の場合を除き、ＩＰ伝送サー

ビスを利用できなかった期間中の基本料金の支払いを要します。 
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区     別 支払いを要しない料金 

１ ＩＰ伝送契約者の責めによらない

理由により、そのＩＰ伝送サービス

を全く利用できない状態（そのＩＰ

伝送契約に係る電気通信設備による

全ての通信に著しい支障が生じ、全

く利用できない状態と同程度の状態

となる場合を含みます。以下この表

において同じとします。）が生じた場

合（２欄、３欄又は４欄に該当する

場合を除きます。）に、そのことを当

社が知った時刻から起算して、24時

間（アクセス回線共用を行う場合に

おいて料金表通則に別段の定めがあ

るときはその時間とします。）以上そ

の状態が連続したとき。 

(1) (2)以外の場合 

そのことを当社が知った時刻以後の

利用できなかった時間（24時間の倍数

である部分に限ります。）について、24

時間ごとに日数を計算し、その日数に

対応するそのＩＰ伝送サービスについ

ての料金 

(2) アクセス回線共用を行う場合 

そのことを当社が知った時刻以後の

利用できなかった時間（この表の１欄

に規定する時間の倍数である部分に限

ります。）に対応するそのＩＰ伝送サー

ビスについての料金（料金表に別段の

定めのある料金に限ります。） 

２ 当社の故意又は重大な過失により

そのＩＰ伝送サービスを全く利用で

きない状態が生じたとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利用

できなかった時間について、その時間に

対応するそのＩＰ伝送サービスについて

の料金 

３ 回線収容部等の変更に伴って、Ｉ

Ｐ伝送サービスを利用できなくなっ

た期間が生じたとき（ＩＰ伝送契約

者の都合によりＩＰ伝送サービスを

利用しなかった場合であって、その

設備又はＩＰ伝送回線番号を保留し

たときを除きます。）。 

利用できなくなった日から起算し、再び

利用できる状態とした日の前日までの日

数に対応するそのＩＰ伝送サービスにつ

いての料金 

４ ＩＰ伝送サービスの接続休止をし

たとき。 

接続休止をした日から起算し、再び利用

できる状態にした日の前日までの日数に

対応するそのＩＰ伝送サービスについて

の料金 
 

３ 前項の規定にかかわらず、基本料金の扱いについて、料金表通則にサービス品質に

係る定めがある場合は、その定めるところによります。 

４ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料

金を返還します。 

５ 前項の場合において、１以上の料金月（１の暦月の起算日（当社がＩＰ伝送契約毎

に定める毎暦月の一定の日をいいます。）から次の暦月の起算日の前日までの間をい

います。以下同じとします。）の料金が重複して支払われた結果、過払い金が発生し

たときは、当社はそれ以後の料金月の料金でその過払い金を相殺して返還することが

あります。 

（通信料金の支払義務） 

第54条 ＩＰ伝送契約者は、料金表第１表（料金）に規定する通信料金（以下「定額通

信料金」といいます。）の支払いを要します。この場合、定額通信料金の適用につい

ては、第53条（基本料金の支払義務）の規定に準ずるものとします。この場合におい

て、同条中「基本料金」とあるのは「定額通信料金」と読み替えるものとします。 

２ 前項の規定にかかわらず、定額通信料金の扱いについて、料金表通則にサービス品



22 

質に係る定めがある場合は、その定めるところによります。 

第55条 削除 

（手続きに関する料金の支払義務） 

第56条 ＩＰ伝送契約者は、ＩＰ伝送サービスに係る手続きを要する請求をし、その承

諾を受けたときは、料金表第１表（料金）に規定する手続きに関する料金の支払いを

要します。 

（工事費の支払義務） 

第57条 ＩＰ伝送契約の申込み若しくは工事を要する請求をし、その承諾を受けたとき

又は第23条（回線収容部等の変更）に規定する回線収容部等の変更を行ったときは、

ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ（イーサアクセス）契約者を含みます。以下、本条において

同じとします。）は、料金表第２表（工事に関する費用）に規定する工事費の支払い

を要します。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の着手前にそのＩＰ伝送契約の解除又はその工事の

請求若しくは回線収容部等の変更の取消し（以下この条において「解除等」といいま

す。）があった場合は、ＩＰ伝送契約者は、工事費の支払いを要しません。この場合、

既にその工事費が支払われているときは、当社は、その工事費を返還します。 

３ 第１項の規定にかかわらず、工事の着手後完了前に解除等があった場合は、当社は、

その工事に関して解除等があったときまでに着手した工事の部分について、その工事

に要した費用をＩＰ伝送契約者に負担していただきます。この場合において、負担を

要する費用の額は、その費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

４ ＶＰＮ（イーサアクセス）契約者が工事費の支払を要する場合、料金表第２表に「１

のＶＰＮ契約ごとに」とあるのは、「１のＶＰＮ（イーサアクセス）契約ごとに」と

読み替えるものとします。 

第３節 料金の計算等 

（料金の計算方法等） 

第58条 料金の計算方法並びに料金及び工事に関する費用の支払方法は、料金表通則に

定めるところによります。 

第４節 割増金及び延滞利息 

（割増金） 

第59条 当社は、ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ(イーサアクセス)契約者を含みます。以下、

本節において同じとします。）が料金又は工事に関する費用の支払いを不法に免れた

場合は、その免れた額のほか、その免れた額（消費税相当額を加算しない額とします。）

の２倍に相当する額に消費税相当額を加算した額を割増金としてＩＰ伝送契約者か

ら支払っていただきます。 

（延滞利息） 

第60条 当社は、ＩＰ伝送契約者から料金その他の債務（延滞利息を除きます。）につ

いて支払期日を経過してもなお支払いがない場合には、支払期日の翌日から支払いの

日の前日までの日数について、年14.5％の割合で計算して得た額を延滞利息としてＩ

Ｐ伝送契約者から支払っていただきます。 

 ただし、支払期日の翌日から起算して10日以内に支払いがあった場合は、この限り

でありません。 

２ 当社は、第48条（利用停止）第２項に規定する場合についても、前項の規定に準じ

て取扱います。 

（注）  本条第１項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365

日当たりの割合とします。 

第11章 保守 

（ＩＰ伝送契約者の維持責任） 

第61条 当社は、自営端末設備又は自営電気通信設備を、技術基準等に適合するようＩ
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Ｐ伝送契約者に維持していただきます。 

（ＩＰ伝送契約者の切分責任） 

第62条 ＩＰ伝送契約者は、ＩＰ伝送サービスを利用することができなくなったときは、

契約者回線等に係る自営端末設備又は自営電気通信設備に故障のないことを確認の

うえ、当社に修理の請求をしていただきます。 

２ 前項の確認に際して、ＩＰ伝送契約者（第１種サービス（加入者回線に係るものに

限ります。）又は第２種サービスに係る者に限ります。以下この条において同じとし

ます。）から請求があったときは、当社は、ＩＰ伝送サービス取扱所において試験を

行い、その結果をＩＰ伝送契約者にお知らせします。 

３ 当社は、前項の試験により当社が設置した電気通信設備に故障がないと判定した場

合において、ＩＰ伝送契約者の請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が

自営端末設備又は自営電気通信設備にあったときは、その派遣に要した費用をＩＰ伝

送契約者に負担していただきます。この場合において、負担を要する費用の額は、派

遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

（注）本条は、自営端末設備又は自営電気通信設備について当社と保守契約を締結して

いるＩＰ伝送契約者には適用しません。 

（修理又は復旧の順位） 

第63条 当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合に、その全

部を修理し、又は復旧することができないときは、第50条（通信利用の制限等）の規

定により優先的に取り扱われる通信を確保するため、次の順位に従ってその電気通信

設備を修理し、又は復旧します。この場合において、第１順位及び第２順位の電気通

信設備は同条の規定により、当社がそれらの機関との協議により定めたものに限りま

す。 
 

順 位 修理又は復旧する電気通信設備 

 気象機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 水防機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 消防機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 災害救助機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

１ 警察機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 防衛機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 輸送の確保に直接関係のある機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 通信の確保に直接関係のある機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 電力の供給の確保に直接関係のある機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 ガスの供給の確保に直接関係のある機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 水道の供給の確保に直接関係のある機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 選挙管理機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

２ 別記18の基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機関とのＩ

Ｐ伝送契約に係るもの 

 預貯金業務を行う金融機関とのＩＰ伝送契約に係るもの 

 国又は地方公共団体の機関とのＩＰ伝送契約に係るもの（第１順位と

なるものを除きます。） 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 
 

（注）当社は、当社又は協定事業者の設置した電気通信設備を修理又は復旧するときは、

暫定的にそのＩＰ伝送サービスに係る電気通信設備又はＩＰ伝送回線番号を変更

することがあります。 
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第12章 損害賠償 

（責任の制限） 

第64条 当社は、ＩＰ伝送サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき

理由によりその提供をしなかったとき（当社が当社の提供区間と協定事業者の提供区

間とを合わせて料金を設定している場合は、その協定事業者の責めに帰すべき理由に

よりその提供をしなかったときを含みます。）は、そのＩＰ伝送サービスが全く利用

できない状態（そのＩＰ伝送契約（ＶＰＮ(イーサアクセス)契約を含みます。以下、

第13章まで同じとします。）に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生

じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この条におい

て同じとします。）にあることを当社が知った時刻から起算して、24時間以上その状

態が連続したときに限り、そのＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ(イーサアクセス)契約者を含

みます。以下、本章において同じとします。）の損害を賠償します。 

 ただし、当社又は協定事業者がその契約約款及び料金表に定めるところによりその

損害を賠償するときは、この限りでありません。 

２ 前項の場合において、当社は、ＩＰ伝送サービスが全く利用できない状態にあるこ

とを当社が知った時刻以後のその状態が連続した時間（24時間の倍数である部分に限

ります。）について、24時間ごとに日数を計算し、その日数に対応するそのＩＰ伝送

サービスに係る次の料金の合計額を発生した損害とみなし、その額に限って賠償しま

す。 

(1) 料金表第１表（料金）第１（基本料金）に規定する料金（国際ＶＰＮサービス

に係るものを除きます。） 

(2) 料金表第１表第２（通信料金）に規定する料金のうち定額通信料金以外の料金

（ＩＰ伝送サービスを全く利用できない状態が連続した期間の初日の属する料金

月の前６料金月の１日あたりの平均通信料金（前６料金月の実績を把握することが

困難な場合には、当社が別に定める方法により算出した額）により算出します。） 

(3) 料金表第１表第２に規定する定額通信料金（国際ＶＰＮサービスに係るものを

除きます。） 

３ 前２項の規定にかかわらず、前項第１号に規定する料金について、アクセス回線共

用を行う場合において料金表通則に別段の定めがある場合は、その定める時間ごとに

損害を賠償します。 

４ 当社の故意又は重大な過失によりＩＰ伝送サービスの提供をしなかったときは、前

３項の規定は適用しません。 

５ 前４項の規定にかかわらず、当社は、国際ＶＰＮサービスの提供に伴い、その国際

ＶＰＮ契約者に与えた損害については、賠償の責任を負いません。 

（注１）本条第２項第２号に規定する当社が別に定める方法により算出した額は、原則

として、ＩＰ伝送サービスを全く利用できない状態が生じた日前の実績が把握でき

る期間における１日当たりの平均通信料金とします。 

（注２）本条第２項又は第３項の場合において、日数又は時間に対応する料金額の算定

に当たっては、料金表通則の規定に準じて取り扱います。 

（免責） 

第65条 当社は、ＩＰ伝送サービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修

理又は復旧の工事にあたって、ＩＰ伝送契約者に関する土地、建物その他の工作物等

に損害を与えた場合に、それがやむを得ない理由によるものであるときは、その損害

を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により自営端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変

更（以下この条において「改造等」といいます。）を要することとなる場合であって

も、その改造等に要する費用については負担しません。 

 ただし、技術的条件の規定の変更（ＩＰ伝送サービス取扱所に設置する交換等設備

の変更に伴う技術的条件の規定の適用の変更を含みます。）により、現に当社が設置
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する電気通信回線設備に接続されている自営端末設備又は自営電気通信設備の改造

等を要する場合は、当社は、その改造等に要する費用のうちその変更した規定に係る

部分に限り負担します。 

３ 当社は、当社又は協定事業者の電気通信設備の状況等により、工事日の変更又は再

工事（以下本条において「再工事等」といいます。）を行うことがあります。この場

合において、当社は、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、その再工事等に

伴い発生するＩＰ伝送契約者の費用については負担しません。 

４ この約款に定める免責に関する事項は、この約款の準拠法で強行規定として定めら

れる、法的に免責又は制限できない範囲を免責することまでを目的とはしていません。

そのため、準拠法の強行規定の定めを超える免責事項がこの約款に含まれる場合には、

準拠法にて許容される最大限の範囲にて当社は免責されます。 

第13章 雑則 

（承諾の限界） 

第66条 当社は、ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ(イーサアクセス)契約者を含みます。以下、

第68条（利用に係るＩＰ伝送契約者の義務）まで同じとします。）から工事その他の

請求があった場合に、その請求を承諾することが技術的に困難なとき又は保守するこ

とが著しく困難である等当社のＩＰ伝送サービスに係る業務の遂行上支障があると

きは、その請求を承諾しないことがあります。この場合は、その理由をその請求をし

た者に通知します。 

 ただし、この約款において別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

（ＩＰ伝送サービスの廃止） 

第67条 当社は、ＩＰ伝送サービスの一部又は全部を廃止することがあります。 

２ 前項の規定によるＩＰ伝送サービスの一部又は全部の廃止があったときは、そのＩ

Ｐ伝送サービスの一部又は全部に係る契約は終了するものとします。 

３ 当社は、ＩＰ伝送サービスの一部又は全部の廃止に伴い、ＩＰ伝送契約者又は第三

者に発生する損害については、責任を負わないものとします。 

４ 当社は、第１項の規定によりＩＰ伝送サービスの一部又は全部を廃止しようとする

ときは、そのことを相当な期間をおいて、あらかじめＩＰ伝送契約者に通知します。 

（利用に係るＩＰ伝送契約者の義務） 

第68条 当社は、ＩＰ伝送契約者に次のことを守っていただきます。 

(1) 当社がＩＰ伝送契約に基づき設置した電気通信設備を移動し、取りはずし、変

更し、分解し、若しくは損壊し、又はその設備に線条その他の導体を連絡しないこ

と。 

 ただし、天災、事変その他の事態に際して保護する必要があるとき又は自営端末

設備若しくは自営電気通信設備の接続若しくは保守のため必要があるときは、この

限りでありません。 

(2) 通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わないこと。 

(3) 当社がＩＰ伝送サービスに係る業務の遂行上支障がないと認めた場合を除いて、

当社がＩＰ伝送契約に基づき設置した電気通信設備に他の機械、付加物品等を取り

付けないこと。 

(4) 当社がＩＰ伝送契約に基づき設置した電気通信設備を善良な管理者の注意をも

って保管すること。 

(5) 当社若しくは他人の電気通信設備の利用若しくは運営に支障を与える行為又は

そのおそれのある行為を行わないこと。 

２ 当社は、ＩＰ伝送契約者が前項の規定に違反して電気通信設備を亡失し、又はき損

したときは、当社が指定する期日までにその補充、修繕その他の工事等に必要な費用

をＩＰ伝送契約者に負担していただきます。 

３ ＩＰ伝送契約者は、当社がＩＰ伝送契約に基づき設置又は貸与した電気通信設備そ
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の他の物品について、ＩＰ伝送契約の解除、ＩＰ伝送サービスの一部若しくは全部の

廃止又はその他の事由により、その物品を使用する権利を失ったときは、その物品を

ＩＰ伝送契約者の費用負担により原状に復したうえで、当社が指定する期日までに当

社が指定する方法によりＩＰ伝送サービス取扱所へ返還していただきます。 

４ ＩＰ伝送契約者は、前項の規定による物品の返還に要する費用についてこの約款等

に別段の定めがある場合は、その定めるところにより当該費用を負担していただきま

す。 

５ ＩＰ伝送契約者は、第３項の規定による物品の返還が遅延したとき（当社の責めに

帰すべき事由による場合を除きます。）は、当社が別に算定する金額を支払っていた

だきます。 

６ ＩＰ伝送契約者は、第３項の規定による物品の返還に関し、当社がその物品をその

所在場所から撤去又は回収するときは、その撤去又は回収に協力するものとし、これ

を妨害し、又は拒んだりしないものとします。 

（ＩＰ伝送契約者からの契約者回線又は加入者回線の設置場所の提供等） 

第69条 ＩＰ伝送契約者からの契約者回線又は加入者回線の設置場所の提供等につい

ては、別記７に定めるところによります。 

第70条 削除 

（ＩＰ伝送契約者からの通知） 

第71条 当社は、接続契約者回線等について、第16条（ＶＰＮ契約申込の方法）又は第

34条（国際ＶＰＮ契約申込の方法）に規定する事項その他当社が別に定める異動があ

ったときは、その内容についてＩＰ伝送契約者から速やかに所属ＩＰ伝送サービス取

扱所に通知していただきます。 

（注）本条に規定する当社が別に定める異動は、契約事業者又は協定事業者の契約約款

及び料金表に定めるもののうち、次のとおりとします。 

(1) 専用契約者数の変更 

(2) 利用休止（他社接続契約者回線に係るものに限ります。） 

(3) 利用権の譲渡（接続契約者回線等に係るものに限ります。） 

(4) 契約の解除（接続契約者回線等に係るものに限ります。） 

(5) 地位の承継（接続契約者回線等に係るものに限ります。） 

(6) 契約者の氏名、名称又は住所若しくは居所の変更（接続契約者回線等に係るも

のに限ります。） 

（ＩＰ伝送契約者の氏名等の通知） 

第72条 当社は、協定事業者から請求があったときは、ＩＰ伝送契約者（その協定事業

者とＩＰ伝送サービスを利用するうえで必要な契約を締結している者に限ります。）

の氏名及び住所等をその協定事業者に通知することがあります。 

（協定事業者からの通知） 

第73条 当社は、料金又は工事に関する費用の適用にあたり必要があるときは、協定事

業者からその料金又は工事に関する費用を適用するために必要な契約者の情報の通

知を当社が受けることについて、ＩＰ伝送契約者に同意していただきます。 

（協定事業者の電気通信サービスに関する料金等の回収代行） 

第74条 当社は、ＩＰ伝送契約者（第１種サービスに係る者に限ります。以下この条に

おいて同じとします。）から申出があったときは、次の場合に限り、協定事業者の契

約約款及び料金表の規定により協定事業者がそのＩＰ伝送契約者に請求することと

した電気通信サービスの料金又は工事に関する費用について、その協定事業者の代理

人として、当社の請求書により請求し、回収する取扱いを行うことがあります。 

(1) その申出をしたＩＰ伝送契約者が当社が請求する料金又は工事に関する費用の

支払いを現に怠っていないとき、又は怠るおそれがないとき。 

(2) そのＩＰ伝送契約者の申出について協定事業者が承諾するとき。 

(3) その他当社のＩＰ伝送サービスに係る業務の遂行上支障がないとき。 
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２ 前項の規定により、当社が請求した料金又は工事に関する費用について、そのＩＰ

伝送契約者が当社が定める支払期日を経過してもなお支払わないときは、前項に規定

する取扱いを廃止します。 

（協定事業者によるＩＰ伝送サービスに関する料金等の回収代行） 

第75条 当社は、ＩＰ伝送契約者から申出があったときは、次の場合に限り、当社がこ

の約款の規定によりそのＩＰ伝送契約者に請求することとした料金又は工事に関す

る費用について、当社の代理人として、協定事業者（別記５の(1)に掲げる協定事業

者に限ります。以下この条において同じとします。）が請求し、回収する取扱いを行

うことがあります。 

(1) その申出をしたＩＰ伝送契約者が当社が請求する料金又は工事に関する費用の

支払いを現に怠っていないとき、又は怠るおそれがないとき。 

(2) そのＩＰ伝送契約者の申出について協定事業者が承諾するとき。 

(3) その他当社のＩＰ伝送サービスに係る業務の遂行上支障がないとき。 

２ 前項の規定により、協定事業者が請求した料金又は工事に関する費用について、そ

のＩＰ伝送契約者が協定事業者が定める支払期日を経過してもなおその協定事業者

に支払わないときは、前項に規定する取扱いを廃止します。 

（法令に規定する事項） 

第76条 ＩＰ伝送サービスの提供又は利用にあたり、法令に定めがある事項については、

その定めるところによります。 

（注）法令に定めがある事項については、別記８から12に定めるところによります。 

（個人情報の取扱い） 

第77条 当社は、ＩＰ伝送サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取扱い

については、別記13、当社のプライバシーポリシー（https://www.ntt.com/about-us

/hp/privacy.html）及びPrivacy Policy（https://www.ntt.com/en/about-us/hp/pri

vacy.html）に定めるところによります。 

（閲覧） 

第78条 この約款において、当社が別に定めることとしている事項については、当社は

閲覧に供します。 

（ＩＰ伝送契約者に対する通知） 

第78条の２ ＩＰ伝送契約者に対する通知は、当社の判断により、次のいずれかの方法

で行うことができるものとします。 

(1) 当社のＷｅｂサイトに掲載して行います。この場合は、掲載された時をもって、

ＩＰ伝送契約者に対する通知が完了したものとします。 

(2) ＩＰ伝送契約者がＩＰ伝送契約の申込みの際又はその後に当社に届け出たＩＰ

伝送契約者の電子メールアドレス宛に電子メールを送信し、又はＦＡＸ番号宛にＦ

ＡＸを送信して行います。この場合は、当社が送信した時をもって、ＩＰ伝送契約

者に対する通知が完了したものとします。 

(3) ＩＰ伝送契約者がＩＰ伝送契約の申込みの際又はその後に当社に届け出たＩＰ

伝送契約者の住所宛に郵送して行います。この場合は、当社が発送した時をもって、

ＩＰ伝送契約者に対する通知が完了したものとします。 

(4) その他、当社が適切と判断する方法で行います。この場合は、当該通知の中で

当社が指定した時をもって、ＩＰ伝送契約者に対する通知が完了したものとします。 

２ この約款又は関連法令において書面による通知手続きが求められている場合、前項

各号の手続きにより書面による通知に代えることができるものとします。 

（不可抗力） 

第78条の３ 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生のおそれがある

場合に、当社が講じた措置によりＩＰ伝送契約者又は第三者に損害が生じたときは、

その損害が当社の故意又は重大な過失による場合を除き、責任を負いません。 

https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html
https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy.html
https://www.ntt.com/en/about-us/hp/privacy.html
https://www.ntt.com/en/about-us/hp/privacy.html
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（特約） 

第78条の４ この約款の一部条項について特約をした場合については、当該条項の定め

にかかわらず、その特約事項を適用します。 

第14章 附帯サービス 

（附帯サービス） 

第79条 ＩＰ伝送サービスに関する附帯サービスの取扱いについては、別記15及び16に

（その料金については、その附帯サービスの態様に応じて、料金表第３表（附帯サー

ビスに関する料金）に）定めるところによります。 
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別記 

１ ＩＰ伝送サービスの提供区間 

 当社は、次に掲げる区間においてＩＰ伝送サービスを提供します。 

(1) 特定相互接続点相互間（同一の特定相互接続点に終始する場合を含みます。） 

(2) 特定相互接続点とサービス接続点との間 

(3) 特定相互接続点と契約者回線の終端との間 

(4) 特定相互接続点と加入者回線の終端との間 

(5) 特定相互接続点と分界点（当社と外国の電気通信事業者との間に設置される電

気通信回線に係る双方の責任分界点をいいます。以下同じとします。）との間 

(6) 特定相互接続点とサービスインタワークポイントとの間 

(7) サービス接続点相互間（同一のサービス接続点に終始する場合を含みます。） 

(8) サービス接続点と契約者回線の終端との間 

(9) サービス接続点と加入者回線の終端との間 

(10) サービス接続点と分界点との間 

(11) サービス接続点とサービスインタワークポイントとの間 

(12) 契約者回線の終端相互間 

(13) 契約者回線の終端と加入者回線の終端との間 

(14) 契約者回線の終端と分界点との間 

(15) 契約者回線の終端とサービスインタワークポイントとの間 

(16) 加入者回線の終端相互間 

(17) 加入者回線の終端と分界点との間 

(18) 加入者回線の終端とサービスインタワークポイントとの間 

２ アクセス回線共用を行うことができる電気通信サービス 

 アクセス回線共用を行うことができる電気通信サービスは、ＩＰ伝送サービスの種

別ごとに次のとおりとします。 

 ただし、その電気通信サービスに係る契約約款及び料金表において、接続可能な接

続契約者回線等について別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 
 

種      別 電気通信サービス 

ＶＰＮサービス（第１種サービス（料

金表通則に規定するアクセスタイプ１

（ＳＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に限ります。）又は国際ＶＰＮサ

ービス（第１種サービス（料金表通則

に規定するアクセスタイプ１（ＳＴＭ

アクセスに係るものに限ります。）に係

るものに限ります。）に限ります。） 

(1) 電話等サービス 

(2) 専用サービス 

(3) ＶＰＮサービス（第１種サービス

（料金表通則に規定するアクセスタイ

プ１（ＳＴＭアクセスに係るものに限

ります。）に係るものに限ります。）に

限ります。） 

(4) 国際ＶＰＮサービス（第１種サービ

ス（料金表通則に規定するアクセスタ

イプ１（ＳＴＭアクセスに係るものに

限ります。）に係るものに限ります。）

に限ります。） 

国際ＶＰＮサービス（第１種サービス

（料金表通則に規定するアクセスタイ

プ１（ＡＴＭアクセスに係るものに限

ります。）に係るものに限ります。）に

限ります。） 

(1) 電話等サービス 

(2) 国際ＶＰＮサービス（第１種サービ

ス（料金表通則に規定するアクセスタ

イプ１（ＡＴＭアクセスに係るものに

限ります。）に係るものに限ります。）

に限ります。） 
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３ ＩＰ伝送契約者の地位の承継 

(1) 第28条（ＶＰＮ利用権の譲渡）に規定するほか、ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ（イ

ーサアクセス）契約者を含みます。以下、４まで同じとします。）について相続又

は合併若しくは分割（その利用権の全てを承継させるものに限ります。以下この別

記３において同じとします。）があったときは、相続人又は合併後存続する法人、

合併により設立された法人若しくは分割によりその利用権の全てを承継した法人

は、そのＩＰ伝送契約者の地位を承継するものとします。 

(2) (1)に規定するほか、当社は、相続又は合併若しくは分割によりＩＰ伝送契約者

の地位の承継があったときは、相続人又は合併後存続する法人、合併により設立さ

れた法人若しくは分割によりその利用権の全てを承継した法人から、当社所定の書

面にこれを証明する書類を添えて所属ＩＰ伝送サービス取扱所に届け出ていただ

きます。 

(3) (1)の場合に、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうちの１人（その

接続契約者回線等に係る者と同一の者とします。ただし、その接続契約者回線等に

ついて契約事業者又は協定事業者と契約を締結している者が複数となる場合又は

アクセス回線共用を行う場合であって、その他社接続共用回線について協定事業者

と契約を締結している者が複数となる場合においては、その複数の契約者のうちの

１人とします。）を当社に対する代表者と定め、これを届け出ていただきます。こ

れを変更したときも同様とします。 

(4) 当社は、(3)の規定による代表者の届出があるまでの間、その地位を承継した者

のうちの１人を代表者として取り扱います。 

４ ＩＰ伝送契約者の氏名等の変更の届出 

(1) 当社は、ＩＰ伝送契約者の氏名、名称又は住所若しくは居所について変更があ

ったときは、そのことを速やかに所属ＩＰ伝送サービス取扱所にＩＰ伝送契約者か

ら届け出ていただきます。 

(2) (1)の届出があったときは、当社は、その届出のあった事実を証明する書類を提

示していただくことがあります。 

５ 協定事業者 

(1) 当社が別に定める専用等契約（アクセスタイプ１に係るものに限ります。）に係

るもの 
 

事業者の名称 関係する契約約款の名称 

東日本電信電話株式会社 専用サービス契約約款 

西日本電信電話株式会社 専用サービス契約約款 
 

(2) 当社が別に定める専用等契約（アクセスタイプ１に係るものに限ります。）に係

るもの 
 

事業者の名称 関係する契約約款の名称 

北海道総合通信網株式会社 専用サービス契約約款及びイーサネット通信

網サービス契約約款 

株式会社トークネット 専用サービス契約約款及び高速イーサネット

網サービス契約約款 

ＫＤＤＩ株式会社 専用サービス契約約款（旧株式会社パワード

コムによるもの）及びパワードイーサネット

サービス契約約款 
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中部テレコミュニケーション株式

会社 

専用サービス契約約款及びイーサネット網サ

ービス契約約款 

北陸通信ネットワーク株式会社 専用サービス契約約款及びイーサネット通信

網サービス契約約款 

株式会社オプテージ 専用サービス契約約款 

株式会社エネコム イーサネット通信網サービス契約約款 

株式会社ＳＴＮｅｔ 専用サービス契約約款及び高速イーサネット

網サービス契約約款 

株式会社QTnet 専用サービス契約約款 

ＯＴＮｅｔ株式会社 専用サービス契約約款 

Ｃｏｌｔテクノロジーサービス株

式会社 

専用サービス契約約款 

 

６ ＩＰ伝送サービスの提供に係る電気通信サービス 
 

事業者の名称 電気通信サービス

の名称 

契約の種類 契約約款の名称 

株式会社ＮＴＴド

コモ 

ＩＰ通信網サービ

ス 

第２種契約 ＩＰ通信網サービ

ス契約約款（ＯＣ

Ｎ） 
 

７ ＩＰ伝送契約者からの契約者回線又は加入者回線の設置場所の提供等 

(1) 契約者回線又は加入者回線の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みま

す。）又は建物内において、当社が契約者回線又は加入者回線及び端末設備を設置

するために必要な場所は、そのＩＰ伝送契約者から提供していただきます。 

 ただし、ＩＰ伝送契約者からの要請があったときは、ＩＰ伝送契約者の費用負担

において、ＩＰ伝送契約者と当社が合意するところにより、当社が契約者回線及び

端末設備の設置場所を提供することがあります。 

(2) 当社がＩＰ伝送契約に基づき設置する端末設備その他の電気通信設備に必要な

電気は、ＩＰ伝送契約者から提供していただきます。 

(3) 当社がＩＰ伝送契約に基づき契約者回線等の終端のある構内（これに準ずる区

域内を含みます。）又は建物内で工事を行うにあたり、立会い等のその工事に必要

な対応はＩＰ伝送契約者の負担により行っていただきます。 

(4) ＩＰ伝送契約者は、契約者回線又は加入者回線の終端のある構内（これに準ず

る区域内を含みます。）又は建物内において、当社の電気通信設備を設置するため

に管路等の特別な設備を使用することを希望するときは、自己の負担によりその特

別な設備を設置していただきます。 

８ 契約者回線又は加入者回線への自営端末設備の接続 

(1) 当社は、ＩＰ伝送契約者がその契約者回線又は加入者回線の終端において又は

その終端に接続されている電気通信設備を介して、その契約者回線又は加入者回線

に自営端末設備を接続するときは、その接続の請求をしていただきます。この場合

において、端末機器の技術基準適合認定等に関する規則（平成16年総務省令第15号。

以下「技術基準適合認定規則」をいいます。）様式第７号の表示が付されている端

末機器（技術基準適合認定規則第３条で定める種類の端末機器をいいます。）、技術

基準等に適合することについて事業法第86条第１項に規定する登録認定機関又は

事業法第104条第２項に規定する承認認定機関の認定を受けた端末機器、又は技術
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基準適合認定規則様式第14号に規定する表示を付された特定端末機器（技術基準適

合認定規則第3条第2項で定める端末設備の機器をいいます。）以外の自営端末設備

を接続するときは、当社所定の書面によりその接続の請求をしていただきます。 

(2) 当社は、(1)の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

ア その接続が技術基準等に適合しないとき。 

イ その接続が、事業法施行規則第31条で定める場合に該当するとき。 

(3) 当社は、(2)の請求の承諾に当たっては、次の場合を除き、その接続が技術基準

等に適合するかどうかの検査を行います。 

ア 技術基準適合認定規則様式第７号又は14号の表示が付されている端末機器を

接続するとき。 

イ 事業法施行規則第32条第１項で定める場合に該当するとき。 

(4) (3)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

(5) ＩＰ伝送契約者は、工事担任者規則（昭和60年郵政省令第28号）第４条で定め

る種類の工事担任者資格者証の交付を受けている者に自営端末設備の接続に係る

工事を行わせ、又は実地に監督させなければなりません。ただし、同規則第３条で

定める場合は、その限りでありません。 

(6) ＩＰ伝送契約者がその自営端末設備を変更したときについても、(1)から(5)の

規定に準じて取り扱います。 

(7) 当社は、ＩＰ伝送契約者がその契約者回線に接続されている自営端末設備を取

りはずしたときは、当社に通知していただきます。 

９ 自営端末設備に異常がある場合等の検査 

(1) 当社は、契約者回線又は加入者回線に接続されている自営端末設備に異常があ

る場合その他電気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合において必要があ

るときは、ＩＰ伝送契約者に、その自営端末設備の接続が技術基準等に適合するか

どうかの検査を受けることを求めることがあります。この場合、正当な理由がある

場合その他事業法施行規則第32条第２項で定める場合を除き、ＩＰ伝送契約者にそ

の検査を受けることを同意していただきます。 

(2) (1)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

(3) (1)の検査を行った結果、自営端末設備が技術基準等に適合していると認められ

ないときは、当社は、ＩＰ伝送契約者にその自営端末設備を契約者回線又は加入者

回線から取りはずしていただきます。 

10 契約者回線又は加入者回線への自営電気通信設備の接続 

(1) 当社は、ＩＰ伝送契約者がその契約者回線若しくは加入者回線の終端において

又はその終端に接続されている電気通信設備を介して、その契約者回線又は加入者

回線に自営電気通信設備を接続するときは、その接続を行う場所、その自営電気通

信設備を構成する機器の名称その他その自営電気通信設備を特定するための事項

を記載した所定の書面により、その接続の請求をしていただきます。 

(2) 当社は、(1)の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

ア その接続が技術基準等に適合しないとき。 

イ その接続により当社の電気通信回線設備の保持が経営上困難となることにつ

いて総務大臣の認定を受けたとき。 

(3) 当社は、(2)の請求の承諾に当たっては、事業法施行規則第32条第１項で定める

場合に該当するときを除き、その接続が技術基準等に適合するかどうかの検査を行

います。  

(4) (3)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

(5) ＩＰ伝送契約者は、工事担任者規則第４条で定める種類の工事担任者資格者証

の交付を受けている者に自営電気通信設備の接続に係る工事を行わせ、又は実地に

監督させなければなりません。 

 ただし、同規則第３条で定める場合は、この限りでありません。 
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(6) ＩＰ伝送契約者がその自営電気通信設備を変更したときについても、(1)から

(5)までの規定に準じて取り扱います。 

(7) 当社は、ＩＰ伝送契約者がその契約者回線又は加入者回線に接続されている自

営電気通信設備を取りはずしたときは、当社に通知していただきます。 

11 自営電気通信設備に異常がある場合等の検査 

 契約者回線又は加入者回線に接続されている自営電気通信設備に異常がある場合

その他電気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合の検査については、別記９の

規定に準じて取り扱います。 

12 当社の維持責任 

 当社は、当社の設置した電気通信設備を事業用電気通信設備規則（昭和60年郵政省

令第30号）に適合するよう維持します。 

13 個人情報の開示 

(1) 当社は、当社が保有している個人情報について、ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ（イ

ーサアクセス）契約者を含みます。）から請求があったときは、原則として開示を

します。 

(2) 契約者は、(1)の請求をし、その個人情報の開示（該当個人情報が存在しない場

合に、その旨を知らせることを含みます。）を受けたときは、当社のＷｅｂサイト 

（https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy/kaijiseikyuu.html）に定める手数

料の支払いを要します。 

14 削除 

15 利用権に関する事項の証明 

(1) 当社は、利害関係人から請求があったときは、ＩＰ伝送サービス利用権に関す

る次の事項を、当社の帳簿（電磁的記録により調整したものを含みます。）に基づ

き証明します。 

 ただし、証明の請求のあった事項が過去のものであるときは、証明できないこと

があります。 

ア ＩＰ伝送契約の申込みの承諾年月日 

イ ＩＰ伝送回線番号 

ウ ＩＰ伝送契約者（ＶＰＮ（イーサアクセス）契約者を含みます。以下、16まで

同じとします。ＩＰ伝送契約者の地位の承継があった場合において、地位を承継

した者が複数となるときは、別記３の規定による代表者とします。）の氏名、名

称又は住所若しくは居所 

エ 契約者回線又は加入者回線の終端のある場所 

オ 特定相互接続点の所在場所（第10条（ＩＰ伝送サービスの提供区間等）第２項

の規定によるものに限ります。） 

カ そのＩＰ伝送サービスの種別、種類、通信モード、区分、品目及び通信又は保

守の態様による細目又は契約の区分 

キ ＶＰＮ利用権又は国際ＶＰＮ利用権の譲渡の承認の請求があったときは、その

受付年月日及び受付番号 

ク ＶＰＮ利用権又は国際ＶＰＮ利用権の移転があったときは、その効力が発生し

た年月日 

ケ 差押（滞納処分（国税徴収法（昭和34年法律第147号）による滞納処分及びそ

の例による滞納処分をいいます。）によるものの場合にあっては、参加差押を含

みます。）、仮差押又は仮処分の通知があったときは、その受付年月日及び受付番

号 

(2) 利害関係人が(1)の規定による請求を行うときは、証明を受けたい事項を当社所

定の書面に記入のうえ、所属ＩＰ伝送サービス取扱所に提出していただきます。こ

の場合、利害関係人は、料金表第３表（附帯サービスに関する料金）に規定する手

数料の支払いを要します。 

https://www.ntt.com/about-us/hp/privacy/kaijiseikyuu.html
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16 支払証明書の発行 

(1) 当社は、ＩＰ伝送契約者から請求があったときは、所属ＩＰ伝送サービス取扱

所において、そのＩＰ伝送サービス及び附帯サービスの料金その他の債務が既に当

社に支払われた旨の証明書（以下「支払証明書」といいます。）を発行します。 

(2) ＩＰ伝送契約者は、(1)の規定による請求をし、その支払証明書の発行を受けた

ときは、料金表第３表（附帯サービスに関する料金）に規定する手数料及び郵送料

等の支払いを要します。 

17 協定事業者の電気通信サービスに関する手続きの代行 

  当社は、ＩＰ伝送サービスに係る契約の申込みをする者又はＩＰ伝送契約者から要

請があったときは、別記５に掲げる協定事業者の電気通信サービスの利用に係る申込

み、請求、届出、その他電気通信サービスの利用に係る事項について、手続きの代行

を行います。 

18 新聞社等の基準 
 

区  分 基         準 

１ 新聞社 次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

 (1) 政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は論

議することを目的として、あまねく発売されること。 

 (2) 発行部数が１の題号について、8,000部以上であること。 

２ 放送事業者 電波法（昭和25年法律第131号）の規定により放送局の免許を

受けた者 

３ 通信社 新聞社又は放送事業者にニュース（１欄の基準のすべてを備

えた日刊新聞紙に掲載し、又は放送事業者が放送するための

ニュース又は情報（広告を除きます｡)をいいます。）を供給す

ることを主な目的とする通信社 

 

19 削除 
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料金表 

通則 

（回線使用料及び通信料金の設定） 

１ 回線使用料（第１種サービス（加入者回線（当社が別に定めるものに限ります。）

及び接続契約者回線に係るものを除きます。）に係るものに限ります。）は、当社の提

供区間と協定事業者（当社が別に定める協定事業者に限ります。）の提供区間とを合

わせて当社が設定します。 

 ただし、別記５の(1)又は(2)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表等に規定す

るところによりその協定事業者が定める料金については、この限りでありません。 

（注１）通則１に規定する当社が別に定める加入者回線は、ＶＰＮサービス（アクセス

タイプ１に限ります。）に係る加入者回線とします。 

（注２）通則１に規定する当社が別に定める協定事業者は、回線使用料については別記

５の(1)又は(2)に掲げる協定事業者とします。 

（料金の計算方法等） 

２ 当社は、ＩＰ伝送契約者（臨時ＶＰＮ契約者を除きます。以下通則８までにおいて

同じとします。）がそのＩＰ伝送契約に基づき支払う料金のうち、基本料金及び通信

料金は料金月に従って計算します。 

３ 当社は、次の場合が生じたときは、月額で定める料金（以下「月額料金」といいま

す。）をその利用日数に応じて日割します。 

(1) 料金月の初日以外の日にＩＰ伝送サービスの提供の開始（付加機能又は端末設

備についてはその提供の開始）があったとき。 

(2) 料金月の初日以外の日にＩＰ伝送契約の解除又は付加機能若しくは端末設備の

廃止があったとき。 

(3) 料金月の初日にＩＰ伝送サービスの提供を開始（付加機能又は端末設備につい

てはその提供の開始）し、その日にそのＩＰ伝送契約の解除又は付加機能若しくは

端末設備の廃止があったとき。 

(4) 料金月の初日以外の日にＩＰ伝送サービスの区分若しくは品目の変更又は回線

収容部等の変更等により月額料金の額が増加又は減少したとき。この場合、増加又

は減少後の月額料金は、その増加又は減少のあった日から適用します。 

(5) 第53条（基本料金の支払義務）第２項第３号の表の規定に該当するとき（通則

４の規定によるものを除きます。）。 

(6) 通則９の規定による起算日の変更があったとき。 

４ 通則３に規定するほか、当社は、次の場合が生じたときは、月額料金をその利用時

間に応じて時間数割（１時間あたりの料金額を算定することをいいます。以下同じと

します。）又は分数割（１分間あたりの料金額を算定することをいいます。以下同じ

とします。）します。 

(1) 時間数割に係るもの 

 第53条（基本料金の支払義務）第２項第３号の表の規定（同表の１欄の規定（ア

クセス回線共用を行う場合における他社接続共用回線の部分の料金に限ります。）

に限ります。）に該当するとき。 

(2) 分数割に係るもの 

 第53条第２項第３号の表の規定（同表の２欄の規定に限ります。）に該当すると

き。 

５ 削除 

６ 通則３の規定による月額料金の日割は料金月の日数により行います。この場合、第

53条（基本料金の支払義務）第２項第３号の表の１欄に規定する料金の算定に当たっ

ては、その日数計算の単位となる24時間をその開始時刻が属する日とみなします。 

７ 通則６に規定するほか、通則４の規定による月額料金の時間数割又は分数割は、次

のとおり行います。 
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(1) 時間数割を行う場合 

 料金月の日数に24を乗じて得た時間数により行います。この場合、第53条（基本

料金の支払義務）第２項第３号の表の１欄に規定する料金及びの算定に当たっては、

その時間数計算の単位となる１時間をその開始時刻が属する日におけるものとみ

なします。 

(2) 分数割を行う場合 

 (1)の規定による時間数に60を乗じて得た分数により行います。この場合、第53

条第２項第３号の表の２欄に規定する料金の算定に当たっては、その分数計算の単

位となる１分間をその開始時刻が属する日におけるものとみなします。 

８ 通信料金については、当社は、特別の事情がある場合は、あらかじめＩＰ伝送契約

者の同意を得て、通則２の規定にかかわらず、複数の料金月分をまとめて計算し、そ

れらの料金月のうち最終料金月以外の料金月については、それぞれ概算額とすること

があります。この場合の精算は、最終料金月において行います。 

９ 当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、料金月の起算日を変更すること

があります。 

（端数処理） 

10 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合

は、その端数を切り捨てます。 

 ただし、この約款において別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

（料金等の支払い） 

11 当社は、料金及び工事に関する費用（第75条（協定事業者によるＩＰ伝送サービス

に関する料金等の回収代行）の規定によるもの及び通則14の規定によるもの（外国側

でその一括支払いを行う場合に限ります。）を除きます。以下通則12までにおいて同

じとします。）について、当社が定める期日までに、当社が指定するＩＰ伝送サービ

ス取扱所又は金融機関等においてＩＰ伝送契約者から支払っていただきます。 

12 当社は、料金及び工事に関する費用を支払期日の到来する順序に従って支払ってい

ただきます。 

（料金の一括後払い） 

13 当社は、当社に特別の事情がある場合は、通則11及び12の規定にかかわらず、ＩＰ

伝送契約者（臨時ＶＰＮ契約者を除きます。）の同意を得て、複数の料金月分の料金

を、当社が指定する期日までに、まとめて支払っていただくことがあります。 

（料金等の一括支払い） 

14 料金等の一括支払いの適用については次のとおりとします。 

(1) 当社は、ＩＰ伝送契約者（国際ＶＰＮ契約に係る者に限ります。）から申出があ

ったときは、次の場合に限り、ＩＰ伝送契約者が支払いを要する料金その他の債務

及び外国側契約者が支払いを要する料金等について、本邦側又は外国側のいずれか

一方における一括支払いの取扱いを行います。 

ア 関係する外国の電気通信事業者の合意があるとき。 

イ その申出が、第34条（国際ＶＰＮ契約申込の方法）の規定による国際ＶＰＮ契

約の申込みと同時であるとき。 

ウ 一括支払いの開始後において、一括支払いを行う側を変更しないとき。 

(2) 当社は、本邦側において(1)の規定による一括支払いを行う場合は、外国側契約

者に係る料金等について当社所定の換算率により本邦通貨に換算することとしま

す。 

(3) 当社は、ＩＰ伝送契約者から申出があったときは、(1)の規定による一括支払い

の取扱いを廃止します。 

（前受金） 

15 当社は、料金又は工事に関する費用について、ＩＰ伝送契約者が希望される場合に

は、当社が別に定める条件に従って、あらかじめ前受金を預かることがあります。 
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（注）通則15に規定する当社が別に定める条件とは、前受金には利息を付さないことを

条件として預かることとします。 

（消費税相当額の加算） 

16 第53条（基本料金の支払義務）から第57条（工事費の支払義務）までの規定その他

この約款の規定により料金表に定める料金（月額料金（国際ＶＰＮサービスに係るも

のに限ります。）を除きます。）又は工事に関する費用の支払いを要するものとされて

いる額は、この料金表に定める額（税抜価格(消費税相当額を加算しない額とします。

以下同じとします。)に基づき計算された額とします。）に消費税相当額を加算した額

とします。 

上記算定方法により、支払を要することとなった額は、料金表に表示された額（税

込価格（消費税相当額を加算した額とします。以下同じとします。））の合計と異なる

場合があります。 

（注１）この料金表に規定する料金額は、税抜価格とします。なお、かっこ内の料金額

は、税込価格を表示します。 

（注２）関連法令の改正により消費税等の税率に変更が生じた場合には、消費税相当額

は変更後の税率により計算するものとします。 

（料金等の臨時減免） 

17 当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、この約款の規定にかか

わらず、臨時に、その料金又は工事に関する費用を減免することがあります。 

（注）当社は、料金等の減免を行ったときは、その旨を周知します。 

（ＩＰ伝送サービスの区分等） 

18 当社は、この料金表を適用するに当たって、次のとおり区分等を定めます。 

(1) ＶＰＮサービス 

ア ＶＰＮサービスの区分 

ＶＰＮサービスには、次の区分があります。 
 

区   分 内          容 

アクセスタイプ１ 回線収容部等又は契約者回線とＶＰＮノード装置（ＶＰＮサー

ビスを提供するために当社が設置する装置とします。以下同じ

とします。）との間を、ＳＴＭ方式、ＡＴＭ方式及びイーサネッ

ト方式により符号、音響又は影像の伝送交換を行うもの（アク

セスタイプ５又はアクセスタイプ７となるものを除きます。） 

アクセスタイプ５ ＩＰ伝送網と当社が別に定める協定事業者の契約約款及び料金

表に規定するＩＰ通信網との間をイーサネット方式により符

号、音響又は影像の伝送交換を行うもの 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める協定事業者の契約約款

は、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

のＩＰ通信網サービス契約約款とします。 

アクセスタイプ７ ＩＰ伝送網と当社のUniversal Oneサービス契約約款（第１編）

に規定するUniversal Oneサービスに係る電気通信設備との間

において、符号、音響又は影像の伝送交換を行うもの 

備考 ＶＰＮサービスの区分を変更することはできません。 
 

イ ＶＰＮサービスの品目 

(ア) アクセスタイプ１に係るもの 

Ａ アクセスタイプ１には、次の品目があります。 
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品     目 内        容 

ＳＴＭアクセス 64kb/s 64kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 128kb/s 128kbit/sの符号伝送が可能なもの 

ＡＴＭアクセス 0.5Mb/s及び1Mb 

/sから１Mb/sご

とに 135Mb/sま

での品目 

料金表別表に規定する伝送速度の符号伝送が可

能なもの 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s 10Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

100Mb/s 100Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 1000Mb/s 1000Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

備考 

１ イーサネットアクセス（第１種サービスに係るものに限ります。）には、次の

アクセス速度の区分があります。 

 品  目 アクセス速度の区分 内  容  

 10Mb/s 0.5Mb/s 0.5Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  １Mb/s １Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ２Mb/s ２Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ３Mb/s ３Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ４Mb/s ４Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ５Mb/s ５Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ６Mb/s ６Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ７Mb/s ７Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ８Mb/s ８Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  ９Mb/s ９Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  10Mb/s 10Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

 100Mb/s 10Mb/s 10Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  20Mb/s 20Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  30Mb/s 30Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  40Mb/s 40Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  50Mb/s 50Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  60Mb/s 60Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  70Mb/s 70Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  80Mb/s 80Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  90Mb/s 90Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  
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  100Mb/s 100Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

 1000Mb/s 200Mb/s 200 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  300Mb/s 300 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  400Mb/s 400 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  500Mb/s 500 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  600Mb/s 600 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  700Mb/s 700 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  800Mb/s 800 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  900Mb/s 900 Mb/sまでの符号伝送が可能なもの  

  1000Mb/s 1000Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

２ 当社は、加入者回線に係るものについては、臨時ＶＰＮ契約を締結しません。 

３ 当社は、ＳＴＭアクセスに係る利用の開始及び変更の申込みを承諾しません。 
 

Ｂ アクセスタイプ１（第１種サービス（加入者回線に係るものを除きます。）

に係るものに限ります。）は、次に掲げる接続契約者回線等と接続して提供

します。 
 

区     分 内        容 

他社接続契約者

回線に係るもの 

ＳＴＭアクセス 別記５の(1)に掲げる協定事業者の契約約款及

び料金表に規定する高速ディジタル伝送サービ

ス 

 イーサネットア

クセス 

別記５の(2)に掲げる協定事業者の提供する電

気通信サービス（備考１に掲げるものに限りま

す。） 

備考 

１ アクセスタイプ１に係る接続契約者回線等の品目は、当社又は別記５の(1)

及び(2)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表に規定するもののうち、次の

とおりとします。 

(1) 他社接続契約者回線に係るもの 

ア ＳＴＭアクセス 

高速品目とします。この場合、アクセスタイプ１の品目は、他社接続契

約者回線の品目と同一のものとします。 

イ イーサネットアクセス 

 他社接続契約者回線 
対応するＶＰＮサービス 

 

 協定事業者 電気通信サービス  

 北海道総合通

信網株式会社 

第１種イーサネット通信網サービス

（6Mb/sから１Mb/sごと10Mb/s品目

のものに限ります。）及び第２種イー

サネット通信網サービス（１Mb/sか

ら１Mb/sごとに5Mb/sまでの品目の

ものに限ります。） 

10Mb/s品目のもの  
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  第１種イーサネット通信網サービス

（10Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/s

までの品目のものに限ります。） 

100Mb/s品目のもの  

 株式会社トー

クネット 

第１種高速イーサネット網サービス

（接続契約回線に係るものであっ

て、0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/s

ごとに10Mb/sまでの品目のものに限

ります。） 

10Mb/s品目のもの  

  第１種高速イーサネット網サービス

（接続契約回線に係るものであっ

て、10Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/s

までの品目のものに限ります。） 

100Mb/s品目のもの  

 ＫＤＤＩ株式

会社 

第１類パワードイーサネットサービ

ス（0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/s

ごとに10Mb/sまでの品目のものに限

ります。） 

10Mb/s品目のもの  

  第１類パワードイーサネットサービ

ス（20Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/s

までの品目のものに限ります。） 

100Mb/s品目のもの  

  第１類パワードイーサネットサービ

ス （ 200Mb/s か ら 100Mb/s ご と に

1000Mb/sまでの品目のものに限りま

す。） 

1000Mb/s品目のもの  

 中部テレコミ

ュニケーショ

ン株式会社 

第Ⅲ種イーサネット網サービス（第

１種他社アクセス回線に係るもので

あって 0.5Mb/s及び１ Mb/sから１

Mb/sごとに10Mb/sまでの品目のもの

に限ります。） 

10Mb/s品目のもの  

  第Ⅲ種イーサネット網サービス（第

１種他社アクセス回線に係るもので

あって、20Mb/sから10Mb/sごとに

100Mb/sまでの品目のものに限りま

す。） 

100Mb/s品目のもの  

  第Ⅲ種イーサネット網サービス（第

１種他社アクセス回線に係るもので

あって、100Mb/sから100Mb/sごとに

１Gb/sまでの品目のものに限りま

す。） 

1000Mb/s品目のもの  

 北陸通信ネッ

トワーク株式

会社 

イーサネット通信網サービス（接続

契 約 回 線 に 係 る も の で あ っ て

0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごと

に10Mb/sまでの品目のものに限りま

す。） 

10Mb/s品目のもの  

  イーサネット通信網サービス（接続

契約回線に係るものであって、

100Mb/s品目のもの  
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20Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/sま

での品目のものに限ります。） 

 株式会社オプ

テージ 

高速イーサネット専用サービス

（0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sご

とに10Mb/sまでの品目のものに限り

ます。） 

10Mb/s品目のもの  

  高速イーサネット専用サービス

（20Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/s

までの品目のものに限ります。） 

100Mb/s品目のもの  

  高速イーサネット専用サービス

（1Gb/s品目のものに限ります。） 

1000Mb/s品目のもの  

 株式会社エネ

コム 

イーサネット通信網サービス（アク

セス回線Ｂ又はアクセス回線Ｃ

（0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sご

とに10Mb/sまでの品目のものに限り

ます。）に係るものに限ります。） 

10Mb/s品目のもの  

  イーサネット通信網サービス（アク

セス回線Ｂ又はアクセス回線Ｃ

（10Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/s

までの品目のものに限ります。）に係

るものに限ります。） 

100Mb/s品目のもの  

 株式会社ＳＴ

Ｎｅｔ 

高速イーサネット網接続サービス

（0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sご

とに10Mb/sまでの品目のものに限り

ます。） 

10Mb/s品目のもの  

  高速イーサネット網接続サービス

（20Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/s

までの品目のものに限ります。） 

100Mb/s品目のもの  

 株 式 会 社

QTnet 

高速イーサーネット専用サービス

（0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sご

とに10Mb/sまでの品目のものに限り

ます。） 

10Mb/s品目のもの  

  高速イーサーネット専用サービス

（20Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/s

までの品目のものに限ります。） 

100Mb/s品目のもの  

 ＯＴＮｅｔ株

式会社 

高速イーサネット専用サービス

（1Mb/sから1Mb/sごとに5Mb/sまで

及び10Mb/s品目のものに限ります。） 

10Mb/s品目のもの  

  高速イーサネット専用サービス

（20Mb/sから10Mb/sごとに50Mb/sま

で及び100Mb/s品目のものに限りま

す。） 

100Mb/s品目のもの  

 備考 アクセスタイプ１のアクセス速度は、当社が別に定める場合を除き、他

社接続契約者回線の品目と同一のものとします。 
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 （注）この備考に規定する当社が別に定める場合は、他社接続契約者回線に

係る電気通信サービスが株式会社オプテージの高速イーサネット専用サ

ービス（1Gb/s品目のものに限ります。）の場合又はＯＴＮｅｔ株式会社

の高速イーサネット専用サービス（100Mb/s品目のものに限ります。）の

場合であって、アクセスタイプ１のアクセス速度を60Mb/sから10Mb/sご

とに90Mb/sまでのいずれかとするときとします。 

 

２ アクセスタイプ１に係る接続契約者回線等の契約の種別は、アクセスタイプ

１の契約の種別と同一のものとします。 

３ 別記５の(2)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表において、接続可能な

他社接続契約者回線に係る契約の種別及び通信又は保守の態様による細目につ

いて別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

４ 当社は、アクセスタイプ１に係るＶＰＮ契約者にアクセス回線共用を提供し

ます。この場合において、同一のアクセス回線共用を行う他の電気通信サービ

スの契約約款及び料金表にその他社接続共用回線の通信又は保守の態様による

細目について別段の定めがあるときは、その定めるところによります。 

５ １の規定にかかわらず、アクセス回線共用（他社接続契約者回線（ＳＴＭア

クセスに係るものに限ります。）に係るものに限ります。）を行う場合の他社接

続共用回線の品目は、アクセスタイプ１の品目にかかわらず別記５の(1)に掲げ

る協定事業者の契約約款及び料金表に規定するもののうち、高速品目（64kb/s

品目のものを除きます。）とします。 

６ ２の規定にかかわらず、アクセス回線共用を行う場合の他社接続共用回線の

契約の種別は、契約の種別があるものについては臨時（それに相当するものを

含みます。）以外のものとします。 

７ １の規定にかかわらず、アクセス回線共用回線群の品目に係る符号伝送速度

の合計値は、他社接続共用回線の品目に係る符号伝送速度以下とします。 

８ アクセス回線共用（他社接続契約者回線に係るものに限ります。）を行う場合

において、第53条（基本料金の支払義務）第２項第３号の表の１欄及び第64条

（責任の制限）第３項に規定する時間については、他社接続共用回線の部分の

料金について、その通信又は保守の態様に応じ、別記５の(1)に掲げる協定事業

者の契約約款及び料金表の規定により適用します。 

９ 当社は、他社接続契約者回線が次に掲げるものに該当する場合はＶＰＮ契約

を締結しません。 

(1) ＳＴＭアクセス（他社接続契約者回線が、別記５の(1)に掲げる協定事業

者の契約約款及び料金表に規定する多重アクセスを利用するものに限りま

す。）に係るもの 

(2) ＳＴＭアクセス（他社接続契約者回線が、別記５の(1)に掲げる協定事業

者の契約約款及び料金表に規定する64kb/s品目のものであって48kbit/sの符

号伝送が可能なものであって契約の区分がプラン１のものに限ります。）に係

るもの 

10 ９に規定するほか、当社は、接続契約者回線等がＳＴＭアクセスに係るもの

となる場合に限り臨時ＶＰＮ契約を締結します。 
 

(イ) アクセスタイプ５に係るもの 

  アクセスタイプ５には、次の品目があります。 
 

品  目 内       容 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s 10Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

100Mb/s 100Mbit/sの符号伝送が可能なもの 
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1000Mb/s 1000Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

備考 

１ イーサネットアクセスには、次のアクセス速度の区分があります。 

 品  目 アクセス速度の区分 内      容  

 10Mb/s 10Mb/s 10Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

 100Mb/s 100Mb/s 100Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

 1000Mb/s 100Mb/s 100Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  200Mb/s 200Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  300Mb/s 300Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  400Mb/s 400Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  500Mb/s 500Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  600Mb/s 600Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  700Mb/s 700Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  800Mb/s 800Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  900Mb/s 900Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

  1000Mb/s 1000Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの  

２ 当社は、アクセスタイプ５に係るものについては、臨時ＶＰＮ契約を締結し

ません。 
 

(ウ) 削除 
 

ウ ＶＰＮサービスの通信又は保守の態様による細目 

 ＶＰＮサービスには、次の通信又は保守の態様による細目があります。 

(ア) アクセスタイプ１に係るもの 

Ａ 通信の相手先 

 ＶＰＮ契約者は、通信モードごとに次表に掲げる通信の相手先との通信を

行うことを受けることができます。 
 

通信モード 通信の相手先 

データモード その所属ＶＰＮグループを構成するＶＰＮグループ回線（デー

タモードに係るもの（通信の相手先がＶＰＮサービス以外のも

のとなる場合は、それに相当するものとします。）に限ります。） 

  ただし、料金表第１表に別段の定めがある場合はこの限りで

はありません。 

備考 

１ 本欄に規定するほか、ＶＰＮ契約者は、当社のＩＰ通信網サービス契約約款

に定める第３種シェアードＩＰ－ＰＢＸサービスに係る電気通信設備との間で

通信を行うことができます。 

２ ＶＰＮ契約者は、１のＶＰＮサービスによりデータモードによる通信及び備

考１による通信を同時に行うことができます。 
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Ｂ ポート速度に係る細目 
 

細  目 内     容 

0.5Mb/s 0.5Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

１Mb/s １Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

２Mb/s ２Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

３Mb/s ３Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

４Mb/s ４Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

５Mb/s ５Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

６Mb/s ６Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

７Mb/s ７Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

８Mb/s ８Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

９Mb/s ９Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

10Mb/s 10Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

20Mb/s 20Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

30Mb/s 30Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

40Mb/s 40Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

50Mb/s 50Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

60Mb/s 60Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

70Mb/s 70Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

80Mb/s 80Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

90Mb/s 90Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

100Mb/s 100Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

200Mb/s 200Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

300Mb/s 300Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

400Mb/s 400Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

500Mb/s 500Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

600Mb/s 600Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

700Mb/s 700Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

800Mb/s 800Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

900Mb/s 900Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

1000Mb/s 1000Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

備考 

１ 当社は、イーサネットアクセスについてポート速度に係る細目を定めます。 
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２ ポート速度に係る細目は、イーサネットアクセスの品目ごとに次のとおりと

します。この場合において、ＶＰＮ契約者は、ポート速度に係る符号伝送速度

を超える通信を行うことができません。 

(1) 10Mb/s品目に係るもの 

  0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごとに10Mb/sまでのものとします。この場合

において、イーサネットアクセス（第１種サービスに係るものに限ります。）

のポート速度に係る細目とアクセス速度は同一のものとします。 

(2) 100Mb/s品目に係るもの 

  10Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/sまでのものとします。この場合において、

イーサネットアクセス（第１種サービス（当社が別に定めるものを除きます。）

に係るものに限ります。）のポート速度に係る細目とアクセス速度は同一のも

のとします。 

(3) 1000Mb/s品目に係るもの 

  100Mb/sから100Mb/sごとに1000Mb/sまでのものとします。 

（注）本欄２の(2)に規定する当社が別に定める第１種サービスは、他社接続契約

者回線（別記５の(2)に掲げる協定事業者に係るものに限ります。）に係る第

１種サービスとします。 
 

Ｃ １芯式と２芯式の区別 
 

区 別 内     容 

１芯式 端末回線（契約者回線又は加入者回線と回線終端装置又は端末設

備とを接続するための線条（端末設備においては、屋内配線とし

ます。）をいいます。以下同じとします。）が１芯のもの 

２芯式 端末回線が２芯のもの 

備考 

１ 当社は、１芯式と２芯式の区別をＡＴＭアクセスに係るＶＰＮ契約者に限り

提供します。 

２ 当社は、45Mb/s及び135Mb/s品目に係るＶＰＮサービスについては２芯式を、

その他の品目に係るＶＰＮサービスについては１芯式又は２芯式を、提供しま

す。 

  ただし、１芯式（ＡＴＭアクセスに係るものに限ります。）において、その回

線終端装置の端末側インタフェースごとに接続可能なＶＰＮサービスの品目

は、当社が別に定めるところによります。 

３ 当社は、１芯式の終端の場所に当社の回線終端装置を設置します。 

（注）本欄２に規定する当社が別に定める接続可能なＶＰＮサービスの品目は、回

線終端装置の端末側インタフェースごとに、次のとおりとします。 

 端末側インタフェース 品 目  

 メタリックケーブル 0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごとに

24Mb/sまでの品目 

 

 同軸ケーブル 0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごとに

40Mb/sまでの品目 

 

 光ケーブル 0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごとに

44Mb/sまでの品目 
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Ｄ 加入者回線等インタフェースの区別 
 

区 別 内     容 

10BASE-T 10Mb/s品目のものであって、加入者回線等（加入者回線又は契約

者回線（当社が別に定めるＩＰ伝送サービス取扱所内を終端とす

るものに限ります。）に係るものをいいます。以下この欄において

同じとします。）の終端に係るインタフェースが10BASE-Tのもの 

（注）本欄に規定する当社が別に定めるＩＰ伝送サービス取扱所

は、ＶＰＮ契約の申込みをする者及びＶＰＮ契約者に開示し

ます。 

100BASE-TX 100Mb/s品目のものであって、加入者回線等の終端に係るインタフ

ェースが100BASE-TXのもの 

1000BASE-SX 1000Mb/s品目のものであって、加入者回線等の終端に係るインタ

フェースが1000BASE-SXのもの 

1000BASE-LX 1000Mb/s品目のものであって、加入者回線等の終端に係るインタ

フェースが1000BASE-LXのもの 

備考 

１ 当社は、加入者回線等インタフェースの区別を、イーサネットアクセス（加

入者回線等に係るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約者に限り提供します。 

２ 当社は、加入者回線等（イーサネットアクセスに係るものに限ります。）の終

端の場所に当社のインタフェースケーブルを設置します。 
 
 

Ｅ ＶＰＮノード装置等の収容パターンに係る区別 
 

区 別 内     容 

収容パターン１ 当社が指定するＩＰ伝送サービス取扱所に設置されたＶＰＮノー

ド装置に契約者回線等を収容するもの 

収容パターン２ 当社が指定するＩＰ伝送サービス取扱所以外のＩＰ伝送サービ

ス取扱所に設置されたＶＰＮノード装置に契約者回線等を収容

するもの 

備考 

１ 当社は、ＶＰＮノード装置等の収容パターンに係る区別を、イーサネットア

クセス（他社接続契約者回線（当社が別に定める協定事業者に係るものに限り

ます。）及び加入者回線（登録タイプ２に係るもの及び当社が別に定める当社の

契約約款及び料金表に規定する電気通信サービスに係るものを除きます。以下

この欄において同じとします。）に係るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約者

に限り提供します。 

２ 備考１の規定にかかわらず、イーサネットアクセス（他社接続契約者回線（当

社が別に定める協定事業者に係るものに限ります。）に係るものに限ります。）

については、収容パターン１に限り提供します。 

３ 当社は、収容パターン１を利用するＶＰＮ契約者に限り、収容パターン２を

提供します。 

４ 備考３に規定するほか、収容パターン２に係る契約者回線等の終端の場所が、

収容パターン１に係る契約者回線等の終端の場所と同一である場合に限り、収

容パターン２を提供します。 
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５ ＶＰＮ契約者（収容パターン２に係る者に限ります。）は、収容パターン１に

係るＶＰＮ契約の数を超えて、収容パターン２に係るＶＰＮ契約の申込みをす

ることはできません。 

（注１）備考１に規定する当社が別に定める協定事業者は、ＫＤＤＩ株式会社及

び株式会社オプテージとします。 

（注２）備考１に規定する当社が別に定める当社の契約約款及び料金表に規定す

る電気通信サービスは、Universal Oneサービス契約約款（第３編）に規定す

るＶＰＮサービスとします。 

（注３）備考２に規定する当社が別に定める協定事業者は、株式会社オプテージ

とします。 
 

Ｆ 利用できる通信プロトコルの細目 
 

細  目 内  容 

ＩＰｖ４プロトコ

ル 

ＩＰｖ４プロトコルによる通信を行うもの 

 

Ｇ 登録アドレスによる区別 
 

区  別 内  容 

登録タイプ１ ＶＰＮノード装置に登録可能なＶＰＮ契約者に係るネットワー

クアドレスが１以上のものであって登録タイプ２以外のもの 

登録タイプ２ ＶＰＮノード装置に登録可能なＶＰＮ契約者に係るネットワー

クアドレスが１のもの 

備考 

１ 当社は、登録アドレスによる区別を、イーサネットアクセス（加入者回線に

係るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約者に限り提供します。 

２ 備考１の規定にかかわらず、当社は、登録タイプ２については、10Mb/s品目

に限り提供します。 
 

(イ) アクセスタイプ５に係るもの 

Ａ 通信可能な区域による細目 
 

細  目 内     容 

プラン１ そのアクセスタイプ５に係る網終端装置（ＩＰ伝送網と当社が

別に定める協定事業者の契約約款及び料金表に規定するＩＰ通

信網との間の通信を介するために当社が設置する電気通信設備

をいいます。）が設置されている場所と同一の都道府県内のみに

おいて、ＩＰ伝送網と当社が別に定める協定事業者の契約約款

及び料金表に規定するＩＰ通信網との間の伝送交換が可能なも

の 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める協定事業者の契約約款

は、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

のＩＰ通信網サービス契約約款とします。 

プラン２ プラン１以外のもの 
 

Ｂ 通信の相手先 

 ＶＰＮ契約者は、通信モードごとに次表に掲げる通信の相手先との通信を
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行うこと及び利用回線からの着信を受けることができます。 
 

通信モード 通信の相手先 

データモード その所属ＶＰＮグループを構成するＶＰＮグループ回線（デー

タモードに係るもの（通信の相手先がＶＰＮサービス以外のも

のとなる場合は、それに相当するものとします。）に限ります。） 

 ただし、料金表第１表に別段の定めがある場合はこの限りで

はありません。 

備考 

１ 本欄に規定するほか、ＶＰＮ契約者は、当社のＩＰ通信網サービス契約約款

に定める第３種シェアードＩＰ－ＰＢＸサービスに係る電気通信設備との間で

通信を行うことができます。 

２ ＶＰＮ契約者は、１のＶＰＮサービスによりデータモードによる通信及び備

考１による通信を同時に行うことができます。 
 

Ｃ ポート速度に係る細目 
 

細  目 内     容 

１Mb/s １Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

２Mb/s ２Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

３Mb/s ３Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

４Mb/s ４Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

５Mb/s ５Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

６Mb/s ６Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

７Mb/s ７Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

８Mb/s ８Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

９Mb/s ９Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

10Mb/s 10Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

20Mb/s 20Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

30Mb/s 30Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

40Mb/s 40Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

50Mb/s 50Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

60Mb/s 60Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

70Mb/s 70Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

80Mb/s 80Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

90Mb/s 90Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

100Mb/s 100Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

200Mb/s 200Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

300Mb/s 300Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 
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400Mb/s 400Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

500Mb/s 500Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

600Mb/s 600Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

700Mb/s 700Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

800Mb/s 800Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

900Mb/s 900Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

1000Mb/s 1000Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

備考 

１ 当社は、イーサネットアクセスについてポート速度に係る細目を定めます。 

２ ポート速度に係る細目は、イーサネットアクセスの品目ごとに次のとおりと

します。この場合において、ＶＰＮ契約者は、ポート速度に係る符号伝送速度

を超える通信を行うことができません。 

(1) 10Mb/s品目に係るもの 

１Mb/sから１Mb/sごとに10Mb/sまでのものとします。 

(2) 100Mb/s品目に係るもの 

10Mb/sから10Mb/sごとに100Mb/sまでのものとします。 

(3) 1000Mb/s品目に係るもの 

100Mb/sから100Mb/sごとに1000Mb/sまでのものとします。この場合におい

て、イーサネットアクセスのポート速度に係る細目とアクセス速度は同一の

ものとします。 
 

Ｄ 通信可能な相手先による細目 
 

細  目 内     容 

タイプ２ ＩＰ伝送網と当社が別に定める協定事業者の契約約款及び料金

表に規定するＩＰ通信網との間をイーサネット方式により符

号、音響又は影像の伝送交換を行うもの 

 （注）本欄に規定する当社が別に定めるＩＰ通信網は、東日本

電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社のＩＰ通信

網サービス契約約款に規定するＩＰ通信網（メニュー１、

メニュー４及びメニュー５（100Mb/s又は200Mb/sの品目に

限ります。）に係るものに限ります。）とします。 
 

(ウ) アクセスタイプ７に係るもの 

Ａ 通信の種類 
 

通信の種類 内   容 

コース３ Universal Oneサービス契約約款（第１編）に規定するUniversal 

Oneサービスと接続するもの 

備考 

１ ＶＰＮ契約者は、通信モードごとに次表に掲げる通信の相手先との通信を行

うことができます。 

 通信モード 通信の相手先  
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 データモード その所属ＶＰＮグループを構成するＶＰＮグ

ループ回線（データモードに係るもの（通信

の相手先がＶＰＮサービス以外のものとなる

場合は、それに相当するものとします。）に限

ります。） 

 

  ただし、料金表第１表に別段の定めがある

場合はこの限りではありません。 

 

２ ＶＰＮ契約者は、通信の種類の変更は、行うことができません。 
 

Ｂ 削除 

Ｃ 削除 

Ｄ 削除 
 

(2) 国際ＶＰＮサービス 

ア 国際ＶＰＮサービスの区分 

 国際ＶＰＮサービスには、次の区分があります。 
 

区  分 内          容 

アクセスタイプ１ アクセスタイプ２及び３以外のもの。 

アクセスタイプ２ サービス接続点と国際ＶＰＮノード装置（国際ＶＰＮサービス

を提供するために当社が設置する装置とします。以下同じとし

ます。）との間をインターネットプロトコルにより符号又は影像

の伝送交換を行うもの 

アクセスタイプ３ ＶＰＮサービスを利用するもの 

備考 

１ 当社は、ＶＰＮグループ代表者に限り、アクセスタイプ３を提供します。 

２ アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに限ります。）には、次の区分があります。 

 区  分 内        容  

 通常クラス 回線収容部と国際ＶＰＮノード装置との間を専用サ

ービス契約約款に規定するエコノミークラス及びシ

ンプルクラス以外のものに相当する電気通信設備を

使用して提供するもの 

 

 シンプルクラス 回線収容部と国際ＶＰＮノード装置との間を専用サ

ービス契約約款に規定するシンプルクラスに相当す

る電気通信設備を使用して提供するもの 

 

３ 国際ＶＰＮ契約者は、その所属国際ＶＰＮグループを構成する契約者回線等

から外国側契約者回線への通信又は外国側契約者回線から契約者回線等への通

信に限り行うことができます。 
 

イ 国際ＶＰＮサービスの品目 

(ア) アクセスタイプ１に係るもの 

Ａ アクセスタイプ１には、次の品目があります。 
 

品     目 内        容 

ＳＴＭアクセス 64kb/s 64kbit/sの符号伝送が可能なもの 
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 128kb/s 128kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 192kb/s 192kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 256kb/s 256kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 384kb/s 384kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 512kb/s 512kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 768kb/s 768kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 １Mb/s 1.152Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 1.5Mb/s 1.536Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 ３Mb/s 3.072Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 4.5Mb/s 4.608Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 ６Mb/s 6.144Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

ＡＴＭアクセス 0.5Mb/s及び１

Mb/sから１Mb/s

ごとに 135Mb/s

までの品目 

料金表別表に規定する伝送速度の符号伝送が可

能なもの 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s 10Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

備考 

１ 当社は、ＳＴＭアクセス及びＡＴＭアクセスは第１種サービスに限り提供し

ます。 

２ 当社は、イーサネットアクセスは第２種サービスに限り提供します。 
 

Ｂ アクセスタイプ１（第１種サービスに係るものに限ります。）は、次に掲

げる他社接続契約者回線と接続して提供します。 
 

区     分 内        容 

ＳＴＭアクセス 別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者（当社

が別に定める協定事業者を除きます。）の契約約

款及び料金表に規定する高速ディジタル伝送サ

ービス 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める協定事

業者は、Ｃｏｌｔテクノロジーサービス株

式会社とします。 

ＡＴＭアクセス 別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者（当社

が別に定める協定事業者を除きます。）の契約約

款及び料金表に規定するＡＴＭ専用サービス 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める協定事

業者は、Ｃｏｌｔテクノロジーサービス株

式会社とします。 

備考 

１ アクセスタイプ１に係る接続契約者回線等の品目は、別記５の(1)及び(2)に

掲げる協定事業者の契約約款及び料金表に規定するもののうち、次のとおりと
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します。 

(1) ＳＴＭアクセス 

高速品目とします。この場合、アクセスタイプ１の品目は、他社接続契約

者回線の品目と同一のものとします。 

(2) ＡＴＭアクセス 

0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごとに135Mb/s までの品目のものとします。

この場合、アクセスタイプ１の品目は、他社接続契約者回線の品目と同一の

ものとします。 

２ アクセスタイプ１に係る接続契約者回線等の契約の種別は、臨時専用契約以

外のものとします。 

３ 別記５の(2)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表において、接続可能な

他社接続契約者回線に係る契約の種別及び通信又は保守の態様による細目につ

いて別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

４ アクセス回線共用を行う場合において、同一のアクセス回線共用を行う他の

電気通信サービスの契約約款及び料金表にその他社接続共用回線の通信又は保

守の態様による細目について別段の定めがあるときは、その定めるところによ

ります。 

５ １の規定にかかわらず、アクセス回線共用（ＳＴＭアクセスに限ります。）を

行う場合の他社接続共用回線の品目は、アクセスタイプ１の品目にかかわらず

別記５の(1)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表に規定する高速品目

（64kb/s品目のものを除きます。）とします。 

６ １及び５の規定において、アクセス回線共用回線群の品目に係る符号伝送速

度の合計値は、他社接続共用回線の品目に係る符号伝送速度以下とします。 

７ アクセス回線共用を行う場合において、第53条（基本料金の支払義務）第２

項第３号の表の１欄及び第64条（責任の制限）第３項に規定する時間について

は、他社接続共用回線の部分の料金について、その通信又は保守の態様に応じ、

別記５の(1)又は(2)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表の規定により適

用します。 

８ 当社は、他社接続契約者回線が次に掲げるものに該当する場合は国際ＶＰＮ

契約を締結しません。 

(1) ＳＴＭアクセス（他社接続契約者回線が、別記５の(1)又は(2)に掲げる協

定事業者の契約約款及び料金表に規定する多重アクセスを利用するものに限

ります。）に係るもの 

(2) ＳＴＭアクセス（他社接続契約者回線が、別記５の(1)に掲げる協定事業

者の契約約款及び料金表に規定する64kb/s品目のものであって48kbit/sの符

号伝送が可能なもの、1.5Mb/s品目のもの（サービスクラスによる区別がエコ

ノミークラスとなるものに限ります。）であって契約の区分がプラン１のもの

又は６Mb/s品目のもの（サービスクラスによる区別がエコノミークラスとな

るものに限ります。）に限ります。）に係るもの 

(3) ＳＴＭアクセス（他社接続契約者回線が、別記５の(2)に掲げる協定事業

者の契約約款及び料金表に規定する64kb/s及び128kb/s品目のものに限りま

す。）に係るもの 

(4) ＳＴＭアクセス（他社接続契約者回線が、別記５の(2)に掲げる協定事業者

の契約約款及び料金表に規定するサービスクラスによる区別がシンプルクラ

スとなるものに限ります。）に係るもの 

(5) ＡＴＭアクセス（他社接続契約者回線が、別記５の(1)に掲げる協定事業者

の契約約款及び料金表に規定するサービスクラスによる区別がセカンドクラ

スとなるものに限ります。）に係るもの 
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(イ) アクセスタイプ２に係るもの 

Ａ アクセスタイプ２には、次の品目があります。 
 

品     目 内        容 

インターネット

アクセス 

64kb/s 64kbit/sの符号伝送が可能なもの 

128kb/s 128kbit/sの符号伝送が可能なもの 

192kb/s 192kbit/sの符号伝送が可能なもの 

256kb/s 256kbit/sの符号伝送が可能なもの 

384kb/s 384kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 512kb/s 512kbit/sの符号伝送が可能なもの 

 768kb/s 768kbit/sの符号伝送が可能なもの 

１Mb/s 1.152Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 1.5Mb/s 1.536Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 ３Mb/s 3.072Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 4.5Mb/s 4.608Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 ６Mb/s 6.144Mbit/sの符号伝送が可能なもの 

 0.5Mb/s及び１

Mb/sから１Mb/s

ごとに10Mb/sま

での品目 

料金表別表に規定する伝送速度の符号伝送が可

能なもの 

 

Ｂ アクセスタイプ２は、次に掲げる電気通信サービスに係る接続契約者回線

と接続して提供します。 
 

区     分 内        容 

インターネットアクセス 別記６に定める電気通信サービス 
 

(ウ) アクセスタイプ３に係るもの 

  アクセスタイプ３には、次の品目があります。 
 

品     目 内         容 

0.5Mb/s 0.5Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

１Mb/s １Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

２Mb/s ２Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

３Mb/s ３Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

４Mb/s ４Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

５Mb/s ５Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

６Mb/s ６Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

７Mb/s ７Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

８Mb/s ８Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 
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９Mb/s ９Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

10Mb/s 10Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

20Mb/s 20Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

30Mb/s 30Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

40Mb/s 40Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

50Mb/s 50Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

60Mb/s 60Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

70Mb/s 70Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

80Mb/s 80Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

90Mb/s 90Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

100Mb/s 100Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

200Mb/s 200Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

300Mb/s 300Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

400Mb/s 400Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

500Mb/s 500Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

600Mb/s 600Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

700Mb/s 700Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

800Mb/s 800Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

900Mb/s 900Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

1000Mb/s 1000Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 
 
 

ウ 国際ＶＰＮサービスの通信又は保守の態様による細目 

  ポート速度に係る細目 
 

品     目 内         容 

128kb/s 128kbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

256kb/s 256kbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

512kb/s 512kbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

１Mb/s １Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

1.5Mb/s 1.5Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

２Mb/s ２Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

３Mb/s ３Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

４Mb/s ４Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

５Mb/s ５Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

６Mb/s ６Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 
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７Mb/s ７Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

８Mb/s ８Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

９Mb/s ９Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

10Mb/s 10Mbit/sまでの符号伝送が可能なもの 

備考 

 当社は、イーサネットアクセスについてポート速度に係る細目を定めます。こ

の場合において、国際ＶＰＮ契約者は、ポート速度に係る符号伝送速度を超える

通信を行うことができません。 
 

 

19 削除 

（長期利用割引） 

20 長期利用に係る料金の割引の適用については次のとおりとします。 

(1) 当社は、ＩＰ伝送契約者（臨時ＶＰＮ契約者、アクセスタイプ５及びアクセス

タイプ７に係るＶＰＮ契約者を除きます。以下この通則20において同じとします。）

から、そのＩＰ伝送契約について、次表に規定する期間の継続利用（以下「長期利

用」といいます。）の申出があった場合には、国際ＶＰＮ契約者についてはその期

間（以下「長期利用期間」といいます。）、ＶＰＮ契約者（アクセスタイプ１に係る

者に限ります。）については長期利用期間及びその満了後において、料金表第１表

（料金）に規定する回線使用料（基本料を除きます。以下この通則20において同じ

とします。）の額（料金表第１表第１（基本料金）の１－１（適用）の(1)から(5)

欄までの適用又は料金表第１表第１の２－１（適用）の(1)から(5)欄までの適用に

よる場合は、適用した後の額とします。）及び定額通信料金の額（料金表第１表第

２（通信料金）の１－１（適用）の(1)から(2)欄の適用による場合又は料金表第１

表第２の２－１（適用）の適用による場合は、適用した後の額とします。）から同

表に規定する額の割引（以下「長期利用割引」といいます。）を行います。この場

合、長期利用割引の種類は、あらかじめいずれか１つを選択していただきます。 

  ア ＶＰＮ契約に係るもの 
 

割引額 

（月額） 

回線使用料及び定額通信料金に次表に規定する割引率を乗じて得た額の

合計額 

  長期利用割引の種類 長期利用期間 割 引 率  

  (ア) ３年利用型 ３年間 回線使用料 ７％  

    定額通信料金 10％  

  (イ) ６年利用型 ６年間 回線使用料 11％  

    定額通信料金 11％  
  

 

イ 国際ＶＰＮ契約に係るもの 
 

割引額 

（月額） 

回線使用料及び定額通信料金に次表に規定する割引率を乗じて得た額の

合計額 

  長期利用割引の種類 長期利用期間 割 引 率  

  (ア) ２年利用型 ２年間 ５％  



56 

  (イ) ３年利用型 ３年間 10％  

  (ウ) ４年利用型 ４年間 15％  

  (エ) ５年利用型 ５年間 20％  

  
 

(2) 当社は、長期利用の申出を当社が承諾した日（ＩＰ伝送契約の申込みと同時に

長期利用の申出があった場合においては、そのＩＰ伝送サービス（臨時ＶＰＮ契約

に係るものを除きます。以下この通則20において同じとします。）の提供を開始し

た日）を起算開始日として、長期利用割引を適用します。 

(3) 長期利用期間には、ＩＰ伝送サービスの利用の一時中断及び利用停止があった

期間を含むものとします。 

(4) 当社は、長期利用に係るＩＰ伝送契約の解除があった場合又は長期利用期間の

満了後において長期利用割引の適用を受けているＶＰＮ契約のＶＰＮサービスの

区分の変更があった場合には、長期利用割引を廃止します。 

(5) (4)に規定するほか、当社は、長期利用に係るＩＰ伝送契約者から申出があった

ときは、長期利用割引を廃止します。 

(6) 当社は、長期利用に係る国際ＶＰＮ契約者が長期利用期間の満了後も長期利用

割引を継続しようとするときは、長期利用期間の満了日の10日前までに、新たに長

期利用を当社に申し出ていただきます。 

(7) 長期利用割引の種類の変更については、次のとおりとします。 

ア 長期利用期間の中途における変更 

変更後の種類に係る長期利用期間が変更前の種類に係る長期利用期間よりも

長くなる場合に限り行うことができます。 

イ 長期利用期間の満了後における変更 

変更を行うことができません。 

(8) (7)の規定により長期利用割引の種類を変更した場合は、変更後の種類に係る長

期利用割引については、その種類の変更を当社が承諾した日から適用します。この

場合、変更後の種類に係る長期利用期間の満了日は、変更前の種類に係る長期利用

割引の適用を開始した日を起算開始日として算出します。 

(9) (1)から(8)の規定において、当社は、回線使用料及び定額通信料金を通則３か

ら７までの規定に準じて取り扱います。 

(10) 当社は、長期利用期間の満了前にＩＰ伝送契約の解除、接続事業者変更又は区

分、品目若しくは通信又は保守の態様による細目の変更、他社接続契約者回線に係

る種類、品目、終端の場所、サービスクラスによる区別、保守の区別若しくは１芯

式と２芯式の区別の変更又は通信モード若しくは通信の態様による細目の廃止（以

下この通則20において「細目の廃止等」といいます。）によりそのＩＰ伝送契約に

係る回線使用料及び定額通信料金の合計額（以下「長期利用適用料金」といいます。）

が減少した場合又は長期利用割引の廃止があった場合には、それぞれ次表に規定す

る額（以下この通則20において「長期利用違約金」といいます。）を当社が定める

期日までに一括してＩＰ伝送契約者から支払っていただきます。 
 

区   分 長 期 利 用 違 約 金 

Ｖ
Ｐ
Ｎ
契
約
に
係
る
も

(ア) 長期利用適

用料金が減少し

た場合 

残余の期間に対応する長期利用適用料金に長期利用割引を

適用した額の差額（減少前の長期利用適用料金に長期利用

割引を適用した額から減少後の長期利用適用料金に長期利

用割引を適用した額を控除して得た額をいいます。）に0.35

を乗じて得た額 

(イ) 長期利用割 残余の期間に対応する廃止前の長期利用適用料金に長期利
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の 引の廃止があっ

た場合（(ア)の

適用による場合

を除きます。） 

用割引を適用した額に0.35を乗じて得た額 

国
際
Ｖ
Ｐ
Ｎ
契
約
に
係
る
も
の 

(ア) 長期利用適

用料金が減少し

た場合 

残余の期間に対応する長期利用適用料金に長期利用割引を

適用した額の差額（減少前の長期利用適用料金に長期利用

割引を適用した額から減少後の長期利用適用料金に長期利

用割引を適用した額を控除して得た額をいいます。）に0.5

を乗じて得た額 

(イ) 長期利用割

引の廃止があっ

た場合（(ア)の

適用による場合

を除きます。） 

残余の期間に対応する廃止前の長期利用適用料金に長期利

用割引を適用した額に0.5を乗じて得た額 

 

(11) (10)の規定にかかわらず、料金表第１表第１の１－１の(5)欄、料金表第１表

第１の２－１の(5)欄、料金表第１表第２の１－１の(2)欄又は料金表第１表第２の

２－１の(2)欄に規定する最低利用期間内にＩＰ伝送契約の解除又は細目の廃止等

があった場合の支払いを要する額の適用については、次のとおりとします。 

ア ＩＰ伝送契約の解除があった場合 

 長期利用違約金と料金表第１表第１の１－１の(5)及び料金表第１表第２の１

－１の(3)又は料金表第１表第１の２－１の(5)及び料金表第１表第２の２－１

の(2)の規定（以下この通則20において「最低利用期間に係る規定」といいます。）

により支払いを要する額の合計額とを比較し、高額となる方のみを適用します。 

イ 細目の廃止等があった場合（ウ又はエの規定によるものを除きます。） 

 長期利用違約金と最低利用期間に係る規定により支払いを要する額の合計額

とを比較し、高額となる方のみを適用します。 

ウ 長期利用割引の廃止（ＩＰ伝送契約の解除に伴うものを除きます。）と同時に

接続事業者変更があった場合（エの規定によるものを除きます。） 

 長期利用違約金と最低利用期間に係る規定により支払いを要する額とを比較

し、高額となる方のみを適用します。 

（高額利用割引） 

21 高額利用に係る料金の割引の適用については次のとおりとします。 

(1) 当社は、次の場合には、次表に規定する額の割引（以下この通則21において「高

額利用割引」といいます。）を行います。 

 ただし、料金表別表３の規定により割引を適用される場合についてはこの限りで

ありません。 

ア ＩＰ伝送契約（臨時ＶＰＮ契約、アクセスタイプ５及びアクセスタイプ７（コ

ース３に係るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約を除きます。以下この通則21

において同じとします。）に係る次のＡ及びＢに掲げる料金の合計額が100万円

(110万円)を超える場合（イに該当する場合を除きます。）。 

イ ＩＰ伝送契約者（臨時ＶＰＮ契約者、アクセスタイプ５に係るＶＰＮ契約者を

除きます。以下この通則21において同じとします。）からあらかじめ申出があっ

た１の高額利用指定回線群（ＩＰ伝送契約者が指定する２以上のＩＰ伝送契約

（そのＩＰ伝送契約者と同一名義のものに限ります。以下この通則21において同

じとします。）又はＩＰ伝送契約及び当社が別に定める他の電気通信サービスに

係る契約（そのＩＰ伝送契約者と同一名義のものであって、その電気通信サービ

スの契約約款及び料金表に規定する高額利用割引の適用を受けるものに限りま
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す。以下この通則21において同じとします。）により構成されるものをいいます｡

以下この通則21において同じとします。）の料金額（高額利用指定回線群に係る

ＩＰ伝送契約の次のＡ及びＢに掲げる料金、又はＩＰ伝送契約の次のＡ及びＢに

掲げる料金と当社が別に定める他の電気通信サービスに係る料金（その電気通信

サービスの契約約款及び料金表に規定する高額利用割引の適用の対象となる料

金に限ります。以下この通則21において同じとします。）の合計額をいいます。

以下この通則21において同じとします。）が100万円(110万円)を超える場合。 

Ａ 回線使用料（基本料を除き、料金表第１表（料金）第１（基本料金）の１－

１（適用）の(1)から(5)欄までの適用又は料金表第１表第１の２－１（適用）

の(1)から(5)欄までの適用及び通則19から20までの規定による場合は、適用し

た後の額とします。ただし、当社が別に定めるＶＰＮサービスについては、こ

の限りではありません。） 

Ｂ 通信料金（料金表第１表第２（通信料金）の１－１（適用）の(1)から(3)欄

までの適用又は料金表第１表第２の２－１（適用）の(1)から(3)欄までの適用

及び通則19から20までの規定による場合は、適用した後の額とします。以下こ

の通則21において同じとします。） 
 

割引額 

（月額） 

ア イ以外の

場合 

１の高額利用指定回線群の料金額（アに規定する１のＩ

Ｐ伝送契約の回線使用料等（Ａ及びＢに規定する料金の

合計額をいいます。以下この通則21において同じとしま

す）を含みます。）に、次表に規定する割引率を乗じて得

た額 

  

   高額利用指定回線群の料金額 割引率  

   100万円（110万円）を超え500万円

（550万円）までの部分 

３％  

   500万円（550万円）を超え3,000万円

（3,300万円）までの部分 

５％  

   3,000万円（3,300万円）を超える部

分 

７％  

   

 イ 高額利用

指定回線群

に他の電気

通信サービ

スに係る契

約を含む場

合 

次の算式により算出した額 

  
 

 

１の高額利用指定

回線群の料金額に

ア欄の表に規定す

る割引率を乗じて

得た額 

 

 

× 

その高額利用指定

回線群の料金額

（ＩＰ伝送契約に

係る料金に限りま

す。） 

 

その高額利用指定

回線群の料金額 

 
 

(2) (1)の表のイ欄の割引額の計算結果に１円未満の端数が生じたときは、当社は、

その端数を、この通則21又は当社が別に定める他の電気通信サービスに係る契約約

款に規定する高額利用割引のうち、ＩＰ伝送契約者が指定する高額利用割引の割引

額に加算するものとします。 

 ただし、その高額利用指定回線群にＶＰＮ契約が含まれない場合は、当社は、そ

の端数を、この通則21に規定する高額利用割引の割引額に加算するものとします。 

(3) 当社は、割引率の計算を料金月単位で行います。 
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(4) 当社は、ＩＰ伝送契約者からの申出を当社が承諾した日からその廃止があった

日の前日までの期間について、高額利用指定回線群の料金額に対する高額利用割引

を適用します。 

(5) 当社は、ＩＰ伝送契約者から、その高額利用指定回線群に新たにＩＰ伝送契約

（当社が別に定める他の電気通信サービスに係る契約を含みます。以下この(5)に

おいて同じとします。）を追加する申出があったときは、その申出を当社が承諾し

た日から、高額利用指定回線群を構成しているＩＰ伝送契約をその高額利用指定回

線群から除外する旨の申出があったときは、その申出があった日の前日まで、その

高額利用指定回線群を構成するＩＰ伝送契約として取り扱います。 

(6) (4)又は(5)の場合において、当社は、高額利用割引の対象となるそのＩＰ伝送

契約の回線使用料等を通則３から７の規定に準じて取り扱います。 

(7) 当社は、料金返還その他の場合においてそのＩＰ伝送契約１契約当たりの回線

使用料等を確定する必要が生じたときは、その回線使用料等は次の算式により算出

します。  

ＩＰ伝送契約１契約

当たりの回線使用料

等 

＝ 

高額利用割引適用後

の高額利用指定回線

群の料金額（ＩＰ伝

送契約に係る回線使

用料等に限ります。） 

× 

高額利用割引適用前のそ

のＩＰ伝送契約の回線使

用料等 

高額利用割引適用前の高

額利用指定回線群の料金

額（ＩＰ伝送契約に係る

回線使用料等に限りま

す。） 
 

(8) (7)の場合において、高額利用割引適用後の高額利用指定回線群の料金額からそ

の高額利用割引に係る全てのＩＰ伝送契約について(7)の算式により算出したＩＰ

伝送契約１契約当たりの回線使用料等を合計した額を控除し、残額が生じたときは、

当社は、その残額をＩＰ伝送契約者が指定する１のＩＰ伝送契約（その高額利用指

定回線群を構成するものに限ります。）の回線使用料等に加算するものとします。 

 ただし、その高額利用指定回線群がＶＰＮ契約と国際ＶＰＮ契約により構成され

ている場合は、当社は、ＶＰＮ契約の中から１のＩＰ伝送契約を指定していただき

ます。 

（注）(1)、(2)及び(5)に規定する当社が別に定める他の電気通信サービスは、ＩＰ通

信網サービス契約約款に規定するＩＰ通信網サービス及び株式会社ＮＴＴドコモ

のＩＰ通信網サービス契約約款（ＯＣＮ）に規定する第２種オープンコンピュータ

通信網サービスとします。 

（サービス品質（開通遅延期間）に係る料金の扱い） 

22 ＶＰＮサービスの開通遅延期間に係る料金の扱いについては次のとおりとします。 

(1) 当社は、第17条（ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定によりＶＰＮサービス（アク

セスタイプ１及びアクセスタイプ５に限ります。以下この通則22において同じとし

ます。）に係るＶＰＮ契約（ＶＰＮ契約（アクセスタイプ７に係るものに限ります。）

及び臨時ＶＰＮ契約を除きます。以下通則27までにおいて同じとします。）の申込

みの承諾をした場合において、当社とそのＶＰＮサービスに係るＶＰＮ契約者（臨

時ＶＰＮ契約者を除きます。以下通則27までにおいて同じとします。）とがそのＶ

ＰＮサービスの提供の開始を合意した日（以下この通則22において「開通予定日」

といいます。）に、ＶＰＮ契約者の責めによらない理由によりそのＶＰＮサービス

の提供を開始できなかった場合（次のアからキに係る電気通信サービスの提供を開

始できなかった場合に限ります。）に限り、開通予定日からＶＰＮサービスの提供

を開始した日までの日数（開通予定日から起算してその翌日を１日とした日数とし

ます。以下この通則22において「開通遅延日数」といいます。）に応じて、そのＶ
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ＰＮ契約に係る料金（以下「ＶＰＮ開通遅延返還料金額」といいます。）を返還し

ます。 

ア ＶＰＮノード装置相互間 

イ 回線収容部等又は契約者回線の終端とＶＰＮノード装置との間 

ウ 他社接続契約者回線（別記５の(1)に掲げる協定事業者に係る電気通信サービ

ス（当社が別に定めるものに限ります。）に係るもの限ります。）に係る区間 

エ 他社接続契約者回線（アクセスタイプ１（イーサネットアクセス（当社が別に

定めるものに限ります。）に係るものに限ります。）に係るものに限ります。）に

係る区間 

オ 加入者回線（アクセスタイプ１（イーサネットアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものに限ります。）に係る区間 

カ 契約者回線に係る区間 

キ 端末設備（当社が別に定めるものに限ります。）に係る区間 

(2) ＶＰＮ開通遅延返還料金額は、そのＶＰＮサービスの提供を開始した日におけ

る、次のアからウまでに掲げる月額料金（そのＶＰＮサービスに係るものに限りま

す。）の合計額（以下「ＶＰＮ開通遅延返還基準額」といいます。）に次表に規定す

る料金返還率を乗じて得た額とします。 

ア 料金表第１表（料金）第１（基本料金）に規定する回線使用料（１－１（適用）

の(1)から(4)欄までの適用による場合並びに料金表別表３の規定による場合は、

適用した後の額とします。）のアクセス回線料（次の(ア)から(ウ)までのものを

除きます。） 

(ア) アクセスタイプ５に係るもの 

(イ) アクセスタイプ１（イーサネットアクセス（当社が別に定めるものを除き

ます。）に係るものに限ります。）に係るもの 

(ウ) アクセスタイプ１（ＡＴＭアクセス（加入者回線に係るものに限ります。）

に係るものに限ります。）に係るもの 

イ 料金表第１表第２（通信料金）に規定する定額通信料金（１－１（適用）の(1)

欄の適用による場合並びに料金表別表３の規定による場合は、適用した後の額と

します。） 

ウ 料金表第１表第１に規定する回線終端装置使用料、屋内配線使用料及び機器使

用料（第２種サービスに係るものに限ります。）並びにインタフェースケーブル

使用料及び構内インタフェースケーブル使用料 

エ 料金表第１表第１に規定する加算料 
 

開通遅延日数 料  金  返  還  率 

１日 10％ 

２日以上15日未満 開通遅延日数が１日となる場合に適用される料金返還率に、１

日を超える１日ごとに１％を加算した率 

15日 25％ 

16日以上28日未満 開通遅延日数が15日となる場合に適用される料金返還率に、15

日を超える１日ごとに２％を加算した率 

28日以上 50％ 
 

(3) (1)及び(2)の場合において、返還するＶＰＮ開通遅延返還料金額は、次のア又

はイの規定により算出する料金額（以下「ＶＰＮ開通遅延返還上限額」といいます。）

を上限として適用します。 

ア イ以外の場合 
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 そのＶＰＮサービスの提供を開始した日を含む料金月に係る月額料金（ＶＰＮ

開通遅延返還基準額に係るもの（通則３、４及び７に規定する場合が生じたとき

は通則３、４、６及び７の規定に基づき算出した額とします。）に限ります。）の

合計額（第53条（基本料金の支払義務）第２項第３号の規定により支払いを要し

ないこととなる料金額、通則19の規定により割引となる料金額、通則20の規定に

より割引となる料金額、通則21の規定により割引となる料金額並びに料金表別表

３の規定により割引となる料金額の合計額を減じた額とします。） 

イ 料金月の初日以外の日にそのＶＰＮサービスの提供を開始した場合 

 そのＶＰＮサービスの提供を開始した日を含む料金月及び翌料金月について、

それぞれアの規定に準じた方法により算出した料金額の合計額 

(4) 通則22に規定する料金の返還と通則23から通則27までの規定による料金の返還

を同時に行う場合のＶＰＮ開通遅延返還料金額の取扱いについては、通則27の(3)

に定めるところによります。 

（注１）(1)に規定する当社が別に定める別記５の(1)に掲げる協定事業者に係る電気通

信サービスは、別記５の(1)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表に規定する

高速ディジタル伝送サービスとします。 

（注２）(1)及び(2)に規定する当社が別に定めるイーサネットアクセスは、1000Mb/s品

目に係るもの（他社接続契約者回線に係る協定事業者が株式会社オプテージとなるも

のに限ります。）に係るものとします。 

（注３）(1)に規定する当社が別に定める端末設備は、その契約者回線等に係る電気通信

事業者がレンタル提供する屋内配線又は回線接続装置（それに相当するものを含みま

す。）とします。 

（サービス品質（故障回復時間）に係る料金の扱い） 

23 ＶＰＮサービスの故障回復時間に係る料金の扱いについては次のとおりとします。 

(1) 当社は、ＶＰＮ契約者にＶＰＮサービスを提供する場合において、ＶＰＮ契約

者の責めによらない理由によりその提供をしなかったときは、そのＶＰＮサービス

の一部又は全部が利用できない状態（そのＶＰＮ契約に係る電気通信設備による通

信に著しい支障が生じ、一部又は全部が利用できない状態と同程度の状態となる場

合を含みます。以下通則27までにおいて同じとします。）が次のアからキまでに係

る区間において生じたときであって、そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用で

きない状態であることを当社が知った時刻（第62条（ＩＰ伝送契約者の切分責任）

の規定により、そのＶＰＮ契約者が当社に修理の請求をした時刻（その時刻以前に

当社がそのことを知った場合は、その知った時刻とします。）とします。）から起算

して、１時間以上その状態が連続したときに限り、そのＶＰＮ契約に係る料金（以

下「ＶＰＮ故障返還料金額」といいます。）を返還します。 

 ただし、第47条（利用中止）第１項の規定に該当する場合に当社がＶＰＮサービ

スの利用の中止をあらかじめそのＶＰＮ契約者に通知したとき又は第49条（接続休

止）の規定により接続休止としたときは、この限りでありません。この場合におい

て、そのＶＰＮ契約に係る料金については、第53条（基本料金の支払義務）第２項

第３号の規定（表の１欄、３欄又は４欄に係るものに限ります。）を適用します。 

ア ＶＰＮノード装置相互間 

イ 回線収容部等又は契約者回線の終端とＶＰＮノード装置との間 

ウ 他社接続契約者回線（アクセスタイプ１（イーサネットアクセス（当社が別に

定めるものに限ります。）に係るものに限ります。）に係るものに限ります。）に

係る区間 

エ 加入者回線（アクセスタイプ１（イーサネットアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものに限ります。）に係る区間 

オ 契約者回線に係る区間 

カ 端末回線に係る区間 
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キ 端末設備（当社が別に定めるものに限ります。）に係る区間 

(2) (1)の規定によりＶＰＮ故障返還料金額を返還する場合は、当社は、第53条第２

項第３号の規定（表の１欄又は３欄に係るものに限ります。）は適用しません。 

 ただし、(4)に掲げる月額料金以外のそのＶＰＮサービスに係る月額料金につい

ては、第53条第２項第３号の規定（表の１欄又は３欄に係るものに限ります。）を

適用します。 

(3) (1)に規定するほか、当社の故意又は重大な過失によりそのＶＰＮサービスの全

部が利用できない状態（その状態が連続した時間が１時間未満となるものに限りま

す。）が生じたときは、当社は、第53条第２項第３号の規定（表の２欄に係るもの

に限ります。）を適用します。 

(4) 当社は、そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用できない状態が連続した時

点における、次に掲げる月額料金（そのＶＰＮサービスに係るものに限ります。）

の合計額（以下「ＶＰＮ故障返還基準額」といいます。）を元に故障返還料金額を

算出します。 

ア 料金表第１表（料金）第１（基本料金）に規定する回線使用料（１－１（適用）

の(1)から(4)欄までの適用による場合並びに料金表別表３の規定による場合は、

適用した後の額とします。以下この通則23において同じとします。）のアクセス

回線料（次の(ア)から(ウ)までのものを除きます。） 

(ア) アクセスタイプ５に係るもの 

(イ) アクセスタイプ１（イーサネットアクセス（当社が別に定めるものを除き

ます。）に係るものに限ります。）に係るもの 

(ウ) アクセスタイプ１（ＡＴＭアクセス（加入者回線に係るものに限ります。）

に係るものに限ります。）に係るもの 

イ 料金表第１表第１に規定する回線使用料の端末回線使用料 

ウ 料金表第１表第１に規定する回線終端装置使用料、屋内配線使用料及び機器使

用料（第２種サービスに係るものに限ります。）並びにインタフェースケーブル

使用料及び構内インタフェースケーブル使用料 

エ 料金表第１表第２（通信料金）に規定する定額通信料金（１－１（適用）の(1)

欄の適用による場合並びに料金表別表３の規定による場合は、適用した後の額と

します。以下この通則23において同じとします。）の基本額 

オ 料金表第１表第１に規定する加算料 

(5) (1)の場合において、そのＶＰＮサービスの全部が利用できない状態が連続した

場合におけるＶＰＮ故障返還料金額は、ＶＰＮ故障返還基準額に次表に規定する料

金返還率を乗じて得た額とします。 
 

(1)に規定する状態が連続した時間 料金返還率 

１時間以上２時間未満 10％ 

２時間以上４時間未満 20％ 

４時間以上６時間未満 30％ 

６時間以上８時間未満 40％ 

８時間以上72時間未満 50％ 

72時間以上 100％ 
 

(6) (1)及び(5)の場合において、返還するＶＰＮ故障返還料金額は、次のア又はイ

の規定により算出する料金額（以下「ＶＰＮ故障返還上限額」といいます。）を上

限として適用します。 

ア イ以外の場合 
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 その料金月に係る月額料金（ＶＰＮ故障返還基準額に係るもの（通則３、４及

び７に規定する場合が生じたときは通則３，４，６及び７の規定に基づき算出し

た額とします。）に限ります。）の合計額（第53条第２項第３号の規定により支払

いを要しないこととなる料金額、通則19の規定により割引となる料金額、通則20

の規定により割引となる料金額、通則21の規定により割引となる料金額並びに料

金表別表３の規定により割引となる料金額の合計額を減じた額とします。） 

イ その料金月がＶＰＮサービスの提供を開始した料金月であって、料金月の初日

以外の日にそのＶＰＮサービスの提供を開始した場合 

 その料金月及び翌料金月について、それぞれアの規定に準じた方法により算出

した料金額の合計額 

(7) (1)の場合において、そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用できない状態が

連続した場合が１の料金月（(6)のイに規定する場合は、その規定に係る２の料金

月とします。）において複数回となるときは、当社は、それぞれのＶＰＮ故障返還

料金額の合計額を返還します。 

 ただし、そのＶＰＮ故障返還料金額の合計額がＶＰＮ故障返還上限額を超える場

合においては、当社は、ＶＰＮ故障返還上限額を返還します。 

(8) 通則23に規定する料金の返還と通則22又は通則24から通則27までの規定による

料金の返還を同時に行う場合のＶＰＮ故障返還料金額の取扱いについては、通則27

の(3)に定めるところによります。 

（注１）(1)及び(4)に規定する当社が別に定めるイーサネットアクセスは、1000Mb/s品

目に係るもの（他社接続契約者回線に係る協定事業者が株式会社オプテージとなる

ものに限ります。）とします。 

（注２）(1)に規定する当社が別に定める端末設備は、その契約者回線等に係る電気通信

事業者がレンタル提供する屋内配線又は回線接続装置（それに相当するものを含み

ます。）とします。 

（サービス品質（故障通知時間）に係る料金の扱い） 

24 ＶＰＮサービスの故障通知時間に係る料金の扱いについては次のとおりとします。 

(1) 当社は、ＶＰＮ契約者にＶＰＮサービスを提供する場合において、ＶＰＮ契約

者の責めによらない理由によりその提供をしなかったときは、そのＶＰＮサービス

の一部又は全部が利用できない状態が次のアからエまでに係る区間において生じ

たときであって、そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用できない状態であるこ

とを当社が知った時刻から起算して、30分以内にその状態であることをＶＰＮ契約

者があらかじめ指定した連絡先に通知しなかったときに限り、そのＶＰＮ契約に係

る料金（以下「ＶＰＮ故障通知返還料金額」といいます。）を返還します。 

ア 回線収容部等（アクセスタイプ１に係るものに限ります。）又は契約者回線の

終端とＶＰＮノード装置との間 

イ ＶＰＮノード装置相互間 

ウ 契約者回線（１芯式と２芯式の区別が１芯式のものに限ります。）に係る区間 

エ 加入者回線に係る区間 

(2) 当社は、次のアからウまでに掲げる場合には、(1)の規定を適用しません。 

ア 第62条（ＩＰ伝送契約者の切分責任）の規定により、そのＶＰＮ契約者が当社

に修理の請求をしたことにより当社がそのＶＰＮサービスの一部又は全部が利

用できない状態であることを当社が知ったとき 

イ そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用できない状態であることを当社が

知った時点において、そのＶＰＮサービスについて利用中止（当社があらかじめ

そのことをＶＰＮ契約者に通知したときに限ります。）、利用停止若しくは接続休

止としているとき 

ウ 連絡先に係る電気通信設備の状況により当社からその連絡先に通知できない

とき 
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(3) ＶＰＮ故障通知返還料金額は、そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用でき

ない状態であることを当社が知った時刻における、料金表第１表（料金）第２（通

信料金）に規定する定額通信料金（１－１（適用）の(1)欄の適用による場合並び

に料金表別表３の規定による場合は、適用した後の額とします。）の基本額（以下

「ＶＰＮ故障通知返還基準額」といいます。）に３％を乗じて得た額とします。 

(4) (1)及び(3)までの場合において、返還するＶＰＮ故障通知返還料金額は、次の

ア又はイの規定により算出する料金額（以下「ＶＰＮ故障通知返還上限額」といい

ます。）を上限として適用します。 

ア イ以外の場合 

 その料金月に係る月額料金（ＶＰＮ故障通知返還基準額に係るもの（通則３、

４及び７に規定する場合が生じたときは通則３、４、６及び７の規定に基づき算

出した額とします。）に限ります。）の額（第53条（基本料金の支払義務）第２項

第３号の規定により支払いを要しないこととなる料金額、通則19の規定により割

引となる料金額、通則20の規定により割引となる料金額、通則21の規定により割

引となる料金額並びに料金表別表３の規定により割引となる料金額の合計額を

減じた額とします。） 

イ その料金月がＶＰＮサービスの提供を開始した料金月であって、料金月の初日

以外の日にそのＶＰＮサービスの提供を開始した場合 

 その料金月及び翌料金月について、それぞれアの規定に準じた方法により算出

した料金額の合計額 

(5) (1)の場合において、そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用できない状態で

あることを当社が知った時刻から起算して、30分以内にその故障をＶＰＮ契約者が

あらかじめ指定した連絡先に通知しなかった場合が１の料金月（(4)のイの規定に

該当する場合は、その規定に係る２の料金月とします。以下この通則24において同

じとします。）において複数回となるときは、当社は、それぞれのＶＰＮ故障通知

返還料金額の合計額を返還します。 

 ただし、そのＶＰＮ故障通知時間返還料金額の合計額がＶＰＮ故障通知時間返還

上限額を超える場合は、ＶＰＮ故障通知返還上限額を返還します。 

(6) 通則24に規定する料金の返還と通則22、通則23、通則25から通則27までの規定

による料金の返還を同時に行う場合のＶＰＮ故障通知返還料金額の取扱いについ

ては、通則27の(3)に定めるところによります。 

（サービス品質（伝送遅延時間）に係る料金の扱い） 

25 ＶＰＮサービスの伝送遅延時間に係る料金の扱いについては次のとおりとします。 

(1) 当社は、ＶＰＮ契約者にＶＰＮサービスを提供する場合において、ＶＰＮサー

ビスに係る網内の１の提供区間の一端から送信されたＩＰパケットのその提供区

間の往復に要する時間（そのＶＰＮサービスの一部又は全部が利用できない状態が

生じた場合の時間を除きます。）を伝送遅延時間とし、その伝送遅延時間の料金月

単位での平均時間が、35ミリ秒を超えたときは、そのＶＰＮ契約に係る料金（以下

「ＶＰＮ伝送遅延時間返還料金額」といいます。）を返還します。 

 ただし、そのＶＰＮサービスについて、その料金月を連続して利用中止、利用停

止又は接続休止があったときは、この限りでありません。 

(2) ＶＰＮ伝送遅延時間返還料金額は、(1)の状態が生じた料金月における、料金表

第１表（料金）第２（通信料金）に規定する定額通信料金（通則３、４及び７に規

定する場合が生じたときは通則３、４、６及び７の規定に基づき算出した額とし、

１－１（適用）の(1)欄の適用による場合並びに料金表別表３の規定による場合は、

適用した後の額とします。）の基本額（第53条（基本料金の支払義務）第２項第３

号の規定により支払いを要しないこととなる料金額を除いたものとします。以下

「ＶＰＮ伝送遅延時間返還基準額」といいます。）に10％を乗じて得た額とします。 

(3) 通則25に規定する料金の返還と通則22から通則24まで、通則26又は通則27の規
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定による料金の返還を同時に行う場合のＶＰＮ伝送遅延時間返還料金額の取扱い

については、通則27の(3)に定めるところによります。 

（サービス品質（全体累積故障時間）に係る料金の扱い） 

26 ＶＰＮサービスの全体累積故障時間に係る料金の扱いについては次のとおりとし

ます。 

(1) 当社は、次のア及びイに規定する全ての区間において、次表に規定する稼働率

が99.99％を下回った場合に限り、そのＶＰＮ契約に係る料金（以下「ＶＰＮ全体

累積故障時間返還料金額」といいます。）を返還します。 
 

区  分 稼     働     率 

アクセスタイ

プ１又はアク

セスタイプ５

に係るもの 

その料金月における日数に24を乗じて得た時間にＶＰＮサー

ビスの回線数（その料金月の末日において当社がＶＰＮ契約

者に対して提供している回線の数とします。以下この欄にお

いて同じとします。）を乗じて得た時間（「全体累積稼動時間」

といいます。以下、この表において同じとします。）から、Ｖ

ＰＮ契約者の責めによらない理由によりＶＰＮサービスを利

用することができなかった時間（そのことを当社が知った時

刻（第62条（ＩＰ伝送契約者の切分責任）の規定により、Ｖ

ＰＮ契約者が当社に修理の請求をした時刻（その時刻以前に

当社がそのことを知った場合は、その知った時刻とします。）

とします。）から起算して、その状態が連続した時間をいいま

す。ただし、第47条（利用中止）第１項の規定に該当する場

合に当社がＶＰＮサービスの利用の中止をあらかじめそのＶ

ＰＮサービス契約者に通知したとき、又は第49条（接続休止）

の規定により接続休止したときは、その時間を除きます。以

下この表において同じとします。）を１の料金月ごとに合算し

て得た時間を減じて得た時間を、全体累積稼動時間で除して

得た割合 
 

ア 通則23の(1)に規定するアからキまでに係る区間 

イ 当社が別に定める契約約款及び料金表に定めるＶＰＮサービスに係る区間 

(2) ＶＰＮ全体累積故障時間返還料金額は、(1)の状態が生じた料金月における、通

則23の(4)のアからオまでに係る月額料金（そのＶＰＮサービスに係るものに限り、

通則３、４及び７に規定する場合が生じたときは通則３、４、６及び７の規定に基

づき算出した額とします。）の合計額（第53条（基本料金の支払義務）第２項第３

号の規定により支払いを要しないこととなる料金額を除いたものとします。以下

「ＶＰＮ全体累積故障時間返還基準額」といいます。）に次表に規定する料金返還

率を乗じて得た額とします。 
 

稼  働  率 料 金 返 還 率 

99.8％以上99.99％未満 １％ 

98.0％以上99.8％未満 ３％ 

95.0％以上98.0％未満 10％ 

90.0％以上95.0％未満 20％ 

90.0％未満 100％ 
 

(3) 通則26に規定する料金の返還と通則22から通則25まで又は通則27の規定による

料金の返還を同時に行う場合のＶＰＮ全体累積故障時間返還料金額の取扱いにつ
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いては、通則27の(3)に定めるところによります。 

（注）(1)に規定する当社が別に定めるＶＰＮサービスは、Universal Oneサービス契約

約款（第３編）及び料金表に規定するＶＰＮサービスとします。 

（サービス品質（回線累積故障時間）に係る料金の扱い） 

27 ＶＰＮサービスの回線累積故障時間に係る料金の扱いについては次のとおりとし

ます。 

(1) 当社は、ＶＰＮ契約者にＶＰＮサービスを提供する場合において、ＶＰＮ契約

者の責めによらない理由によりその提供をしなかったときは、そのＶＰＮサービス

が全く利用できない状態が通則23の(1)に規定するアからキまでに係る区間におい

て生じたときであって、次表に規定する稼働率が99.9％を下回った場合に限り、そ

のＶＰＮ契約に係る料金（以下「ＶＰＮ回線累積故障時間返還料金額」といいます。）

を返還します。 

 ただし、第47条（利用中止）第１項の規定に該当する場合に当社がＶＰＮサービ

スの利用の中止をあらかじめそのＶＰＮ契約者に通知したとき、又は第49条（接続

休止）の規定により接続休止としたときは、この限りでありません。 
 

区分 稼   働   率 

アクセスタイプ１

又はアクセスタイ

プ５に係るもの 

そのＶＰＮサービスを利用することができなかった時間（その

ことを当社が知った時刻（第62条（ＩＰ伝送契約者の切分責任）

の規定により、そのＶＰＮ契約者が当社に修理の請求をした時

刻（その時刻以前に当社がそのことを知った場合は、その知っ

た時刻とします。）とします。以下この表において同じとしま

す。）から起算して、その状態が連続した時間をいいます。以

下この表において同じとします。）を１の料金月ごとに合算し

た時間を、その料金月における利用日数に24を乗じて得た時間

（そのＶＰＮサービスを利用することができなかった時間を

含みます。以下この表において同じとします。）から減じて得

た時間を、その料金月における利用日数に24を乗じて得た時間

で除した割合 
 

(2) ＶＰＮ回線累積故障時間返還料金額は、(1)の状態が生じた料金月における、通

則23の(4)のアからオまでに係る月額料金（そのＶＰＮサービスに係るものに限り、

通則３、４及び７に規定する場合が生じたときは通則３、４、６及び７の規定に基

づき算出した額とします。）の合計額（第53条（基本料金の支払義務）第２項第３

号の規定により支払いを要しないこととなる料金額を除いたものとします。以下

「ＶＰＮ回線累積故障時間返還基準額」といいます。）に次表に規定する料金返還

率を乗じて得た額とします。 
 

稼  働  率 料 金 返 還 率 

99.8％以上99.9％未満 １％ 

98.0％以上99.8％未満 ３％ 

95.0％以上98.0％未満 ５％ 

90.0％以上95.0％未満 10％ 

90.0％未満 20％ 
 

(3) (1)及び(2)に規定するほか、通則22から通則26までの規定及びこの通則27（(1)

及び(2)に限ります。）の規定のうちいずれか２以上を同時に適用する場合は、当社

は、ＶＰＮ開通遅延返還料金額、ＶＰＮ故障回復時間返還料金額、ＶＰＮ故障通知

返還料金額、ＶＰＮ伝送遅延時間返還料金額、ＶＰＮ全体累積故障時間返還料金額
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及びＶＰＮ回線累積故障時間返還料金額（そのＶＰＮ契約に係るものに限ります。

以下この通則27において「ＶＰＮ返還料金額といいます。」）の合計額を返還します。 

 ただし、そのＶＰＮ返還料金額の合計額が、ＶＰＮ開通遅延返還上限額、ＶＰＮ

故障回復返還上限額、ＶＰＮ故障通知返還上限額又は次のアからウまでに掲げる額

（そのＶＰＮ契約に係るものに限ります。）を比較して、最も高額となる額（以下

「ＶＰＮ返還上限額」といいます。）を超える場合は、ＶＰＮ返還上限額を返還し

ます。 

ア 通則25の規定による返還を行う場合 

 ＶＰＮ伝送遅延時間返還基準額（通則19の規定により割引となる料金額、通則

20の規定により割引となる料金額、通則21の規定により割引となる料金額並びに

料金表別表３の規定により割引となる料金額の合計額を減じた額とします。） 

イ 通則26の規定による返還を行う場合 

  ＶＰＮ全体累積故障時間返還基準額（通則19の規定により割引となる料金額、

通則20の規定により割引となる料金額、通則21の規定により割引となる料金額並

びに料金表別表３の規定により割引となる料金額の合計額を減じた額としま

す。） 

ウ (1)及び(2)の規定による返還を行う場合 

 ＶＰＮ回線累積故障時間返還基準額（通則19の規定により割引となる料金額、

通則20の規定により割引となる料金額、通則21の規定により割引となる料金額並

びに料金表別表３の規定により割引となる料金額の合計額を減じた額としま

す。） 

（サービス品質（開通遅延期間）に係る料金の扱い） 

28 国際ＶＰＮサービスの開通遅延期間に係る料金の扱いについては次のとおりとし

ます。 

(1) 当社は、第35条（国際ＶＰＮ契約申込の承諾）の規定により国際ＶＰＮサービ

スに係る国際ＶＰＮ契約の申込みの承諾をした場合において、当社とその国際ＶＰ

Ｎサービスに係る国際ＶＰＮ契約者とがその国際ＶＰＮサービスの提供の開始を

合意した日（以下この通則28において「開通予定日」といいます。）に、国際ＶＰ

Ｎ契約者の責めによらない理由によりその国際ＶＰＮサービスの提供を開始でき

なかった場合は、開通予定日から国際ＶＰＮサービスの提供を開始した日までの日

数（開通予定日から起算してその翌日を１日とした日数とします。以下「開通遅延

日数」といいます。）に応じて、その国際ＶＰＮ契約者の請求があったときに限り、

その国際ＶＰＮ契約に係る料金（以下「国際ＶＰＮ開通遅延返還料金額」といいま

す。）を返還します。 

 ただし、次のア及びイに規定する国際ＶＰＮサービスについては、この限りでは

ありません。 

 ア その国際ＶＰＮサービスに係る他社接続契約者回線が、当社が別に定める協定

事業者に係るものとなるもの 

イ その国際ＶＰＮサービスに係る他社接続契約者回線が、当社が別に定める協定

事業者の契約約款及び料金表に規定する高速ディジタル伝送サービス（サービス

クラスによる区別がエコノミークラスのものに限ります。）又はＡＴＭ専用サー

ビス（サービスクラスによる区別がエコノミークラスのものに限ります。）に係

るものとなるもの 

(2) 国際ＶＰＮ開通遅延返還料金額は、その国際ＶＰＮサービスの提供を開始した

日を含む料金月の翌料金月における、次に掲げる月額料金（その国際ＶＰＮサービ

スに係るものに限ります。）の合計額（以下「国際ＶＰＮ開通遅延返還基準額」と

いいます。）を元に算出します。 

ア 料金表第１表（料金）第１（基本料金）に規定するアクセス回線料（２－１（適

用）の(1)欄、(4)欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後

の額とします。）の基本額 
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イ 料金表第１表第２（通信料金）に規定する定額通信料金（２－１（適用）の(1)

欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後の額とします。） 

(3) (2)の場合において、当社は、月額料金を通則３から７の規定に準じて取扱いま

す。 

(4) (1)の場合において、その国際ＶＰＮサービスに係る国際ＶＰＮ開通遅延返還料

金額は、国際ＶＰＮ開通遅延返還基準額に次表に規定する料金返還率を乗じて得た

額とします。 
 

開通遅延日数 料  金  返  還  率 

１日 10％ 

２日以上15日未満 開通遅延日数が１日となる場合に適用される料金返還率に、１

日を超える１日ごとに１％を加算した率 

15日 25％ 

16日以上28日未満 開通遅延日数が15日となる場合に適用される料金返還率に、15

日を超える１日ごとに２％を加算した率 

28日以上 50％ 
 

(5) 通則28に規定するほか、国際ＶＰＮ故障返還料金額の取扱いについては、通則

32の(5)に定めるところによります。 

（注１）(1)のアに規定する当社が別に定める協定事業者は、東日本電信電話株式会社、

西日本電信電話株式会社、北海道総合通信網株式会社、株式会社トークネット、Ｋ

ＤＤＩ株式会社、中部テレコミュニケーション株式会社、北陸通信ネットワーク株

式会社、株式会社オプテージ、株式会社エネコム、株式会社ＳＴＮｅｔ及び株式会

社QTnet以外の協定事業者とします。 

（注２）(1)のイに規定する当社が別に定める協定事業者は、北海道総合通信網株式会

社、株式会社トークネット、ＫＤＤＩ株式会社、中部テレコミュニケーション株式

会社、北陸通信ネットワーク株式会社、株式会社オプテージ、株式会社エネコム、

株式会社ＳＴＮｅｔ及び株式会社QTnetとします。 

（サービス品質（故障回復時間）に係る料金の扱い） 

29 国際ＶＰＮサービスの故障回復時間に係る料金の扱いについては次のとおりとし

ます。 

(1) 当社は、国際ＶＰＮサービスに係る国際ＶＰＮ契約者に国際ＶＰＮサービスを

提供する場合において、国際ＶＰＮ契約者の責めによらない理由によりその提供を

しなかったときは、その国際ＶＰＮサービスが全く利用できない状態（その国際Ｖ

ＰＮ契約に係る電気通信設備による通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状

態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この通則29において同じとします。）

であることを当社が知った時刻（第62条（ＩＰ伝送契約者の切分責任）の規定によ

り、その国際ＶＰＮ契約者が当社に修理の請求をした時刻（その時刻以前に当社が

そのことを知った場合は、その知った時刻とします。）とします。）から起算して、

１時間以上その状態が連続したときであって、その国際ＶＰＮ契約者の請求があっ

たときに限り、その国際ＶＰＮ契約に係る料金（以下「国際ＶＰＮ故障返還料金額」

といいます。）を返還します。 

 ただし、第47条（利用中止）第１項の規定に該当する場合に当社が国際ＶＰＮサ

ービスの利用の中止をあらかじめその国際ＶＰＮ契約者に通知したとき、又は第49

条（接続休止）の規定により接続休止としたときは、この限りでありません。この

場合において、その国際ＶＰＮ契約に係る料金については、第53条（基本料金の支

払義務）第２項第３号の規定（表の１欄、３欄又は４欄に係るものに限ります。）
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を適用します。 

(2) (1)の規定により国際ＶＰＮ故障返還料金額を返還する場合は、当社は、第53条

第２項第３号の規定（表の１欄又は３欄に係るものに限ります。）は適用しません。 

 ただし、(5)に掲げる月額料金以外のその国際ＶＰＮサービスに係る月額料金に

ついては、第53条第２項第３号の規定（表の１欄又は３欄に係るものに限ります。）

を適用します。 

(3) (1)に規定するほか、当社の故意又は重大な過失によりその国際ＶＰＮサービス

の全部が利用できない状態（その状態が連続した時間が１時間未満となるものに限

ります。）が生じたときは、当社は、第53条第２項第３号の規定（表の２欄に係る

ものに限ります。）を適用します。 

(4) (1)の場合において、当社は、国際ＶＰＮ契約者の責めによらない理由によりそ

の国際ＶＰＮサービスが全くが利用できない状態が別記１に定める区間（その国際

ＶＰＮ契約に係るものに限ります。）において生じたときに限り、その国際ＶＰＮ

契約者に国際ＶＰＮ故障返還料金額を返還します。 

(5) 当社は、(1)の状態が生じた料金月における、次に掲げる月額料金（その国際Ｖ

ＰＮサービスに係るものに限ります。）の合計額（以下「国際ＶＰＮ故障返還基準

額」といいます。）を元に故障返還料金額を算出します。 

ア 料金表第１表（料金）第１（基本料金）に規定するアクセス回線料（２－１（適

用）の(1)欄、(4)欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後

の額とします。）の基本額 

イ 料金表第１表第２（通信料金）に規定する定額通信料金（２－１（適用）の(1)

欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後の額とします。） 

(6) (5)の場合において、当社は、月額料金を通則３から７の規定に準じて取扱いま

す。 

(7) (1)の場合において、その国際ＶＰＮサービスの全部が利用できない状態が連続

した場合における国際ＶＰＮ故障返還料金額は、国際ＶＰＮ故障返還基準額に次表

に規定する料金返還率を乗じて得た額とします。 
 

上記に規定する状態が連続した時間 料 金 返 還 率 

１時間以上３時間未満 １／90 

３時間以上12時間未満 １／30 

12時間以上24時間未満 １／10 

24時間以上72時間未満 １／５ 

72時間以上 １／２ 
 
 

(8) (1)の場合において、その国際ＶＰＮサービスの一部又は全部が利用できない状

態が連続した場合が１の料金月において複数回となるときは、当社は、それぞれの

国際ＶＰＮ故障返還料金額の合計額を返還します。 

(9) 通則28に規定するほか、国際ＶＰＮ故障返還料金額の取扱いについては、通則

32の(5)に定めるところによります。 

（サービス品質（故障通知時間）に係る料金の扱い） 

30 国際ＶＰＮサービスの故障通知時間に係る料金の扱いについては次のとおりとし

ます。 

(1) 当社は、国際ＶＰＮサービスに係る国際ＶＰＮ契約者に国際ＶＰＮサービスを

提供する場合において、国際ＶＰＮ契約者の責めによらない理由により、その国際

ＶＰＮサービスが全く利用できない状態（その国際ＶＰＮ契約に係る電気通信設備

による通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合
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を含みます。以下この通則30において同じとします。）であることを当社が知った

時刻から起算して、30分以内にその故障を国際ＶＰＮ契約者があらかじめ指定した

連絡先に通知しなかったときであって、その国際ＶＰＮ契約者の請求があった場合

に限り、その国際ＶＰＮ契約に係る料金（以下「国際ＶＰＮ故障通知返還料金額」

といいます。）を返還します。 

 ただし、その国際ＶＰＮサービスが全く利用できない状態であることを当社が知

った時点において、第47条（利用中止）第１項の規定に該当する場合に当社が国際

ＶＰＮサービスの利用の中止をあらかじめその国際ＶＰＮ契約者に通知したとき、

又は第49条（接続休止）の規定により接続休止としたときは、この限りでありませ

ん。 

(2) (1)の場合において、当社は、国際ＶＰＮ契約者の責めによらない理由によりそ

の国際ＶＰＮサービスが全く利用できない状態が別記１に定める区間（その国際Ｖ

ＰＮ契約に係るものに限ります。）において生じたときに限り、その国際ＶＰＮ契

約者に国際ＶＰＮ故障通知返還料金額を返還します。 

(3) (1)及び(2)の規定にかかわらず、連絡先に係る電気通信設備の状況等により、

当社からその連絡先に通知できないときは、当社は国際ＶＰＮ故障通知返還料金額

を返還しません。 

(4) 国際ＶＰＮ遅延時間返還料金額は、(1)の状態が生じた料金月における、次に掲

げる月額料金（その国際ＶＰＮサービスに係るものに限ります。）の合計額に1/30

を乗じて得た額とします。 

ア 料金表第１表（料金）第１（基本料金）に規定するアクセス回線料（２－１（適

用）の(1)欄、(4)欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後

の額とします。）の基本額 

イ 料金表第１表第２（通信料金）に規定する定額通信料金（２－１（適用）の(1)

欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後の額とします。） 

(5) (4)の場合において、当社は、月額料金を通則３から７の規定に準じて取扱いま

す。 

(6) (1)の場合において、その国際ＶＰＮサービスが全く利用できない状態であるこ

とを当社が知った時刻から起算して、30分以内にその故障を国際ＶＰＮ契約者があ

らかじめ指定した連絡先に通知しなかった場合が１の料金月において複数回とな

るときは、当社は、それぞれの国際ＶＰＮ故障返還料金額の合計額を返還します。 

(7) 通則30に規定するほか、国際ＶＰＮ故障返還料金額の取扱いについては、通則

32の(5)に定めるところによります。 

（サービス品質（伝送遅延時間）に係る料金の扱い） 

31 国際ＶＰＮサービスの伝送遅延時間に係る料金の扱いについては次のとおりとし

ます。 

(1) 当社は、国際ＶＰＮサービスに係る国際ＶＰＮ契約者に国際ＶＰＮサービスを

提供する場合において、国際ＶＰＮサービスに係る網内の１の提供区間の一端から

送信されたＩＰパケットのその提供区間の往復に要する時間を伝送遅延時間とし、

その伝送遅延時間の料金月単位での平均時間が、２の料金月を連続して当社が別に

定める基準を超えたときであって、その国際ＶＰＮ契約者の請求があったときに限

り、その国際ＶＰＮ契約に係る料金（以下「国際ＶＰＮ遅延時間返還料金額」とい

います。）を返還します。 

 ただし、その国際ＶＰＮサービスについて、その２の料金月を連続して第47条（利

用中止）第１項の規定に該当する場合に当社が国際ＶＰＮサービスの利用の中止を

あらかじめその国際ＶＰＮ契約者に通知したとき、又は第49条（接続休止）の規定

により接続休止としたときは、この限りでありません。 

(2) 国際ＶＰＮ遅延時間返還料金額は、(1)の状態が生じた連続する２の料金月のう

ちの最終料金月における、料金表第１表（料金）第２（通信料金）に規定する定額
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通信料金（２－１（適用）の(1)欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、

適用した後の額とします。）の合計額に1/30を乗じて得た額とします。 

(3) (2)の場合において、当社は、月額料金を通則３から７の規定に準じて取扱いま

す。 

(4) 通則31に規定するほか、国際ＶＰＮ遅延時間返還料金額の取扱いについては、

通則32の(5)に定めるところによります。 

（注）(1)に規定する当社が別に定める基準は、国際ＶＰＮ契約の申込みをする者及び

国際ＶＰＮ契約者に開示します。 

（サービス品質（累積故障時間）に係る料金の扱い） 

32 国際ＶＰＮサービスの累積故障時間に係る料金の扱いについては次のとおりとし

ます。 

(1) 当社は、国際ＶＰＮサービスに係る国際ＶＰＮ契約者に国際ＶＰＮサービスを

提供する場合において、国際ＶＰＮ契約者の責めによらない理由によりその提供を

しなかったときは、その国際ＶＰＮサービスが全く利用できない状態（その国際Ｖ

ＰＮ契約に係る電気通信設備による通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状

態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この通則32において同じとします。）

が生じた場合において、その利用することができなかった時間（そのことを当社が

知った時刻（第62条（ＩＰ伝送契約者の切分責任）の規定により、その国際ＶＰＮ

契約者が当社に修理の請求をした時刻（その時刻以前に当社がそのことを知った場

合は、その知った時刻とします。）とします。）から起算して、当社がその国際ＶＰ

Ｎサービスを利用できることを確認した時刻までをいいます。）を、１の料金月ご

とに合算した時間（以下「国際ＶＰＮ累積故障時間」といいます。）が45分以上と

なるときであって、その国際ＶＰＮ契約者の請求があったときに限り、その国際Ｖ

ＰＮ契約に係る料金（以下「国際ＶＰＮ累積故障時間返還料金額」といいます。）

を返還します。 

 ただし、第47条（利用中止）第１項の規定に該当する場合に当社が国際ＶＰＮサ

ービスの利用の中止をあらかじめその国際ＶＰＮ契約者に通知したとき、又は第49

条（接続休止）の規定により接続休止としたときは、この限りでありません。 

(2) (1)の場合において、当社は、国際ＶＰＮ契約者の責めによらない理由によりそ

の国際ＶＰＮサービスが全く利用できない状態が別記１に定める区間（その国際Ｖ

ＰＮ契約に係るものに限ります。）において生じたときに限り、その国際ＶＰＮ累

積故障時間の対象とします。 

(3) 当社は、(1)の状態が生じた料金月における、次に掲げる月額料金（その国際Ｖ

ＰＮサービスに係るものに限ります。）の合計額（以下「国際ＶＰＮ累積故障時間

基準額」といいます。）を元に国際ＶＰＮ累積故障時間返還料金額を算出します。 

ア 料金表第１表（料金）第１（基本料金）に規定するアクセス回線料（２－１（適

用）の(1)欄、(4)欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後

の額とします。）の基本額 

イ 料金表第１表第２（通信料金）に規定する定額通信料金（２－１（適用）の(1)

欄又は通則20若しくは通則21の適用による場合は、適用した後の額とします。） 

(4) (1)の場合において、そのＶＰＮサービスの全部が利用できない状態が連続した

場合における国際ＶＰＮ累積故障時間返還料金額は、国際ＶＰＮ累積故障時間基準

額に次表に規定する料金返還率を乗じて得た額とします。 
  

国際ＶＰＮ累積故障時間 料 金 返 還 率 

45分以上120分未満 10％ 

120分以上360分未満 20％ 

360分以上600分未満 35％ 
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600分以上 50％ 
 

(5) (1)から(4)及び通則28から31までに規定するほか、１の料金月（国際ＶＰＮ開

通遅延返還料金額に係るものについては、その国際ＶＰＮサービスの提供を開始し

た日を含む料金月の翌料金月とします。以下この通則32において同じとします。）

において国際ＶＰＮ開通遅延返還料金額、国際ＶＰＮ故障返還料金額、国際ＶＰＮ

故障通知返還料金額、国際ＶＰＮ遅延時間返還料金額及び国際ＶＰＮ累積故障時間

返還料金額の合計額が、その料金月における国際ＶＰＮ累積故障時間基準額の２分

の１を超えるときは、当社はその料金月における国際ＶＰＮ累積故障時間基準額の

２分の１の額を返還します。 
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第１表 料金（附帯サービスの料金を除きます。） 

 第１ 基本料金 

  １ ＶＰＮ契約に係るもの 

   １－１ 適用 
 

区   分 内          容 

(1) 基本料金の

適用 

当社は、ＶＰＮサービスについて、基本料金を適用します。 

(2) ＩＰ伝送サ

ービス区域の設

定 

当社は、ＩＰ伝送サービスの需要と供給の見込み、技術的な条

件等を考慮してＩＰ伝送サービス区域を設定します。 

(3) 回線使用料

の適用 

ア 当社は、第１種サービス（接続契約者回線に係るもの、ア

クセスタイプ５に係るもの又はアクセスタイプ７に係るもの

を除きます。）については、１－２－１（回線使用料）に規定

する回線使用料のうち、アクセス回線料を適用します。 

 イ 当社は、第１種サービス（アクセスタイプ５に係るものに

限ります。）については、１－２－１（回線使用料）に規定す

る回線使用料のうち、基本料を適用します。 

(4) アクセス回

線料の適用 

ア 第１種サ－ビス（アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに係

るものに限ります。）に係るものに限ります。）に係るアクセ

ス回線料については、１－２－１－１（アクセス回線料）に

規定する額から１のＶＰＮ契約ごとに次表に規定する額を減

額して適用します。 

  他社接続契約者回線の品目 減額となる料金額（月額）  

  64kb/s又は128kb/s 70円（77円）  

 

 

イ アクセス回線共用回線群に臨時ＶＰＮ契約に係るＶＰＮサ

ービスが含まれている場合のアクセス回線料については、臨

時ＶＰＮ契約以外に係るＶＰＮサービスのアクセス回線料と

して適用します。 

 ウ アクセス回線共用を行う場合の他社接続共用回線の部分の

料金については、アクセス回線料を適用します。 

 エ アクセス回線料について、他社接続契約者回線の回線距離

の測定及び回線距離測定局の変更があった場合の料金の適用

については、協定事業者及び接続する他社接続契約者回線の

種類ごとに、別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者の契約

約款及び料金表に規定する場合と、それぞれ同一とします。 

 オ アからエまでの規定にかかわらず、アクセス回線共用を行

う場合のアクセス回線料については、同一のアクセス回線共

用を行うＶＰＮ契約（当社の他の電気通信サービスに係る契

約を含みます。以下この欄において同じとします。）のうち、

１のＶＰＮ契約を除く他のＶＰＮ契約についてはアクセス回

線料（当社の他の電気通信サービスについてはアクセス回線

料に相当する料金とします。）を適用しません。 

(5) 最低利用期

間内にＶＰＮ契

ア ＶＰＮサービスには、臨時ＶＰＮ契約に係るものを除いて、

最低利用期間があります。 
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約の解除等があ

った場合の料金

の適用 

イ 第18条（最低利用期間）に規定する最低利用期間のうち、

ＶＰＮサービス（他社接続契約者回線が異経路となるものを

除きます。）の提供の開始に係るもの（以下この欄において「基

本最低利用期間」といいます。）は回線使用料及び加算料につ

いて適用します。 

 ウ 第18条に規定する最低利用期間のうち、ＶＰＮサービス（他

社接続契約者回線が異経路となるものを除きます。）の接続事

業者変更に係るもの（以下この欄において「接続最低利用期

間」といいます。）はアクセス回線料及び加算料について適用

します。 

   ただし、他社接続契約者回線が異経路となるものにおいて、

接続事業者変更（接続事業者変更後において、他社接続契約

者回線が異経路となるものを除きます。）があった場合は、変

更後のＶＰＮサービスのアクセス回線料について接続最低利

用期間を適用します。 

 エ 当社は、最低利用期間内にＶＰＮ契約の解除又は接続事業

者変更があった場合は、第53条（基本料金の支払義務）、第54

条（通信料金の支払義務）及び料金表通則の規定（通則20の

規定を除きます。）にかかわらず、ＶＰＮ契約の解除又は接続

事業者変更があった日の前日の回線使用料（通則20の規定に

よる場合は適用した後の額とします。以下この(5)欄において

同じとします。）、加算料及び定額通信料金（通則20の規定に

よる場合は適用した後の額とします。以下この(5)欄において

同じとします。）に相当する額（以下「最低利用基準額」とい

います。）に残余の期間（ＶＰＮ契約の解除又は接続事業者変

更のあった日の翌日から起算して最低利用期間の満了日まで

とします。）を乗じて得た額を当社が定める期日までに、ＶＰ

Ｎ契約者から一括して支払っていただきます。 

 オ 当社は、最低利用期間内に区分、品目若しくは通信又は保

守の態様による細目の変更、加入者回線の移転又は他社接続

契約者回線に係る種類、品目、終端の場所、１芯式と２芯式

の区別の変更又は通信モード若しくは通信の態様による細目

の廃止（以下この欄において「品目等の変更」といいます。）

があった場合であって、次表に定める額があるときは、その

額を当社が定める期日までに、ＶＰＮ契約者から一括して支

払っていただきます。 

  区  分 支払を要する額  

  (ア) (イ)以外の

とき 

変更前の回線使用料、加算料及び定額

通信料金に残余の期間（品目等の変更

のあった日の翌日から起算して最低利

用期間の満了日までとします。以下オ

において同じとします。）を乗じて得た

額から変更後の回線使用料、加算料及

び定額通信料金に残余の期間を乗じて

得た額を控除し、残額があるときには

その額 

 

  (イ) 接続事業者 次の額を合算して得た額  
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  変更と同時に品

目等の変更があ

ったとき 

ア 接続事業者変更があった日の前日

のアクセス回線料及び加算料に残余

の期間を乗じて得た額 

 

  イ 変更前の定額通信料金に残余の期

間を乗じて得た額から変更後の定額

通信料金に残余の期間を乗じて得た

額を控除し、残額があるときにはそ

の額 

 

 カ オの場合において、当社は、品目等の変更（加入者回線の

移転及び他社接続契約者回線に係る終端の場所の変更を除き

ます。）と同時に契約者回線、加入者回線又は接続契約者回線

等に係る終端の場所において、ＶＰＮサービスに係る契約者

回線、加入者回線若しくは接続契約者回線等の新設又はＶＰ

Ｎ契約の解除若しくは接続事業者変更を行うときの残額の算

定は、同時に行う新設等の回線使用料等を合算して行います。 

 キ エ、オ及びカの規定にかかわらず、長期利用に係るＶＰＮ

契約者について、最低利用期間内にＶＰＮ契約の解除又は品

目等の変更若しくは接続事業者変更があった場合の支払いを

要する額の適用については、料金表通則20に定めるところに

よります。 

(6) 削除 削除 

(7) 加算料の適

用 

ア 当社は、ＶＰＮサービス（アクセスタイプ１のＳＴＭアク

セスに限ります。）について、１－２－３（加算料）に規定す

る加算料を適用します。 

 イ 当社は、加算料について、接続料（他社接続契約者回線（別

記２の(1)のイに掲げる協定事業者に係るものに限ります。）

の利用にあたり協定事業者との相互接続協定等により当社が

協定事業者に支払う額とします。以下同じとします。）に基づ

いて算定するものとし、接続料の改定があったときは、加算

料を再算定します。 

 ウ 当社は、イの加算料の再算定により加算料の額が増加又は

減少した場合、増加又は減少後の加算料は、改定後の接続料

が適用される日の属する当社の会計年度の初日から適用する

ものとします。 

 エ ＩＰ伝送契約者は、イ及びウの規定により当社が改定後の

料金を適用することについて、あらかじめ承諾していただき

ます。 

 オ アからエまでの規定にかかわらず、アクセス回線共用を行

う場合の加算料については、同一のアクセス回線共用を行う

ＶＰＮ契約（当社の専用サービスに係る契約を含みます。以

下この欄において同じとします。）のうち、１のＶＰＮ契約を

除く他のＶＰＮ契約については加算料を適用しません。 
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(8) 復旧等に伴

い一時的に当社

が回線収容部を

変更した場合又

は協定事業者が

専用サービス取

扱所等を変更し

た場合の回線使

用料の適用 

当社又は別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者の設置した電

気通信設備を修理又は復旧するときに、一時的にその収容する

回線収容部又は他社接続契約者回線に係る協定事業者の契約約

款及び料金表に規定する専用サービス取扱所等（その他社接続

契約者回線の終端に対向する装置が設置される専用サービス取

扱所等に限ります。以下同じとします。）を変更した場合のアク

セス回線料については、１－２（料金額）の規定にかかわらず、

その回線収容部又は他社接続契約者回線を変更前の経路で修理

又は復旧したものとみなして適用します。 

(9) 屋内配線使

用料の適用 

ア 当社は、第１種サービス（加入者回線（１芯式と２芯式の

区別が２芯式のものに限ります。）に係るものに限ります。）

については、１－２－５（端末設備に係るもの）に規定する

屋内配線使用料を適用します。 

イ 屋内配線使用料は、次の配線ごとに適用します。 

(ア) 契約者回線又は加入者回線の終端からジャック（ジャ

ックが設置されていない場合は端末設備とします。以下

この欄において同じとします。）間での配線 

 (イ) １のジャックから他のジャックまでの配線 

(10) 回線終端装

置使用料の適用 

当社は、第１種サービス（ＡＴＭアクセスであって加入者回線

に係るもの（１芯式と２芯式の区別が１芯式のものに限りま

す。）に限ります。）については、１－２－４（回線終端装置に

係るもの）に規定する回線終端装置使用料を適用します。 

(11) インタフェ

ースケーブル使

用料の適用 

当社は、第１種サービス（加入者回線等（イーサネットアクセ

スであって、そのインタフェースが10BASE-T、100BASE-TX、

1000BASE-SX及び1000BASE-LXのものに限ります。）に係るものに

限ります。）については、１－２－４（回線終端装置に係るもの）

に規定するインタフェースケーブル使用料を適用します。 

(12) 構内インタ

フェースケーブ

ル使用料の適用 

当社は、第２種サービス（加入者回線（イーサネットアクセス

であって、そのインタフェースインタフェースが10BASE-T、

100BASE-TX、1000BASE-SX及び1000BASE-LXのものに限ります。）

に係るものに限ります。）については、１－２－５（端末設備に

係るもの）に規定する構内インタフェースケーブル使用料を適

用します。 

(13) 機器使用料

の適用 

当社は、次のアからウまでに係るものについては１－２－５（端

末設備に係るもの）に規定する機器使用料を適用します。 

 ア 回線接続装置（第１種サービス（ＡＴＭアクセスであって、

加入者回線に係るもの（１芯式と２芯式の区別が２芯式のも

のに限ります。）に限ります。） 

 イ 回線接続装置（第２種サービス（ＳＴＭアクセスに係るも

のに限ります。）に係るものに限ります。） 

 ウ 回線接続装置（第２種サービス（ＡＴＭアクセスに係るも

のに限ります。）に係るものに限ります。） 
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   １－２ 料金額 

    １－２－１ 回線使用料 

     １－２－１－１ アクセス回線料 

      １－２－１－１－１ 他社接続契約者回線に係るもの 

(1) (2)以外のもの 

ア アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに係るものに限ります。）に

係るもの 

(ア) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、東日本電信電話株

式会社又は西日本電信電話株式会社となるもの 

Ａ Ｂ以外のもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 

料   金   額 

エコノミークラス 

タイプ１－１ タイプ２ 

64kb/s 19,000円 

（20,900円） 

21,000円 

（23,100円） 

128kb/s 28,000円 

（30,800円） 

30,000円 

（33,000円） 
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Ｂ アクセス回線共用に係るもの（アクセス回線共用回線群にＶ

ＰＮサービス以外の当社の他の電気通信サービスに係る電気

通信回線が含まれている場合に限ります。） 

  (Ａ)  他社接続共用回線の品目が128kb/sのもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

回線距離区分 

料   金   額 

エコノミークラス 

タイプ１－１ タイプ２ 

15kmまでのもの 30,000円 

（33,000円） 

33,000円 

（36,300円） 

30kmまでのもの 44,000円 

（48,400円） 

47,000円 

（51,700円） 

40kmまでのもの 50,000円 

（55,000円） 

53,000円 

（58,300円） 

50kmまでのもの 53,000円 

（58,300円） 

56,000円 

（61,600円） 

60kmまでのもの 56,000円 

（61,600円） 

59,000円 

（64,900円） 

70kmまでのもの 60,000円 

（66,000円） 

63,000円 

（69,300円） 

80kmまでのもの 63,000円 

（69,300円） 

66,000円 

（72,600円） 

90kmまでのもの 66,000円 

（72,600円） 

69,000円 

（75,900円） 

90kmを超えるもの 69,000円 

（75,900円） 

73,000円 

（80,300円） 
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イ アクセスタイプ１（イーサネットアクセスに係るものに限ります。）に

係るもの 

(ア) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、北海道総合通信網株式会

社となるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

同一の単位料金区域（北海道総

合通信網株式会社のイーサネッ

ト通信網サービス契約約款に規

定するものをいいます。）内にお

いて、その他社接続契約者回線

を利用するもの 

左欄以外のもの 

１Mb/s 56,500円（62,150円） 56,500円（62,150円） 

２Mb/s 65,900円（72,490円） 65,900円（72,490円） 

３Mb/s 82,400円（90,640円） 82,400円（90,640円） 

４Mb/s 96,500円（106,150円） 96,500円（106,150円） 

５Mb/s 109,400円（120,340円） 109,400円（120,340円） 

６Mb/s 115,300円（126,830円） 141,200円（155,320円） 

７Mb/s 121,200円（133,320円） 172,900円（190,190円） 

８Mb/s 127,100円（139,810円） 204,700円（225,170円） 

９Mb/s 132,900円（146,190円） 236,500円（260,150円） 

10Mb/s 138,800円（152,680円） 263,500円（289,850円） 

20Mb/s 167,100円（183,810円） 316,500円（348,150円） 

30Mb/s 195,300円（214,830円） 369,400円（406,340円） 

40Mb/s 223,500円（245,850円） 422,400円（464,640円） 

50Mb/s 251,800円（276,980円） 475,300円（522,830円） 

60Mb/s 280,000円（308,000円） 528,200円（581,020円） 

70Mb/s 308,200円（339,020円） 581,200円（639,320円） 

80Mb/s 336,500円（370,150円） 634,100円（697,510円） 

90Mb/s 364,700円（401,170円） 687,100円（755,810円） 

100Mb/s 391,800円（430,980円） 732,900円（806,190円） 
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(イ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、株式会社トークネ

ットとなるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

同一の県内において、その他社

接続契約者回線を利用するもの 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s 49,500 円（54,450 円） 63,500円（69,850円） 

１Mb/s 55,300円（60,830円） 74,100円（81,510円） 

２Mb/s 71,800円（78,980円） 109,400円（120,340円） 

３Mb/s 89,400円（98,340円） 147,100円（161,810円） 

４Mb/s 107,100円（117,810円） 180,000円（198,000円） 

５Mb/s 125,900円（138,490円） 211,800円（232,980円） 

６Mb/s 140,000円（154,000円） 240,000円（264,000円） 

７Mb/s 154,100円（169,510円） 268,200円（295,020円） 

８Mb/s 168,200円（185,020円） 297,600円（327,360円） 

９Mb/s 182,400円（200,640円） 327,100円（359,810円） 

10Mb/s 197,600円（217,360円） 356,500円（392,150円） 

20Mb/s 208,200円（229,020円） 401,200円（441,320円） 

30Mb/s 218,800円（240,680円） 445,900円（490,490円） 

40Mb/s 229,400円（252,340円） 490,600円（539,660円） 

50Mb/s 240,000円（264,000円） 535,300円（588,830円） 

60Mb/s 250,600円（275,660円） 581,200円（639,320円） 

70Mb/s 261,200円（287,320円） 627,100円（689,810円） 

80Mb/s 271,800円（298,980円） 672,900円（740,190円） 

90Mb/s 282,400円（310,640円） 718,800円（790,680円） 

100Mb/s 294,100円（323,510円） 764,700円（841,170円） 
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(ウ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、ＫＤＤＩ株式会社

となるもの 

 Ａ 他社接続契約者回線の品目が１Mb/sから100Mb/sのもの 

           ａ 収容パターン１に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

同一の都県内において、その他

社接続契約者回線を利用するも

の 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s 50,000 円（55,000 円） 70,000円（77,000円） 

１Mb/s 54,100円（59,510円） 74,100円（81,510円） 

２Mb/s 76,800円（84,480円） 100,300円（110,330円） 

３Mb/s 88,500円（97,350円） 123,800円（136,180円） 

４Mb/s 112,100円（123,310円） 147,400円（162,140円） 

５Mb/s 135,600円（149,160円） 170,900円（187,990円） 

６Mb/s 147,400円（162,140円） 194,400円（213,840円） 

７Mb/s 159,100円（175,010円） 218,000円（239,800円） 

８Mb/s 170,900円（187,990円） 241,500円（265,650円） 

９Mb/s 182,700円（200,970円） 253,300円（278,630円） 

10Mb/s 194,400円（213,840円） 265,000円（291,500円） 

20Mb/s 232,100円（255,310円） 338,000円（371,800円） 

30Mb/s 255,600円（281,160円） 396,800円（436,480円） 

40Mb/s 267,400円（294,140円） 443,900円（488,290円） 

50Mb/s 279,100円（307,010円） 490,900円（539,990円） 

60Mb/s 290,900円（319,990円） 538,000円（591,800円） 

70Mb/s 302,700円（332,970円） 585,000円（643,500円） 

80Mb/s 314,400円（345,840円） 632,100円（695,310円） 

90Mb/s 326,200円（358,820円） 679,100円（747,010円） 

100Mb/s 338,000円（371,800円） 726,200円（798,820円） 
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ｂ 収容パターン２に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

その他社接続契約者回線の終端

の場所が当社が指定する地域に

あるもの 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s、1Mb/s

から 1Mb/sごと

に 9Mb/sまでの

もの及び10Mb/s

から10Mb/sごと

に 100Mb/sまで

のもの 

１－２－１－１－１の(1)のウ

の（ウ）のａの、同一の都県内

において、その他社接続契約者

回線を利用するものに規定する

料金額（他社接続契約者回線の

品目が同一のものとします。）と

同額 

１－２－１－１－１の(1)のウ

の（ウ）のａの、左欄以外のも

のに規定する料金額（他社接続

契約者回線の品目が同一のもの

とします。）と同額 

 

 Ｂ 他社接続契約者回線の品目が200Mb/sから1000Mb/sまでのも

の 

  ａ 収容パターン１に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

当社が指定する地域

において、その他社

接続契約者回線を利

用するもの 

左欄以外のものであ

って、同一の都県内

において、その他社

接続契約者回線を利

用するもの 

左の二欄以外のもの 

200Mb/s 1,404,000円 

（1,544,400円） 

1,722,000円 

（1,894,200円） 

2,204,000円 

（2,424,400円） 

300Mb/s 1,439,000円 

（1,582,900円） 

1,981,000円 

（2,179,100円） 

2,710,000円 

（2,981,000円） 

400Mb/s 1,487,000円 

（1,635,700円） 

2,251,000円 

（2,476,100円） 

3,216,000円 

（3,537,600円） 

500Mb/s 1,522,000円 

（1,674,200円） 

2,510,000円 

（2,761,000円） 

3,722,000円 

（4,094,200円） 

600Mb/s 1,557,000円 

（1,712,700円） 

2,769,000円 

（3,045,900円） 

4,228,000円 

（4,650,800円） 

700Mb/s 1,592,000円 

（1,751,200円） 

3,039,000円 

（3,342,900円） 

4,722,000円 

（5,194,200円） 

800Mb/s 1,628,000円 

（1,790,800円） 

3,298,000円 

（3,627,800円） 

5,228,000円 

（5,750,800円） 

900Mb/s 1,651,000円 

（1,816,100円） 

3,557,000円 

（3,912,700円） 

5,734,000円 

（6,307,400円） 

1000Mb/s 1,687,000円 

（1,855,700円） 

3,828,000円 

（4,210,800円） 

6,239,000円 

（6,862,900円） 
 

  ｂ 収容パターン２に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
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他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

当社が指定する地域

において、その他社

接続契約者回線を利

用するもの 

左欄以外のものであ

って、同一の都県内

において、その他社

接続契約者回線を利

用するもの 

左の二欄以外のもの 

200Mb/s 1,404,000円 

（1,544,400円） 

1,722,000円 

（1,894,200円） 

2,204,000円 

（2,424,400円） 

300Mb/s 1,439,000円 

（1,582,900円） 

1,981,000円 

（2,179,100円） 

2,710,000円 

（2,981,000円） 

400Mb/s 1,487,000円 

（1,635,700円） 

2,251,000円 

（2,476,100円） 

3,216,000円 

（3,537,600円） 

500Mb/s 1,522,000円 

（1,674,200円） 

2,510,000円 

（2,761,000円） 

3,722,000円 

（4,094,200円） 

600Mb/s 1,557,000円 

（1,712,700円） 

2,769,000円 

（3,045,900円） 

4,228,000円 

（4,650,800円） 

700Mb/s 1,592,000円 

（1,751,200円） 

3,039,000円 

（3,342,900円） 

4,722,000円 

（5,194,200円） 

800Mb/s 1,628,000円 

（1,790,800円） 

3,298,000円 

（3,627,800円） 

5,228,000円 

（5,750,800円） 

900Mb/s 1,651,000円 

（1,816,100円） 

3,557,000円 

（3,912,700円） 

5,734,000円 

（6,307,400円） 

1000Mb/s 1,687,000円 

（1,855,700円） 

3,828,000円 

（4,210,800円） 

6,239,000円 

（6,862,900円） 
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 (エ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、中部テレコミュ

ニケーション株式会社となるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

その他社接続契約者回線の回線

距離測定局が、同一の県内にあ

るもの 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s 52,900円（58,190円） 76,500円（84,150円） 

１Mb/s 54,100円（59,510円） 77,600円（85,360円） 

２Mb/s 77,600円（85,360円） 112,900円（124,190円） 

３Mb/s 101,200円（111,320円） 148,200円（163,020円） 

４Mb/s 124,700円（137,170円） 183,500円（201,850円） 

５Mb/s 148,200円（163,020円） 218,800円（240,680円） 

６Mb/s 152,900円（168,190円） 235,300円（258,830円） 

７Mb/s 157,600円（173,360円） 251,800円（276,980円） 

８Mb/s 162,400円（178,640円） 268,200円（295,020円） 

９Mb/s 167,100円（183,810円） 284,700円（313,170円） 

10Mb/s 171,800円（188,980円） 301,200円（331,320円） 

20Mb/s 215,300円（236,830円） 375,300円（412,830円） 

30Mb/s 262,400円（288,640円） 452,900円（498,190円） 

40Mb/s 309,400円（340,340円） 530,600円（583,660円） 

50Mb/s 356,500円（392,150円） 608,200円（669,020円） 

60Mb/s 365,900円（402,490円） 644,700円（709,170円） 

70Mb/s 375,300円（412,830円） 681,200円（749,320円） 

80Mb/s 384,700円（423,170円） 717,600円（789,360円） 

90Mb/s 394,100円（433,510円） 754,100円（829,510円） 

100Mb/s 403,500円（443,850円） 791,800円（870,980円） 

200Mb/s 894,000円（983,400円） 1,329,000円（1,461,900円） 

300Mb/s 951,000円（1,046,100円） 1,576,000円（1,733,600円） 

400Mb/s 1,007,000円（1,107,700円） 1,824,000円（2,006,400円） 

500Mb/s 1,064,000円（1,170,400円） 2,071,000円（2,278,100円） 

600Mb/s 1,120,000円（1,232,000円） 2,318,000円（2,549,800円） 

700Mb/s 1,176,000円（1,293,600円） 2,565,000円（2,821,500円） 

800Mb/s 1,235,000円（1,358,500円） 2,812,000円（3,093,200円） 
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900Mb/s 1,294,000円（1,423,400円） 3,059,000円（3,364,900円） 

1000Mb/s 1,341,000円（1,475,100円） 3,294,000円（3,623,400円） 
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(オ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、北陸通信ネットワ

ーク株式会社となるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

同一の県内において、その他社

接続契約者回線を利用するもの 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s 47,500円（52,250円） 61,200円（67,320円） 

１Mb/s 52,900円（58,190円） 74,100円（81,510円） 

２Mb/s 71,800円（78,980円） 109,400円（120,340円） 

３Mb/s 89,400円（98,340円） 147,100円（161,810円） 

４Mb/s 110,600円（121,660円） 182,400円（200,640円） 

５Mb/s 130,600円（143,660円） 215,300円（236,830円） 

６Mb/s 137,600円（151,360円） 242,400円（266,640円） 

７Mb/s 144,700円（159,170円） 269,400円（296,340円） 

８Mb/s 151,800円（166,980円） 296,500円（326,150円） 

９Mb/s 158,800円（174,680円） 323,500円（355,850円） 

10Mb/s 163,500円（179,850円） 349,400円（384,340円） 

20Mb/s 181,200円（199,320円） 392,900円（432,190円） 

30Mb/s 198,800円（218,680円） 436,500円（480,150円） 

40Mb/s 216,500円（238,150円） 480,000円（528,000円） 

50Mb/s 234,100円（257,510円） 523,500円（575,850円） 

60Mb/s 251,800円（276,980円） 565,900円（622,490円） 

70Mb/s 269,400円（296,340円） 608,200円（669,020円） 

80Mb/s 285,900円（314,490円） 650,600円（715,660円） 

90Mb/s 302,400円（332,640円） 692,900円（762,190円） 

100Mb/s 317,600円（349,360円） 732,900円（806,190円） 
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(カ)  他社接続契約者回線に係る協定事業者が、株式会社オプテー

ジとなるもの 

           Ａ 収容パターン１に係るもの 

ａ 他社接続契約者回線の品目が1Mb/sから100Mb/sのもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

その他社接続契約者回線の回線

距離測定局が、同一の府県内に

あるもの 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s 42,500 円（46,750 円） 60,000円（66,000円） 

１Mb/s 50,600円（55,660円） 70,600円（77,660円） 

２Mb/s 62,400円（68,640円） 87,100円（95,810円） 

３Mb/s 80,000円（88,000円） 110,600円（121,660円） 

４Mb/s 97,600円（107,360円） 134,100円（147,510円） 

５Mb/s 127,100円（139,810円） 174,100円（191,510円） 

６Mb/s 144,700円（159,170円） 229,400円（252,340円） 

７Mb/s 161,200円（177,320円） 284,700円（313,170円） 

８Mb/s 178,800円（196,680円） 341,200円（375,320円） 

９Mb/s 195,300円（214,830円） 396,500円（436,150円） 

10Mb/s 212,900円（234,190円） 451,800円（496,980円） 

20Mb/s 228,200円（251,020円） 489,400円（538,340円） 

30Mb/s 243,500円（267,850円） 527,100円（579,810円） 

40Mb/s 260,000円（286,000円） 564,700円（621,170円） 

50Mb/s 275,300円（302,830円） 602,400円（662,640円） 

60Mb/s 290,600円（319,660円） 640,000円（704,000円） 

70Mb/s 305,900円（336,490円） 677,600円（745,360円） 

80Mb/s 322,400円（354,640円） 715,300円（786,830円） 

90Mb/s 337,600円（371,360円） 752,900円（828,190円） 

100Mb/s 352,900円（388,190円） 790,600円（869,660円） 

 

ｂ 他社接続契約者回線の品目が1Gb/sのもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

回線距離区分 料  金  額 

15kmまでのもの 1,365,000 円（1,501,500円） 

30kmまでのもの 2,534,000円（2,787,400円） 

40kmまでのもの 2,799,000円（3,078,900円） 
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50kmまでのもの 3,033,000円（3,336,300円） 

60kmまでのもの 3,219,000円（3,540,900円） 

70kmまでのもの 3,369,000円（3,705,900円） 

80kmまでのもの 3,499,000円（3,848,900円） 

90kmまでのもの 3,624,000円（3,986,400円） 

100kmまでのもの 3,745,000円（4,119,500円） 

120kmまでのもの 3,863,000円（4,249,300円） 

120kmを超えるもの 3,977,000円（4,374,700円） 
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(キ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、株式会社エネコム

となるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

アクセス回線Ｂに係るもの アクセス回線Ｃに係るもの 

0.5Mb/s 42,500 円（46,750 円） 54,500円（59,950円） 

１Mb/s 49,400円（54,340円） 74,100円（81,510円） 

２Mb/s 67,100円（73,810円） 109,400円（120,340円） 

３Mb/s 83,500円（91,850円） 147,100円（161,810円） 

４Mb/s 103,500円（113,850円） 180,000円（198,000円） 

５Mb/s 122,400円（134,640円） 211,800円（232,980円） 

６Mb/s 130,600円（143,660円） 228,200円（251,020円） 

７Mb/s 138,800円（152,680円） 244,700円（269,170円） 

８Mb/s 147,100円（161,810円） 261,200円（287,320円） 

９Mb/s 155,300円（170,830円） 277,600円（305,360円） 

10Mb/s 162,400円（178,640円） 294,100円（323,510円） 

20Mb/s 182,400円（200,640円） 340,000円（374,000円） 

30Mb/s 202,400円（222,640円） 385,900円（424,490円） 

40Mb/s 222,400円（244,640円） 431,800円（474,980円） 

50Mb/s 242,400円（266,640円） 477,600円（525,360円） 

60Mb/s 262,400円（288,640円） 523,500円（575,850円） 

70Mb/s 282,400円（310,640円） 569,400円（626,340円） 

80Mb/s 302,400円（332,640円） 615,300円（676,830円） 

90Mb/s 322,400円（354,640円） 661,200円（727,320円） 

100Mb/s 341,200円（375,320円） 705,900円（776,490円） 
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(ク) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、株式会社ＳＴＮｅ

ｔとなるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

同一の県内において、その他社

接続契約者回線を利用するもの 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s 45,900 円（50,490 円） 64,700円（71,170円） 

１Mb/s 52,900円（58,190円） 74,100円（81,510円） 

２Mb/s 74,100円（81,510円） 109,400円（120,340円） 

３Mb/s 90,600円（99,660円） 147,100円（161,810円） 

４Mb/s 109,400円（120,340円） 180,000円（198,000円） 

５Mb/s 128,200円（141,020円） 211,800円（232,980円） 

６Mb/s 141,200円（155,320円） 240,000円（264,000円） 

７Mb/s 150,600円（165,660円） 263,500円（289,850円） 

８Mb/s 156,500円（172,150円） 281,200円（309,320円） 

９Mb/s 161,200円（177,320円） 291,800円（320,980円） 

10Mb/s 164,700円（181,170円） 300,000円（330,000円） 

20Mb/s 201,200円（221,320円） 371,800円（408,980円） 

30Mb/s 232,900円（256,190円） 438,800円（482,680円） 

40Mb/s 261,200円（287,320円） 497,600円（547,360円） 

50Mb/s 285,900円（314,490円） 549,400円（604,340円） 

60Mb/s 307,100円（337,810円） 594,100円（653,510円） 

70Mb/s 325,900円（358,490円） 634,100円（697,510円） 

80Mb/s 341,200円（375,320円） 665,900円（732,490円） 

90Mb/s 354,100円（389,510円） 692,900円（762,190円） 

100Mb/s 364,700円（401,170円） 715,300円（786,830円） 
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(ケ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、株式会社QTnetと

なるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

同一の県内において、その他社

接続契約者回線を利用するもの 

左欄以外のもの 

0.5Mb/s 42,500 円（46,750 円） 69,500円（76,450円） 

１Mb/s 51,800円（56,980円） 78,800円（86,680円） 

２Mb/s 74,100円（81,510円） 111,800円（122,980円） 

３Mb/s 90,600円（99,660円） 147,100円（161,810円） 

４Mb/s 109,400円（120,340円） 182,400円（200,640円） 

５Mb/s 129,400円（142,340円） 211,800円（232,980円） 

６Mb/s 147,100円（161,810円） 235,300円（258,830円） 

７Mb/s 158,800円（174,680円） 258,800円（284,680円） 

８Mb/s 170,600円（187,660円） 282,400円（310,640円） 

９Mb/s 182,400円（200,640円） 300,000円（330,000円） 

10Mb/s 194,100円（213,510円） 314,100円（345,510円） 

20Mb/s 223,500円（245,850円） 370,600円（407,660円） 

30Mb/s 252,900円（278,190円） 427,100円（469,810円） 

40Mb/s 278,800円（306,680円） 482,400円（530,640円） 

50Mb/s 304,700円（335,170円） 535,300円（588,830円） 

60Mb/s 328,200円（361,020円） 588,200円（647,020円） 

70Mb/s 351,800円（386,980円） 638,800円（702,680円） 

80Mb/s 367,100円（403,810円） 689,400円（758,340円） 

90Mb/s 382,400円（420,640円） 725,900円（798,490円） 

100Mb/s 397,600円（437,360円） 762,400円（838,640円） 
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(コ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、ＯＴＮｅｔ株式会

社となるもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者

回線の品目 

料  金  額 

１Mb/s 52,900 円（58,190 円） 

２Mb/s 67,100円（73,810円） 

３Mb/s 80,000円（88,000円） 

４Mb/s 96,500円（106,150円） 

５Mb/s 109,400円（120,340円） 

10Mb/s 123,500円（135,850円） 

20Mb/s 157,600円（173,360円） 

30Mb/s 190,600円（209,660円） 

40Mb/s 223,500円（245,850円） 

50Mb/s 256,500円（282,150円） 

100Mb/s 305,900円（336,490円） 

 
 

(2) 臨時ＶＰＮ契約に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（日額） 
 

区  分 料  金  額 

アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに係

るものに限ります。）に係るもの 

臨時ＶＰＮ契約以外の契約に係るものと

みなした場合に適用される料金額の10分

の１ 
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１－２－１－１－２ 加入者回線に係るもの 

(1) アクセスタイプ１（ＡＴＭアクセスに係るものに限ります。）に係

るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料    金    額 

0.5Mb/s 80,000 円（88,000 円） 

１Mb/s 82,000円（90,200円） 

２Mb/s 85,000円（93,500円） 

３Mb/s 88,000円（96,800円） 

４Mb/s 91,000円（100,100円） 

５Mb/s 94,000円（103,400円） 

６Mb/s 97,000円（106,700円） 

７Mb/s 99,000円（108,900円） 

８Mb/s 101,000円（111,100円） 

９Mb/s 103,000円（113,300円） 

10Mb/s 105,000円（115,500円） 

11Mb/sから44Mb/sまでのもの そのＶＰＮサービスを10Mb/s品目のもの

とみなした場合に適用されるアクセス回

線料に、10Mb/sを超える１Mb/sまでごと

に3,500円（3,850円）を加えた額 

45Mb/s 227,500 円（250,250 円） 

46Mb/sから135Mb/sまでのもの そのＶＰＮサービスを45Mb/s品目のもの

とみなした場合に適用されるアクセス回

線料に、45Mb/sを超える１Mb/sまでごと

に2,000円（2,200円）を加えた額 

 



94 

(2) アクセスタイプ１（イーサネットアクセスに係るものに限りま

す。）に係るもの 

ア 収容パターン１に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品  目 料  金  額 

10Mb/s アクセス速度が0.5Mb/sのもの 33,000 円（36,300 円） 

 アクセス速度が１Mb/sのもの 48,000円（52,800円） 

 アクセス速度が２Mb/sのもの 80,000円（88,000円） 

 アクセス速度が３Mb/sのもの 88,000円（96,800円） 

 アクセス速度が４Mb/sのもの 91,000円（100,100円） 

 アクセス速度が５Mb/sのもの 94,000円（103,400円） 

 アクセス速度が６Mb/sのもの 97,000円（106,700円） 

 アクセス速度が７Mb/sのもの 99,000円（108,900円） 

 アクセス速度が８Mb/sのもの 101,000円（111,100円） 

 アクセス速度が９Mb/sのもの 103,000円（113,300円） 

 アクセス速度が10Mb/sのもの 105,000円（115,500円） 

100Mb/s アクセス速度が10Mb/sのもの 105,000円（115,500円） 

 アクセス速度が20Mb/sのもの 125,000円（137,500円） 

 アクセス速度が30Mb/sのもの 148,000円（162,800円） 

 アクセス速度が40Mb/sのもの 169,000円（185,900円） 

 アクセス速度が50Mb/sのもの 187,000円（205,700円） 

 アクセス速度が60Mb/sのもの 202,000円（222,200円） 

 アクセス速度が70Mb/sのもの 215,000円（236,500円） 

 アクセス速度が80Mb/sのもの 225,000円（247,500円） 

 アクセス速度が90Mb/sのもの 233,000円（256,300円） 

 アクセス速度が100Mb/sのもの 240,000円（264,000円） 

1000Mb/s アクセス速度が1000Mb/sのもの 830,000円（913,000円） 
 

イ 収容パターン２に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品  目 料  金  額 

10Mb/s アクセス速度が0.5Mb/sのもの 53,000 円（58,300 円） 

 アクセス速度が1Mb/sのもの 68,000円（74,800円） 

 アクセス速度が2Mb/sのもの 100,000円（110,000円） 

 アクセス速度が3Mb/sのもの 110,000円（121,000円） 
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 アクセス速度が4Mb/sのもの 127,000円（139,700円） 

 アクセス速度が5Mb/sのもの 130,000円（143,000円） 

 アクセス速度が6Mb/sのもの 144,000円（158,400円） 

 アクセス速度が7Mb/sのもの 158,000円（173,800円） 

 アクセス速度が8Mb/sのもの 172,000円（189,200円） 

 アクセス速度が9Mb/sのもの 174,000円（191,400円） 

 アクセス速度が10Mb/sのもの 176,000円（193,600円） 

100Mb/s アクセス速度が10Mb/sのもの 176,000円（193,600円） 

 アクセス速度が20Mb/sのもの 231,000円（254,100円） 

 アクセス速度が30Mb/sのもの 290,000円（319,000円） 

 アクセス速度が40Mb/sのもの 346,000円（380,600円） 

 アクセス速度が50Mb/sのもの 400,000円（440,000円） 

 アクセス速度が60Mb/sのもの 450,000円（495,000円） 

 アクセス速度が70Mb/sのもの 498,000円（547,800円） 

 アクセス速度が80Mb/sのもの 543,000円（597,300円） 

 アクセス速度が90Mb/sのもの 586,000円（644,600円） 

 アクセス速度が100Mb/sのもの 629,000円（691,900円） 

1000Mb/s アクセス速度が100Mb/sのもの 1,219,000円（1,340,900円） 

 アクセス速度が200Mb/sのもの 1,312,000円（1,443,200円） 

 アクセス速度が300Mb/sのもの 1,559,000円（1,714,900円） 

 アクセス速度が400Mb/sのもの 1,795,000円（1,974,500円） 

 アクセス速度が500Mb/sのもの 2,042,000円（2,246,200円） 

 アクセス速度が600Mb/sのもの 2,289,000円（2,517,900円） 

 アクセス速度が700Mb/sのもの 2,513,000円（2,764,300円） 

 アクセス速度が800Mb/sのもの 2,760,000円（3,036,000円） 

 アクセス速度が900Mb/sのもの 3,007,000円（3,307,700円） 

 アクセス速度が1000Mb/sのもの 3,241,000円（3,565,100円） 
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     １－２－１－２ 削除 

     １－２－１－３ 基本料 

  １－２－１－３－１ アクセスタイプ５に係るもの 

(1) ＩＰ通信網（東日本電信電話株式会社に係るものに限ります。）と

の接続に係るもの 

Ａ プラン１に係るもの 

  ａ ｂ以外のもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 106,000円 

（116,600円） 

100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 740,000円 

（814,000円） 

 1000Mb/s アクセス速度が200Mbit/sのもの 806,000円 

（886,600円） 

  アクセス速度が300Mbit/sのもの 872,000円 

（959,200円） 

  アクセス速度が400Mbit/sのもの 938,000円 

（1,031,800円） 

  アクセス速度が500Mbit/sのもの 1,004,000円 

（1,104,400円） 

  アクセス速度が600Mbit/sのもの 1,070,000円 

（1,177,000円） 

  アクセス速度が700Mbit/sのもの 1,136,000円 

（1,249,600円） 

  アクセス速度が800Mbit/sのもの 1,202,000円 

（1,322,200円） 

  アクセス速度が900Mbit/sのもの 1,268,000円 

（1,394,800円） 

  アクセス速度が1000Mbit/sのもの 1,334,000円 

（1,467,400円） 
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  ｂ ＩＰ通信網サービス（メニュー５に係るものに限ります。）

との接続に限定するもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 91,000円 

（100,100円） 

100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 550,000円 

（605,000円） 

 1000Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 550,000円 

（605,000円） 

  アクセス速度が200Mbit/sのもの 616,000円 

（677,600円） 

  アクセス速度が300Mbit/sのもの 682,000円 

（750,200円） 

  アクセス速度が400Mbit/sのもの 748,000円 

（822,800円） 

  アクセス速度が500Mbit/sのもの 814,000円 

（895,400円） 

  アクセス速度が600Mbit/sのもの 880,000円 

（968,000円） 

  アクセス速度が700Mbit/sのもの 946,000円 

（1,040,600円） 

  アクセス速度が800Mbit/sのもの 1,012,000円 

（1,113,200円） 

  アクセス速度が900Mbit/sのもの 1,078,000円 

（1,185,800円） 

  アクセス速度が1000Mbit/sのもの 1,144,000円 

（1,258,400円） 
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Ｂ プラン２に係るもの 

  ａ ｂ以外のもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 326,000円 

（358,600円） 

100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 1,720,000円 

（1,892,000円） 

 1000Mb/s アクセス速度が200Mbit/sのもの 2,086,000円 

（2,294,600円） 

  アクセス速度が300Mbit/sのもの 2,452,000円 

（2,697,200円） 

  アクセス速度が400Mbit/sのもの 2,818,000円 

（3,099,800円） 

  アクセス速度が500Mbit/sのもの 3,184,000円 

（3,502,400円） 

  アクセス速度が600Mbit/sのもの 3,550,000円 

（3,905,000円） 

  アクセス速度が700Mbit/sのもの 3,916,000円 

（4,307,600円） 

  アクセス速度が800Mbit/sのもの 4,282,000円 

（4,710,200円） 

  アクセス速度が900Mbit/sのもの 4,648,000円 

（5,112,800円） 

  アクセス速度が1000Mbit/sのもの 5,014,000円 

（5,515,400円） 
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  ｂ ＩＰ通信網サービス（メニュー５に係るものに限ります。）と

の接続に限定するもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 311,000円 

（342,100円） 

100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 1,530,000円 

（1,683,000円） 

 1000Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 1,530,000円 

（1,683,000円） 

  アクセス速度が200Mbit/sのもの 1,896,000円 

（2,085,600円） 

  アクセス速度が300Mbit/sのもの 2,262,000円 

（2,488,200円） 

  アクセス速度が400Mbit/sのもの 2,628,000円 

（2,890,800円） 

  アクセス速度が500Mbit/sのもの 2,994,000円 

（3,293,400円） 

  アクセス速度が600Mbit/sのもの 3,360,000円 

（3,696,000円） 

  アクセス速度が700Mbit/sのもの 3,726,000円 

（4,098,600円） 

  アクセス速度が800Mbit/sのもの 4,092,000円 

（4,501,200円） 

  アクセス速度が900Mbit/sのもの 4,458,000円 

（4,903,800円） 

  アクセス速度が1000Mbit/sのもの 4,824,000円 

（5,306,400円） 
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(2) ＩＰ通信網（西日本電信電話株式会社に係るものに限ります。）と

の接続に係るもの 

Ａ プラン１に係るもの 

 ａ ｂ以外のもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 106,000円 

（116,600円） 

 100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 740,000円 

（814,000円） 

 

 ｂ ＩＰ通信網サービス（メニュー５に係るものに限ります。）と

の接続に限定するもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 91,000円 

（100,100円） 

100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 550,000円 

（605,000円） 

 1000Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 550,000円 

（605,000円） 

  アクセス速度が200Mbit/sのもの 616,000円 

（677,600円） 

  アクセス速度が300bit/sのもの 682,000円 

（750,200円） 

  アクセス速度が400Mbit/sのもの 748,000円 

（822,800円） 

  アクセス速度が500Mbit/sのもの 814,000円 

（895,400円） 

  アクセス速度が600Mbit/sのもの 880,000円 

（968,000円） 

  アクセス速度が700Mbit/sのもの 946,000円 

（1,040,600円） 

  アクセス速度が800Mbit/sのもの 1,012,000円 

（1,113,200円） 

  アクセス速度が900Mbit/sのもの 1,078,000円 

（1,185,800円） 

  アクセス速度が1000Mbit/sのもの 1,144,000円 

（1,258,400円） 

 

        Ｂ プラン２に係るもの 
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 ａ ｂ以外のもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 326,000円 

（358,600円） 

 100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 1,720,000円 

（1,892,000円） 

 1000Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 1,720,000円 

（1,892,000円） 

  アクセス速度が200Mbit/sのもの 2,766,000円 

（3,042,600円） 

  アクセス速度が300Mbit/sのもの 3,812,000円 

（4,193,200円） 

  アクセス速度が400Mbit/sのもの 4,858,000円 

（5,343,800円） 

  アクセス速度が500Mbit/sのもの 5,904,000円 

（6,494,400円） 

  アクセス速度が600Mbit/sのもの 6,950,000円 

（7,645,000円） 

  アクセス速度が700Mbit/sのもの 7,996,000円 

（8,795,600円） 

  アクセス速度が800Mbit/sのもの 9,042,000円 

（9,946,200円） 

  アクセス速度が900Mbit/sのもの 10,088,000円 

（11,096,800円） 

  アクセス速度が1000Mbit/sのもの 11,134,000円 

（12,247,400円） 

 



102 

  ｂ ＩＰ通信網サービス（メニュー５に係るものに限ります。）と

の接続に限定するもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料 金 額 

イーサネットア

クセス 

10Mb/s アクセス速度が10Mbit/sのもの 311,000円 

（342,100円） 

100Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 1,530,000円 

（1,683,000円） 

 1000Mb/s アクセス速度が100Mbit/sのもの 1,530,000円 

（1,683,000円） 

  アクセス速度が200Mbit/sのもの 2,576,000円 

（2,833,600円） 

  アクセス速度が300Mbit/sのもの 3,622,000円 

（3,984,200円） 

  アクセス速度が400Mbit/sのもの 4,668,000円 

（5,134,800円） 

  アクセス速度が500Mbit/sのもの 5,714,000円 

（6,285,400円） 

  アクセス速度が600Mbit/sのもの 6,760,000円 

（7,436,000円） 

  アクセス速度が700Mbit/sのもの 7,806,000円 

（8,586,600円） 

  アクセス速度が800Mbit/sのもの 8,852,000円 

（9,737,200円） 

  アクセス速度が900Mbit/sのもの 9,898,000円 

（10,887,800円） 

  アクセス速度が1000Mbit/sのもの 10,944,000円 

（12,038,400円） 
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１－２－２ 付加機能使用料 

     (1) (2)以外のもの 
 

区      分 単位 料  金  額 

臨時以外のも

の（月額） 

臨時のもの 

  （日額） 

優
先
制
御
機
能 

ＩＰパ

ケット

を、Ｉ

Ｐパケ

ットご

とにあ

らかじ

め指定

した優

先順位

にした

がって

網（Ｖ

ＰＮノ

ード装

置相互

間に限

り ま

す）。内

で転送

する機

能 

ア ク セ

ス タ イ

プ１（Ｓ

Ｔ Ｍ ア

ク セ ス

又 は Ａ

Ｔ Ｍ ア

ク セ ス

に 限 り

ます。）

に 係 る

もの 

64kb/s品目のも

の 

１のＶ

ＰＮ契

約ごと

に 

3,000円 

（3,300円） 

300円 

（330円） 

128kb/s 品 目 の

もの 

3,000円 

（3,300円） 

300円 

（330円） 

0.5Mb/s品目のも

の 

 5,000円 

（5,500円） 

500円 

（550円） 

１Mb/s品目のも

の 

 10,000円 

（11,000円） 

1,000円 

（1,100円） 

 ２Mb/s品目のも

の 

 20,000円 

（22,000円） 

－ 

 ３Mb/s品目のも

の 

 30,000円 

（33,000円） 

3,000円 

（3,300円） 

 ４Mb/s品目のも

の 

 40,000円 

（44,000円） 

－ 

  ５Mb/s品目のも

の 

 50,000円 

（55,000円） 

－ 

  ６Mb/s品目のも

の 

 60,000円 

（66,000円） 

6,000円 

（6,600円） 

  ７Mb/s品目のも

の 

 70,000円 

（77,000円） 

－ 

   ８Mb/s品目のも

の 

 80,000円 

（88,000円） 

－ 

   ９Mb/s品目のも

の 

 90,000円 

（99,000円） 

－ 

   10Mb/s品目のも

の 

 100,000円 

（110,000円） 

－ 

   11Mb/s品目のも

の 

 105,000円 

（115,500円） 

－ 

   12Mb/s品目のも

の 

 110,000円 

（121,000円） 

－ 

   13Mb/s品目のも

の 

 115,000円 

（126,500円） 

－ 

   14Mb/s品目のも

の 

 120,000円 

（132,000円） 

－ 
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   15Mb/s品目のも

の 

 125,000円 

（137,500円） 

－ 

   16Mb/s品目のも

の 

 130,000円 

（143,000円） 

－ 

   17Mb/s品目のも

の 

 135,000円 

（148,500円） 

－ 

   18Mb/s品目のも

の 

 140,000円 

（154,000円） 

－ 

   19Mb/s品目のも

の 

 145,000円 

（159,500円） 

－ 

   20Mb/s品目のも

の 

 150,000円 

（165,000円） 

－ 

   21Mb/s品目のも

の 

 155,000円 

（170,500円） 

－ 

   22Mb/s品目のも

の 

 160,000円 

（176,000円） 

－ 

   23Mb/s品目のも

の 

 165,000円 

（181,500円） 

－ 

   24Mb/s品目のも

の 

 170,000円 

（187,000円） 

－ 

   25Mb/s品目のも

の 

 175,000円 

（192,500円） 

－ 

   26Mb/s品目のも

の 

 180,000円 

（198,000円） 

－ 

   27Mb/s品目のも

の 

 185,000円 

（203,500円） 

－ 

   28Mb/s品目のも

の 

 190,000円 

（209,000円） 

－ 

   29Mb/s品目のも

の 

 195,000円 

（214,500円） 

－ 

   30Mb/s品目のも

の 

 200,000円 

（220,000円） 

－ 

   31Mb/s品目のも

の 

 201,500円 

（221,650円） 

－ 

   32Mb/s品目のも

の 

 203,000円 

（223,300円） 

－ 

   33Mb/s品目のも

の 

 204,500円 

（224,950円） 

－ 
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   34Mb/s品目のも

の 

 206,000円 

（226,600円） 

－ 

   35Mb/s品目のも

の 

 207,500円 

（228,250円） 

－ 

   36Mb/s品目のも

の 

 209,000円 

（229,900円） 

－ 

   37Mb/s品目のも

の 

 210,500円 

（231,550円） 

－ 

   38Mb/s品目のも

の 

 212,000円 

（233,200円） 

－ 

   39Mb/s品目のも

の 

 213,500円 

（234,850円） 

－ 

   40Mb/s品目のも

の 

 215,000円 

（236,500円） 

－ 

   41Mb/s品目のも

の 

 216,500円 

（238,150円） 

－ 

   42Mb/s品目のも

の 

 218,000円 

（239,800円） 

－ 

   43Mb/s品目のも

の 

 219,500円 

（241,450円） 

－ 

   44Mb/s品目のも

の 

 221,000円 

（243,100円） 

－ 

   45Mb/s品目のも

の 

 222,500円 

（244,750円） 

－ 

   46Mb/s品目のも

の 

 224,000円 

（246,400円） 

－ 

   47Mb/s品目のも

の 

 225,500円 

（248,050円） 

－ 

   48Mb/s品目のも

の 

 227,000円 

（249,700円） 

－ 

   49Mb/s品目のも

の 

 228,500円 

（251,350円） 

－ 

   50Mb/s品目のも

の 

 230,000円 

（253,000円） 

－ 

  ア ク セ

ス タ イ

プ１（イ

ー サ ネ

ポ ー ト 速 度 が

0.5Mb/sのもの 

１のＶ

ＰＮ契

約ごと

に 

5,000円 

（5,500円） 

－ 

  ポート速度が１

Mb/sのもの 

10,000円 

（11,000円） 

－ 
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  ッ ト ア

ク セ ス

に 限 り

ます。）

又 は ア

ク セ ス

タ イ プ

５（イー

サ ネ ッ

ト ア ク

セ ス に

限 り ま

す。）に

係 る も

の 

ポート速度が２

Mb/sのもの 

 20,000円 

（22,000円） 

－ 

  ポート速度が３

Mb/sのもの 

 30,000円 

（33,000円） 

－ 

  ポート速度が４

Mb/sのもの 

 40,000円 

（44,000円） 

－ 

  ポート速度が５

Mb/sのもの 

 50,000円 

（55,000円） 

－ 

  ポート速度が６

Mb/sのもの 

 60,000円 

（66,000円） 

－ 

  ポート速度が７

Mb/sのもの 

 70,000円 

（77,000円） 

－ 

  ポート速度が８

Mb/sのもの 

 80,000円 

（88,000円） 

－ 

   ポート速度が９

Mb/sのもの 

 90,000円 

（99,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

10Mb/sのもの 

 100,000円 

（110,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

20Mb/sのもの 

 150,000円 

（165,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

30Mb/sのもの 

 200,000円 

（220,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

40Mb/sのもの 

 215,000円 

（236,500円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

50Mb/sのもの 

 230,000円 

（253,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

60Mb/sのもの 

 245,000円 

（269,500円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

70Mb/sのもの 

 260,000円 

（286,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

80Mb/sのもの 

 275,000円 

（302,500円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

90Mb/sのもの 

 290,000円 

（319,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

100Mb/sのもの 

 300,000円 

（330,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

200Mb/sのもの 

 430,000円 

（473,000円） 

－ 
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   ポ ー ト 速 度 が

300Mb/sのもの 

 560,000円 

（616,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

400Mb/sのもの 

 690,000円 

（759,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

500Mb/sのもの 

 800,000円 

（880,000円） 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

600Mb/sのもの 

 910,000円 

(1,001,000

円) 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

700Mb/sのもの 

 1,020,000円 

(1,122,000

円) 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

800Mb/sのもの 

 1,130,000円 

(1,243,000

円) 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

900Mb/sのもの 

 1,240,000円 

(1,364,000

円) 

－ 

   ポ ー ト 速 度 が

1000Mb/sのもの 

 1,350,000円 

(1,485,000

円) 

－ 

 備考 

 １ 優先制御機能には次のクラスの種類があります。 

  クラスの種類 内  容  

  ３クラス ３つの優先順位にしたがって網内で転送するもの  

  ４クラス ４つの優先順位にしたがって網内で転送するもの  

  ２ 当社は、ＶＰＮサービス（アクセスタイプ１（イーサネットアクセス

（ポート速度が600Mb/s以上のもの、他社接続契約者回線（別記５の(2)

に係るものに限ります。）に係るポート速度が0.5Mb/sのもの及び当社が

別に定める当社の契約約款及び料金表に規定する電気通信サービスに係

るものに限ります。）に係るもの及びＡＴＭアクセス（51Mb/s以上の品目

のものに限ります。）に係るものに限ります。）、アクセスタイプ５（イー

サネットアクセス（ポート速度が600Mb/s以上のものに限ります。）に係

るものに限ります。）及びアクセスタイプ７に係るものを除きます。）に

係るＶＰＮ契約者に限り、この機能（クラスの種類が３クラスに係るも

のに限ります。）を提供します。 
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 ３ 当社は、ＶＰＮサービス（アクセスタイプ１（イーサネットアクセス

（他社接続契約者回線（別記５の(2)に係るものに限ります。）に係るポ

ート速度が0.5Mb/sのもの及び当社が別に定める当社の契約約款及び料

金表に規定する電気通信サービスに係るものに限ります。）に係るもの、

及びＡＴＭアクセス（11Mb/s以上の品目のものに限ります。）に係るも

のに限ります。）及びアクセスタイプ７に係るものを除きます。）に係

るＶＰＮ契約者に限り、この機能（クラスの種類が４クラスに係るもの

に限ります。）を提供します。 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める当社の契約約款及び料金表に規定

する電気通信サービスは、Univesal Oneサービス契約約款（第３編）

に規定するＶＰＮサービス（コース２（速度の区分が0.5Mb/sのものに

限ります。）に係るものに限ります。）とします。 

Ｖ
Ｐ
Ｎ
グ
ル
ー
プ
間
通
信
機
能 

この機能を利用

するＶＰＮサー

ビスに係る所属

ＶＰＮグループ

を構成するＶＰ

Ｎグループ回線

と、ＶＰＮ契約者

があらかじめ指

定する他のＶＰ

Ｎグループ（その

ＶＰＮグループ

に係るＶＰＮグ

ループ代表者が、

この機能を利用

するものに限り

ます。）を構成す

るＶＰＮグルー

プ回線との間又

は当社が必要に

より設置する電

気通信設備との

間の通信（データ

モードに係るも

のに限ります。）

を行うことがで

きるようにする

機能 

下記以外のもの １のＶＰ

Ｎグルー

プごとに 

15,000円 

（16,500円） 

1,500円 

（1,650円） 

パケットフィル

タリング（ＶＰ

Ｎ契約者があら

かじめ指定する

条件によりＩＰ

パケットの伝送

を制限すること

をいいます。以

下 同 じ と し ま

す。）の設定が可

能なもの 

１のＶＰ

Ｎグルー

プごとに 

9,000円 

（9,900円） 

900円 

（990円） 

１のＶＰ

Ｎグルー

プごとに

（10まで

のパケッ

トフィル

タリング

の条件を

含 み ま

す。） 

6,000円 

（6,600円） 

600円 

（660円） 

 

 １のＶＰ

Ｎグルー

プにつき

設定する

10のパケ

ットフィ

ルタリン

グの条件

を超える

他のパケ

ットフィ

ルタリン

グの条件

ごとに 

1,000円 

（1,100円） 

100円 

（110円） 

 

備考 

 

１ 当社は、ＶＰＮ契約者（ＶＰＮグループ代表者となる者に限ります。）

に限り、この機能を提供します。 
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２ この機能（パケットフィルタリングの設定が可能なものに限ります。

以下備考３までにおいて同じとします。）については、ＶＰＮ契約者があ

らかじめ指定する他のＶＰＮグループとして、当社のUniversal Oneサー

ビス契約約款（第１編）に規定するUniversal Oneサービスに係るもので

あって、そのＶＰＮグループに係るＶＰＮグループ代表者がこの機能に

相当する付加機能を利用するものを含むものとします。 

３ この機能の申込みにあたっては、設定するパケットフィルタリングの

条件をあらかじめ通知していただきます。 

削除 

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
接
続
機
能 

アプリケーションサービスゲートウェ

イ（この機能及びアプリケーションサ

ービス利用機能を提供するために当社

が設置する電気通信設備をいいます。

以下同じとします。）を介して、この機

能を利用してアプリケーションサービ

スを提供するＶＰＮ契約者のＶＰＮサ

ービスに係る所属ＶＰＮグループを構

成するＶＰＮグループ回線と、ＶＰＮ

契約者があらかじめ指定する他のＶＰ

Ｎグループ（そのＶＰＮグループに係

るＶＰＮグループ代表者が、アプリケ

ーションサービス利用機能を利用する

ものに限ります。）を構成するＶＰＮグ

ループ回線との間の通信を行うことが

できるようにする機能 

－ － － 

 備考 

 １ 当社は、ＶＰＮ契約者（ＶＰＮグループ代表者となる者に限ります。）

に限り、この機能を提供します。 

 ２ この機能の申込みにあたっては、アプリケーションサービスゲートウ

ェイに設定するパケットフィルタリングの条件をあらかじめ通知してい

ただきます。 

 ３ パケットフィルタリングの設定数は、当社が指定する数を上限としま

す。 

 ４ ＶＰＮ契約者は、この機能を利用するＶＰＮサービス（所属ＶＰＮグ

ループを構成するＶＰＮグループ回線を含みます。）については、この

機能以外の付加機能を利用することができません。 

 ５ 当社は、この機能を利用してアプリケーションサービスを提供するこ

とに伴い発生した損害については、当社の故意又は重大な過失による場

合を除き、責任を負いません。 
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ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
利
用
機
能 

アプリケーションサービスゲートウェ

イを介して、この機能を利用してアプ

リケーションサービスを利用するＶＰ

Ｎ契約者のＶＰＮサービスに係る所属

ＶＰＮグループを構成するＶＰＮグル

ープ回線と、ＶＰＮ契約者があらかじ

め指定する他のＶＰＮグループ（その

ＶＰＮグループに係るＶＰＮグループ

代表者が、アプリケーションサービス

接続機能を利用するものに限ります。）

を構成するＶＰＮグループ回線との間

又は当社が必要により設置する電気通

信設備との間の通信を行うことができ

るようにする機能 

接続先と

なる他の

ＶＰＮグ

ループ又

は当社が

必要によ

り設置す

る電気通

信設備ご

とに 

20,000円

（22,000円） 

2,000円

（2,200円） 

アプリケ

ーション

サービス

ゲートウ

ェイに設

定するパ

ケットフ

ィルタリ

ングの条

件ごとに 

2,000円

（2,200円） 

200円 

（220円） 

     

 備考 

 

１ 当社は、ＶＰＮ契約者（ＶＰＮグループ代表者となる者に限ります。）

に限り、この機能を提供します。 

 

２ この機能の申込みにあたっては、アプリケーションサービスゲートウ

ェイに設定するパケットフィルタリングの条件をあらかじめ通知してい

ただきます。 

 
３ パケットフィルタリングの設定数は、当社が指定する数を上限としま

す。 
 

４ 当社は、この機能を利用してアプリケーションサービスを利用するこ

とに伴い発生した損害については、当社の故意又は重大な過失による場

合を除き、責任を負いません。 

フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
機
能 

Ｂ
Ｇ
Ｐ
経
路
制
御
型 

ＶＰＮノード装置から配信する経

路情報（当社が指定するものに限

ります。）について、経路情報配信

フィルタリング（ＶＰＮ契約者が

あらかじめ指定する条件にしたが

って配信する経路情報を制御する

ことをいいます。以下同じとしま

す。）の設定を可能とする機能 

１のＶＰ

Ｎ契約ご

とに 

3,000円

（3,300円） 

－ 

  

備考 

１ 当社は、次に掲げるＶＰＮ契約者を除き、この機能を提供します。 

  

  (1) ＶＰＮサービス（アクセスタイプ１（登録タイプ１に係るもの

を除きます。）に係るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約者 

  

  (2) ＶＰＮサービス（アクセスタイプ５に係るものに限ります。）に

係るＶＰＮ契約者 
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  (3) ＶＰＮサービス（アクセスタイプ７に係るものに限ります。）に

係るＶＰＮ契約者 

  

２ この機能の申込みにあたっては、設定する経路情報配信フィルタリ

ングの条件をあらかじめ通知していただきます。 

  

３ 経路情報配信フィルタリングの設定数は、当社が指定する数を上限

とします。 

  

４ 当社は、この機能を、臨時ＶＰＮ契約者には提供しません。 

 

Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
制
御
型 

ＶＰＮノード装置においてアドレ

スフィルタリングの設定を可能と

する機能 

 

 

 

１のＶＰ

Ｎ契約ご

とに 

5,000円

（5,500円） 

－ 

  

備考 

  

１ ＶＰＮサービス（第１種サービス（アクセスタイプ１（ＳＴＭアク

セス（別記５の(1)に掲げる協定事業者の契約約款及び料金表に係る

ものに限ります。）及びイーサネットアクセスに係るものに限りま

す。）及びアクセスタイプ５（イーサネットアクセスに係るものに限

ります。）に係るものに限ります。）及び第２種サービス（アクセスタ

イプ１（イーサネットアクセスに係るものに限ります。）に係るもの

に限ります。）に係るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約者に限り、

この機能を提供します。 

  

２ この機能の申込みにあたっては、設定するアドレスフィルタリング

の条件をあらかじめ通知していただきます。 

  
３ アドレスフィルタリングの設定数は、当社が指定する数を上限とし

ます。 

  

４ 当社は、この機能を、臨時ＶＰＮ契約者には提供しません。 

契
約
者
回
線
番
号
受
信
機
能 

この機

能を利

用する

ＶＰＮ

サービ

スへ通

知され

る契約

Ｉ Ｐ 通

信網（東

日 本 電

信 電 話

株 式 会

社 に 係

る も の

に 限 り

下 記

以 外

の も

の 

10Mb/s品目

のもの 

 

 

１のＶＰ

Ｎ契約ご

とに 

19,600円 

（21,560円） 

－ 

100Mb/s 品

目のもの 

 

 19,600円 

（21,560円） 

－ 



112 

者回線

番 号

（当社

が別に

定める

ものに

限りま

す。）を

受信す

ること

ができ

る機能 

ます。）

と の 接

続 に 係

るもの 

 

100

0Mb

/s

品

目

の

も

の 

ア ク

セ ス

速 度

が

200Mb

it/s

の も

の 

 19,600円 

（21,560円） 

－ 

 

  

 

 ア ク

セ ス

速 度

が

300Mb

it/s

の も

の 

 29,400円 

（32,340円） 

－ 

 

  

 

 ア ク

セ ス

速 度

が

400Mb

it/s

の も

の 

 39,200円 

（43,120円） 

－ 

 

  

 

 ア ク

セ ス

速 度

が

500Mb

it/s

の も

の 

 49,000円 

（53,900円） 

－ 

 

  

 

 ア ク

セ ス

速 度

が

600Mb

it/s

の も

の 

 58,800円 

（64,680円） 

－ 
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 ア ク

セ ス

速 度

が

700Mb

it/s

の も

の 

 68,600円 

（75,460円） 

－ 

 

  

 

 ア ク

セ ス

速 度

が

800Mb

it/s

の も

の 

 78,400円 

（86,240円） 

－ 

 

  

 

 ア ク

セ ス

速 度

が

900Mb

it/s

の も

の 

 88,200円 

（97,020円） 

－ 

 

  

 

 ア ク

セ ス

速 度

が

1000M

bit/s

の も

の 

 98,000円 

(107,800円) 

－ 

 

  料 金

表 第

１ 表

第 １

の １

－ ２

－ １

－ ３

－ １

(1)

Ａ の

ｂ の

ⅱ 及

10Mb/s品目

のもの 

 9,800円 

（10,780円） 

－ 

 

  100Mb/s 品

目のもの 

 9,800円 

（10,780円） 

－ 

 

  100

0Mb

/s

品

目

の

も

の 

ア ク

セ ス

速 度

が

100Mb

it/s

の も

の 

 9,800円 

（10,780円） 

－ 
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  び Ｂ

の ｂ

の ⅱ

に 係

る も

の 

 ア ク

セ ス

速 度

が

200Mb

it/s

の も

の 

 19,600円 

（21,560円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

300Mb

it/s

の も

の 

 29,400円 

（32,340円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

400Mb

it/s

の も

の 

 39,200円 

（43,120円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

500Mb

it/s

の も

の 

 49,000円 

（53,900円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

600Mb

it/s

の も

の 

 58,800円 

（64,680円） 

－ 
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    ア ク

セ ス

速 度

が

700Mb

it/s

の も

の 

 68,600円 

（75,460円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

800Mb

it/s

の も

の 

 78,400円 

（86,240円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

900Mb

it/s

の も

の 

 88,200円 

（97,020円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

1000M

bit/s

の も

の 

 98,000円 

(107,800円) 

－ 

 

 Ｉ Ｐ 通

信網（西

日 本 電

信 電 話

株 式 会

社 に 係

る も の

に 限 り

ます。）

と の 接

続 に 係

るもの 

下 記

以 外

の も

の 

10Mb/s品目

のもの 

 19,600円 

（21,560円） 

－ 

 

 100Mb/s 品

目のもの 

 19,600円 

（21,560円） 

－ 

 

 料 金

表 第

１ 表

第 １

の １

－ ２

10Mb/s品目

のもの 

 9,800円 

（10,780円） 

－ 

 

 100Mb/s 品

目のもの 

 9,800円 

（10,780円） 

－ 
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  － １

－ ３

－ １

(2)

の Ａ

の ｂ

の ⅱ

及 び

Ｂ の

ｂ 

100

0Mb

/s

品

目

の

も

の 

ア ク

セ ス

速 度

が

100Mb

it/s

の も

の 

 9,800円 

（10,780円） 

－ 

 

  の ⅱ

に 係

る も

の 

 ア ク

セ ス

速 度

が

200Mb

it/s

の も

の 

 19,600円 

（21,560円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

300Mb

it/s

の も

の 

 29,400円 

（32,340円） 

－ 

 
    ア ク

セ ス

速 度

が

400Mb

it/s

の も

の 

 39,200円 

（43,120円） 

－ 
 

    ア ク

セ ス

速 度

が

500Mb

it/s

の も

の 

 49,000円 

（53,900円） 

－ 
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    ア ク

セ ス

速 度

が

600Mb

it/s

の も

の 

 58,800円 

（64,680円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

700Mb

it/s

の も

の 

 68,600円 

（75,460円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

800Mb

it/s

の も

の 

 78,400円 

（86,240円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

900Mb

it/s

の も

の 

 88,200円 

（97,020円） 

－ 

 

    ア ク

セ ス

速 度

が

1000M

bit/s

の も

の 

 98,000円 

(107,800円) 

－ 

 備考 当社は、ＶＰＮサービス（アクセスタイプ５（タイプ２に係るものに

限ります。）に係るものに限ります。）に係るＶＰＮ契約者に限り、この機

能を提供します。 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める契約者回線番号は、東日本電信電

話株式会社及び西日本電信電話株式会社のＩＰ通信網サービス契約約

款に規定する発信に係る契約者回線番号とします。 
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     (2) 利用の都度意思表示を行うことにより利用するもの 
 

区      分 単  位 料  金  額 

臨時以外の

もの（月額） 

臨時のもの

（日額） 

セ
ッ
シ
ョ
ン
解
除
機
能 

ＶＰＮグループ回線と当社が別に定

める協定事業者の契約約款及び料金

表に規定するＩＰ通信網に係る電気

通信回線（当社が別に定める協定事

業者の契約約款及び料金表に規定す

る契約者回線等に限ります。）との通

信について、ＶＰＮ契約者からの申

し出により、その通信に係るセッシ

ョンを解除する機能 

－ － － 

 （注）本欄に規定する当社が別に定

める協定事業者の契約約款は、

東日本電信電話株式会社及び西

日本電信電話株式会社のＩＰ通

信網サービス契約約款としま

す。 

   

 備考 

 １ 当社は、ＶＰＮ契約者（アクセスタイプ５に係る者に限ります。）に限り、

この機能を提供します。 

 ２ 当社は、この機能においてセッションを解除することに伴い発生する損 

害については、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、責任を負い

ません。 

 

    １－２－３ 加算料 

     (1) (2)以外の場合 

      アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに係るものに限ります。）に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 料  金  額 

64kb/sのもの 28,000円（30,800円） 

128kb/sのもの 45,000円（49,500円） 

備考 

１ 当社は、令和７年４月１日から令和８年３月31日までの期間に限り、この料

金額を適用します。 

２ 当社は、令和８年４月１日以降の加算料については、別途算定することとし

ます。 
 

     (2) 臨時ＶＰＮ契約に係るもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（日額） 
 

区  分 料  金  額 
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アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに係

るものに限ります。）に係るもの 

臨時ＶＰＮ契約以外の契約に係るものと

みなした場合に適用される料金額の10分

の１ 

 

    １－２－４ 回線終端装置に係るもの 

     １－２－４－１ 回線終端装置使用料 
 

区      分 単  位 料  金  額 

ＶＰＮ契約に係るもの 

（月額） 

1.5Mb/s品目に係るもの １台ごとに 9,500円（10,260円） 

上

記

以

外

の

も

の 

端末側インタフェースがメタリック

ケーブルのもの 

１台ごとに 8,000円（8,800円） 

端末側インタフェースが同軸ケーブ

ルのもの 

１台ごとに 9,000円（9,900円） 

端末側インタフェースが光ケ

ーブルのもの 

Ⅰ型 １台ごとに 10,000円（11,000円） 

Ⅱ型 １台ごとに 10,000円（11,000円） 

備考 Ⅰ型及びⅡ型は、それぞれＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ957準拠及びＡＴＭ－Forum準

拠のものをいいます。 
 

     １－２－４－２ インタフェースケーブル使用料 
 

区      分 単  位 料  金  額 

ＶＰＮ契約に係るもの 

（月額） 

加入者回線等インタフェースが10BASE-T

のもの 

１台ごとに 5,000円（5,500円） 

加 入 者 回 線 等 イ ン タ フ ェ ー ス が

100BASE-TXのもの 

１台ごとに 10,000円（11,000円） 

加入者回線等インタフェースが1000BASE 

-SXのもの 

１台ごとに 35,000円（38,500円） 

加入者回線等インタフェースが1000BASE 

-LXのもの 

１台ごとに 50,000円（55,000円） 

 

   １－２－５ 端末設備に係るもの 

     １－２－５－１ 屋内配線使用料 
 

区      分 単 位 料  金  額 

ＶＰＮ契約に係るもの 

（月額） 

配
線
（
屋
内

配

線

使

用

料
） 

契約者回線又

は加入者回線

の終端と端末

設備との間に

64kb/s又は 

128kb/s用のもの 

 

１配線

ごとに 

60円 

（66円） 
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設置する線条

（ジャックを

含みます。） 

上記以外のもの 

 

 

１配線

ごとに 

2,000円 

（2,200円） 

 

     １－２－５－２ 機器使用料 
 

区      分 単  位 料  金  額 

ＶＰＮ契約に係るもの 

（月額） 

回

線

接

続

装

置 

交換等

設備と

の間で

信号の

送受及

び変換

の機能

を有す

るもの 

第１種サービ

ス（加入者回

線に係るもの

に限ります。）

に係るもの 

0.5Mb/

s、１Mb 

/sから

１Mb/s

ごとに

45Mb/s

まで又

は135M 

b/s 用

のもの 

Ⅰ
型 

１台ごとに 12,000円（13,200円） 

Ⅱ

型 

１台ごとに 12,000円（13,200円） 

  第２種サービス（ＳＴＭア

クセスに係るものに限りま

す。）に係るもの 

１台ごとに 23,000円（25,300円） 

  第２種サービ

ス（ＡＴＭア

クセスに係る

ものに限りま

す。）に係るも

の 

１

芯

式

と

２

芯

式

の

区

別

が

１

芯

式

の

も

の 

光

フ

ァ

イ

バ

ー

に

係

る

も

の 

Ａ

Ｔ

Ｍ

フ

ォ

ー

ラ

ム

準

拠

の

も

の 

１台ごとに 14,000円（15,400円） 

    Ｔ

Ｔ

Ｃ

準

拠

の

も

の 

１台ごとに 14,000円（15,400円） 
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   同軸ケ

ーブル

に係る

もの 

１台ごとに 13,000円（14,300円） 

   ＵＴＰ

ケーブ

ルに係

るもの 

１台ごとに 12,000円（13,200円） 

   １

芯

式

と

２

芯

式

の

区

別

が

２

芯

式

の

も

の 

光

フ

ァ

イ

バ

ー

に

係

る

も

の 

Ａ

Ｔ

Ｍ

Fo

ru

m

準

拠

の

も

の 

１台ごとに 16,000円（17,600円） 

    Ｔ

Ｔ

Ｃ

準

拠

の

も

の 

１台ごとに 16,000円（17,600円） 

備考 

１ Ⅰ型及びⅡ型は、それぞれＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ957準拠及びＡＴＭForum準拠

のものをいいます。 

２ ＡＴＭForum準拠のもの及びＴＴＣ準拠のものは、それぞれＡＴＭForum準拠

及びＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ957準拠のものをいいます。 

 

１－２－５－３ 構内インタフェースケーブル使用料 
 

区      分 単  位 料  金  額 

ＶＰＮ契約に係るもの 

（月額） 

加入者回線等インタフェースが10BASE-T

のもの 

１台ごとに 8,000円（8,800円） 

加入者回線等インタフェースが100BASE-

TXのもの 

１台ごとに 12,000円（13,200円） 

加入者回線等インタフェースが1000BASE

-SX又は1000BASE-LXのもののもの 

１台ごとに 4,000円（4,400円） 
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 ２ 国際ＶＰＮ契約に係るもの 

   ２－１ 適用 
 

区   分 内          容 

(1) 基本料金の

適用 

当社は、国際ＶＰＮサービスについて、基本料金を適用します。 

(2) ＩＰ伝送サ

ービス区域の設

定 

当社は、ＩＰ伝送サービスの需要と供給の見込み、技術的な条

件等を考慮してＩＰ伝送サービス区域を設定します。 

(3) 回線使用料

の適用 

当社は、第１種サービス（アクセスタイプ１に限ります。）につ

いて、回線使用料を適用します。 

(4) アクセス回

線料の適用 

ア 他社接続契約者回線の品目及び通信又は保守の態様による

細目については、別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者の

契約約款及び料金表に準じて取り扱います。 

 イ 第１種サービス（アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに係

るものに限ります。）に限ります。）に係るアクセス回線料に

ついては、２－２－１（回線使用料）に規定する額から１の

ＶＰＮ契約ごとに次表に規定する額を減額して適用します。 

  他社接続契約者回線の品目 減額となる料金額（月額）  

  64kb/s又は128kb/s 70円  

  その他の品目 2,000円  

 ウ 第１種サービス（アクセスタイプ１（ＡＴＭアクセスに係

るものに限ります。）に限ります。）に係る他社接続契約者回

線について、別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者の契約

約款及び料金表に規定する１芯式と２芯式の区別が１芯式の

場合は、その国際ＶＰＮ契約に係るアクセス回線料について

は、２－２－１に規定する額から１の国際ＶＰＮ契約ごとに

2,000円（月額）を減額して適用します。 

 ただし、エの規定による減額を行う場合は、この限りであ

りません。 

 エ ＡＴＭアクセスに係るアクセス回線共用を行う場合におい

て、他社接続共用回線が別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事

業者の契約約款及び料金表に規定する端末回線多重を利用す

るときのアクセス回線料については、その他社接続共用回線

を他社接続契約者回線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ１

（ＡＴＭアクセスに係るものに限ります。）に係るものとしま

す。）とみなした場合に適用されるアクセス回線料の減額に係

る規定に準じて取り扱います。 

 オ アクセス回線共用を行う場合の他社接続共用回線の部分の

料金については、アクセス回線料（加算額に限ります。）を適

用します。 
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 カ アクセス回線料について、他社接続契約者回線の回線距離

の測定及び回線距離測定局の変更があった場合の料金の適用

については、協定事業者及び接続する他社接続契約者回線の

種類ごとに、別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者の契約

約款及び料金表に規定する高速ディジタル伝送サービス又は

Ａ ＴＭ専用サービスの場合と、それぞれ同一とします。 

 キ アからカの規定にかかわらず、アクセス回線共用を行う場

合のアクセス回線料については、同一のアクセス回線共用を

行う国際ＶＰＮ契約（当社の他の電気通信サービスに係る契

約を含みます。以下この欄において同じとします。）のうち、

１の国際ＶＰＮ契約を除く他の国際ＶＰＮ契約についてはア

クセス回線料（加算額（当社の他の電気通信サービスについ

てはアクセス回線料（加算額）に相当する料金とします。）に

限ります。）を適用しません。 

(5) 最低利用期

間内に国際ＶＰ

Ｎ契約の解除等

があった場合の

料金の適用 

ア 国際ＶＰＮサービスには、最低利用期間があります。 

イ 第36条（最低利用期間）に規定する最低利用期間のうち、

国際ＶＰＮサービス（他社接続契約者回線が異経路となるも

のを除きます。）の基本最低利用期間はアクセス回線料（国際

ＶＰＮサービス（他社接続契約者回線が異経路となるものに

限ります。）については、基本額に限ります。）について適用

します。 

 ウ 第36条に規定する最低利用期間のうち、国際ＶＰＮサービ

ス（他社接続契約者回線が異経路となるものを除きます。）の

接続最低利用期間はアクセス回線料（加算額に限ります。）に

ついて適用します。 

 ただし、他社接続契約者回線が異経路となるものにおいて、

接続事業者変更（接続事業者変更後において、他社接続契約

者回線が異経路となるものを除きます。）があった場合は、変

更後の国際ＶＰＮサービスのアクセス回線料（加算額に限り

ます。）について接続最低利用期間を適用します。 

 エ 当社は、最低利用期間内に国際ＶＰＮ契約の解除又は接続

事業者変更があった場合は、第53条（基本料金の支払義務）

及び料金表通則の規定（通則20の規定を除きます。）にかかわ

らず、残余の期間（国際ＶＰＮ契約の解除又は接続事業者変

更のあった日の翌日から起算して最低利用期間の満了日まで

とします。）に対応するアクセス回線料（通則20の規定による

場合は適用した後の額とし、接続事業者変更があった場合は

加算額に限ります。）に相当する額を当社が定める期日まで

に、国際ＶＰＮ契約者から一括して支払っていただきます。 

 オ 当社は、最低利用期間内に区分、品目若しくは通信又は保

守の態様による細目の変更又は他社接続契約者回線に係る種

類、品目、終端の場所、サービスクラスによる区別若しくは

１芯式と２芯式の区別の変更（以下この欄において「品目等

の変更」といいます。）があった場合であって、次表に定める

額があるときは、その額を当社が定める期日までに、国際Ｖ

ＰＮ契約者から一括して支払っていただきます。 

  区  分 支払を要する額  
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  (ア) (イ)以外の

とき 

変更前のアクセス回線料（通則20の規

定による場合は適用した後の額としま

す。以下この(5)欄において同じとしま

す。）及び定額通信料金（通則20の規定

による場合は適用した後の額としま

す。以下この(5)欄において同じとしま

す。）の合計額（以下この(5)欄におい

て「アクセス回線料等」といいます。）

に残余の期間（品目等の変更のあった

日の翌日から起算して最低利用期間の

満了日までとします。以下オにおいて

同じとします。）を乗じて得た額（基本

最低利用期間と接続最低利用期間の双

方を適用する場合は、各々適用して得

た額を合算した額とします。以下この

(5)欄において同じとします。）から変

更後のアクセス回線料等に残余の期間

を乗じて得た額を控除し、残額がある

ときにはその額 

 

  (イ) 接続事業者

変更と同時に品

目等の変更があ

ったとき 

次の額を合算して得た額  

  ア 残余の期間に対応するアクセス回

線料（加算額に限ります。） 

 

  イ 変更前のアクセス回線料（加算額

を除きます。）及び定額通信料金の合

計額に残余の期間を乗じて得た額か

ら変更後のアクセス回線料（加算額

を除きます。）及び定額通信料金の合

計額に残余の期間を乗じて得た額を

控除し、残額があるときにはその額 

 

 カ オの場合において、当社は、品目等の変更（他社接続契約

者回線に係る終端の場所の変更を除きます。）と同時に契約者

回線又は接続契約者回線等に係る終端の場所において、国際

ＶＰＮサービスに係る契約者回線若しくは接続契約者回線等

の新設又は国際ＶＰＮ契約の解除若しくは接続事業者変更を

行うときの残額の算定は、同時に行う新設等のアクセス回線

料等を合算して行います。 

 キ エ、オ及びカの規定にかかわらず、長期利用に係る国際Ｖ

ＰＮ契約者について、最低利用期間内に国際ＶＰＮ契約の解

除又は品目等の変更若しくは接続事業者変更があった場合の

支払いを要する額の適用については、料金表通則20に定める

ところによります。 
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(6) 復旧等に伴

い一時的に当社

が回線収容部を

変更した場合又

は協定事業者が

専用サービス取

扱所等を変更し

た場合の回線使

用料の適用 

当社又は別記５の(1)及び(2)に掲げる協定事業者の設置した電

気通信設備を修理又は復旧するときに、一時的にその収容する

回線収容部又は他社接続契約者回線に係る協定事業者の専用サ

ービス取扱所等を変更した場合のアクセス回線料については、

２－２（料金額）の規定にかかわらず、その回線収容部又は他

社接続契約者回線を変更前の経路で修理又は復旧したものとみ

なして適用します。 

 

   ２－２ 料金額 

    ２－２－１ 回線使用料 

     アクセス回線料 

     (1) 基本額 

      ア アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに限ります。）に係るもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品    目 

料   金   額 

通常クラスのものであ

って他社接続契約者回

線がエコノミークラス

以外のもの 

シンプルクラスのもの

であって他社接続契約

者回線がエコノミーク

ラスのもの 

64kb/s 20,000円 13,000円 

128kb/s 25,000円 16,000円 

192kb/s 90,000円 － 

256kb/s 92,000円 － 

384kb/s 96,000円 － 

512kb/s 101,000円 － 

768kb/s 111,000円 － 

１Mb/s 122,000円 － 

1.5Mb/s 142,000円 142,000円 

３Mb/s 282,000円 － 

4.5Mb/s 423,000円 － 

６Mb/s 564,000円 － 

 

      イ アクセスタイプ１（ＡＴＭアクセスに限ります。）に係るもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

区    分 

料   金   額 

他社接続契約者回線が

エコノミークラス以外

のもの 

他社接続契約者回線が

エコノミークラスのも

の 

0.5Mb/s 60,000円 53,000円 
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１Mb/s 88,000円 74,000円 

２Mb/s 129,000円 106,000円 

３Mb/s 168,000円 134,000円 

４Mb/s 194,000円 156,000円 

５Mb/s 216,000円 173,000円 

６Mb/s 233,000円 183,000円 

７Mb/s 243,000円 190,000円 

８Mb/s 252,000円 197,000円 

９Mb/s 264,000円 206,000円 

10Mb/s 268,000円 210,000円 

11Mb/sから15Mb/s 273,000円 213,000円 

16Mb/sから20Mb/s 300,000円 234,000円 

21Mb/sから25Mb/s 370,000円 287,000円 

26Mb/sから30Mb/s 385,000円 299,000円 

31Mb/sから35Mb/s 402,000円 311,000円 

36Mb/sから40Mb/s 414,000円 321,000円 

41Mb/sから45Mb/s 434,000円 337,000円 

46Mb/sから50Mb/s 458,000円 355,000円 

51Mb/sから60Mb/s 596,000円 459,000円 

61Mb/sから70Mb/s 715,000円 508,000円 

71Mb/sから80Mb/s 676,000円 519,000円 

81Mb/sから90Mb/s 691,000円 530,000円 

91Mb/sから100Mb/s 707,000円 542,000円 

101Mb/sから110Mb/s 728,000円 558,000円 

111Mb/sから120Mb/s 758,000円 580,000円 

121Mb/sから130Mb/s 799,000円 612,000円 

131Mb/sから135Mb/s 836,000円 642,000円 
 

     (2) 加算額 

      ア アクセスタイプ１（ＳＴＭアクセスに限ります。）に係るもの 

       (ア) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、東日本電信電話株式会

社又は西日本電信電話株式会社となるもの 

        Ａ Ｂ以外のもの 

         ａ 他社接続契約者回線の品目が64kb/sのもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
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回線距離区分 

料   金   額 

通常クラス エコノミークラス 

タイプ１－１ タイプ２ 

15kmまでのもの 54,000円 

（59,400円） 

19,000円 

（20,900円） 

22,000円 

（24,200円） 

30kmまでのもの 67,000円 

（73,700円） 

27,000円 

（29,700円） 

30,000円 

（33,000円） 

40kmまでのもの 68,000円 

（74,800円） 

28,500円 

（31,350円） 

31,500円 

（34,650円） 

50kmまでのもの 70,000円 

（77,000円） 

30,000円 

（33,000円） 

33,000円 

（36,300円） 

60kmまでのもの 71,000円 

（78,100円） 

31,500円 

（34,650円） 

34,500円 

（37,950円） 

70kmまでのもの 73,000円 

（80,300円） 

33,000円 

（36,300円） 

36,000円 

（39,600円） 

80kmまでのもの 74,000円 

（81,400円） 

35,000円 

（38,500円） 

38,000円 

（41,800円） 

90kmまでのもの 76,000円 

（83,600円） 

37,000円 

（40,700円） 

40,000円 

（44,000円） 

90kmを超えるもの 77,000円 

（84,700円） 

38,000円 

（41,800円） 

41,000円 

（45,100円） 
 

         ｂ ａ以外のもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 料     金     額 

128kb/s、192kb/s、256kb/s、384kb/s、

512kb/s、768kb/s、１Mb/s、1.5Mb/s、３

Mb/s、4.5Mb/s又は６Mb/s 

その他社接続契約者回線を他社接続共用

回線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ

１（ＳＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものとします。）とみなした

場合に適用される回線使用料のアクセス

回線料と同額 

 

Ｂ アクセス回線共用に係るもの（アクセス回線共用回線群に国際Ｖ

ＰＮサービス以外の当社の他の電気通信サービスに係る電気通信

回線が含まれている場合に限ります。） 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続共用回線の品目 料     金     額 
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128kb/s、192kb/s、256kb/s、384kb/s、

512kb/s、768kb/s、１Mb/s、1.5Mb/s、３

Mb/s、4.5Mb/s又は６Mb/sのもの 

その他社接続共用回線を他社接続共用回

線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ１

（ＳＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものとします。）とみなした

場合に適用される回線使用料のアクセス

回線料と同額 

 

       (イ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、北海道総合通信網株式

会社、ＫＤＤＩ株式会社、中部テレコミュニケーション株式会社、北

陸通信ネットワーク株式会社、株式会社オプテージ、株式会社エネコ

ム、株式会社ＳＴＮｅｔ又は株式会社QTnetとなるもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 料     金     額 

下
記
以
外
の
も
の 

64kb/s、128kb/s、192kb/s、256kb/s、

384kb/s、512kb/s、768kb/s、１Mb/s、

1.5Mb/s、３Mb/s、4.5Mb/s又は６Mb/s

のもの 

その他社接続契約者回線を他社接続共用

回線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ

１（ＳＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものとします。）とみなした

場合に適用される回線使用料のアクセス

回線料と同額 

ア
ク
セ
ス
回
線
共
用
に
係
る
も
の 

128kb/s、192kb/s、256kb/s、384kb/s、

512kb/s、768kb/s、１Mb/s、1.5Mb/s、

３Mb/s、4.5Mb/s又は６Mb/sのもの 

その他社接続共用回線を他社接続共用回

線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ１

（ＳＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものとします。）とみなした

場合に適用される回線使用料のアクセス

回線料と同額 

 

       (ウ) 他社接続契約者回線に係る協定事業者が、ＯＴＮｅｔ株式会社と

なるもの 

        Ａ Ｂ以外のもの 

         ａ 他社接続契約者回線の品目が64kb/sのもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

回線距離区分 

料   金   額 

通常クラス エコノミークラス 

タイプ１－１ タイプ２ 

15kmまでのもの 53,000円 

（58,300円） 

18,000円 

（19,800円） 

21,000円 

（23,100円） 

30kmまでのもの 66,000円 

（72,600円） 

26,000円 

（28,600円） 

29,000円 

（31,900円） 

40kmまでのもの 67,000円 

（73,700円） 

27,000円 

（29,700円） 

30,000円 

（33,000円） 
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50kmまでのもの 69,000円 

（75,900円） 

29,000円 

（31,900円） 

32,000円 

（35,200円） 

60kmまでのもの 70,000円 

（77,000円） 

30,000円 

（33,000円） 

33,000円 

（36,300円） 

70kmまでのもの 72,000円 

（79,200円） 

32,000円 

（35,200円） 

35,000円 

（38,500円） 

80kmまでのもの 73,000円 

（80,300円） 

34,000円 

（37,400円） 

37,000円 

（40,700円） 

90kmまでのもの 75,000円 

（82,500円） 

36,000円 

（39,600円） 

39,000円 

（42,900円） 

90kmを超えるもの 77,000円 

（84,700円） 

38,000円 

（41,800円） 

41,000円 

（45,100円） 
 

         ｂ ａ以外のもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 料     金     額 

128kb/s、192kb/s、256kb/s、384kb/s、

512kb/s、768kb/s、１Mb/s、1.5Mb/s、３

Mb/s、4.5Mb/s又は６Mb/s 

その他社接続契約者回線を他社接続共用

回線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ

１（ＳＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものとします。）とみなした

場合に適用される回線使用料のアクセス

回線料と同額 

 

        Ｂ アクセス回線共用に係るもの（アクセス回線共用回線群に国際Ｖ

ＰＮサービス以外の当社の他の電気通信サービスに係る電気通信

回線が含まれている場合に限ります。） 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 料     金     額 

128kb/s、192kb/s、256kb/s、384kb/s、

512kb/s、768kb/s、１Mb/s、1.5Mb/s、３

Mb/s、4.5Mb/s又は６Mb/sのもの 

その他社接続共用回線を他社接続共用回

線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ１

（ＳＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものとします。）とみなした

場合に適用される回線使用料のアクセス

回線料と同額 

 

      イ アクセスタイプ１（ＡＴＭアクセスに限ります。）に係るもの 

       (ア)  他社接続契約者回線に係る協定事業者が、東日本電信電話株式

会社又は西日本電信電話株式会社となるもの 

        Ａ Ｂ以外のもの 

         ａ 他社接続契約者回線の品目が0.5Mb/sのもの 

          (Ａ) (Ｂ)以外のもの 

           (ａ) 基本料 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

区  分 料 金 額 
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１芯式 ２芯式 

タイプ１ 61,000円 

（67,100円） 

125,000円 

（137,500円） 

タイプ１以外 65,000円 

（71,500円） 

133,000円 

（146,300円） 
 

           (ｂ) 加算料 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

回線距離区分 

料   金   額 

通常クラス エコノミークラス 

タイプ１－１ タイプ２ 

15kmまでのもの 41,000円 

（45,100円） 

24,000円 

（26,400円） 

26,000円 

（28,600円） 

30kmまでのもの 79,000円 

（86,900円） 

45,000円 

（49,500円） 

48,000円 

（52,800円） 

40kmまでのもの 103,000円 

（113,300円） 

58,000円 

（63,800円） 

62,000円 

（68,200円） 

50kmまでのもの 122,000円 

（134,200円） 

68,000円 

（74,800円） 

73,000円 

（80,300円） 

60kmまでのもの 140,000円 

（154,000円） 

79,000円 

（86,900円） 

84,000円 

（92,400円） 

70kmまでのもの 159,000円 

（174,900円） 

89,000円 

（97,900円） 

94,000円 

（103,400円） 

80kmまでのもの 178,000円 

（195,800円） 

99,000円 

（108,900円） 

105,000円 

（115,500円） 

90kmまでのもの 196,000円 

（215,600円） 

109,000円 

（119,900円） 

116,000円 

（127,600円） 

90kmを超えるもの 215,000円 

（236,500円） 

120,000円 

（132,000円） 

127,000円 

（139,700円） 
 

          (Ｂ) 他社接続契約者回線が協定事業者の契約約款及び料金表

に規定する回線内速度設定を利用する場合のアクセス回線料

の加算額 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

区  分 料 金 額 

ＡＴＭアクセスに係るもの 1,000円（1,080円） 

 

         ｂ ａ以外のもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 料 金 額 
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１Mb/sから１Mb/sごとに135Mb/sまで

のもの 

その他社接続契約者回線を他社接続契約者

回線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ１

（ＡＴＭアクセスに係るものに限ります。）

に係るものとします。）とみなした場合に適

用される回線使用料のアクセス回線料と同

額 

 

        Ｂ アクセス回線共用に係るもの（アクセス回線共用回線群にＶＰＮ

サービス以外の当社の他の電気通信サービスに係る電気通信回線

が含まれている場合に限ります。） 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続共用回線の品目 料 金 額 

１Mb/sから１Mb/sごとに135Mb/sまで

のもの 

その他社接続共用回線を他社接続共用回線

（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ１（Ａ

ＴＭアクセスに係るものに限ります。）に係

るものとします。）とみなした場合に適用さ

れる回線使用料のアクセス回線料と同額 

 

       (イ) (ア)以外のもの  

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

他社接続契約者回線の品目 料     金     額 

下
記
以
外
の
も
の 

0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごと

に135Mb/sまでのもの 

その他社接続契約者回線を他社接続契約

者回線（ＶＰＮサービスのアクセスタイ

プ１（ＡＴＭアクセスに係るものに限り

ます。）に係るものとします。）とみなし

た場合に適用される回線使用料のアクセ

ス回線料と同額 

ア
ク
セ
ス
回
線
共
用
に
係
る
も
の 

１Mb/sから１Mb/sごとに135Mb/sま

でのもの 

その他社接続共用回線を他社接続共用回

線（ＶＰＮサービスのアクセスタイプ１

（ＡＴＭアクセスに係るものに限りま

す。）に係るものとします。）とみなした

場合に適用される回線使用料のアクセス

回線料と同額 
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    ２－２－２ 付加機能使用料 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

区        分 料  金  額 

優
先
制
御
機
能 

ＩＰパケットを、

ＩＰパケットごと

にあらかじめ指定

した優先順位にし

たがって網（国際

ＶＰＮノード装置

相互間に限りま

す。）内で転送する

機能 

アクセス

タイプ１

に係るも

の 

64kb/s品目のもの 4,000円 

128kb/s品目のもの 8,000円 

192kb/s品目のもの 12,000円 

256kb/s品目のもの 16,000円 

384kb/s品目のもの 24,000円 

  0.5Mb/s又は512kb/s

品目のもの 

31,000円 

  768kb/s品目のもの 44,000円 

  １Mb/s品目のもの 56,000円 

  1.5Mb/s品目のもの 80,000円 

   ２Mb/s品目のもの 97,000円 

   ３Mb/s品目のもの 128,000円 

   ４Mb/s品目のもの 152,000円 

   4.5Mb/s品目のもの 160,000円 

   ５Mb/s品目のもの 174,000円 

   ６Mb/s品目のもの 209,000円 

   ７Mb/s品目のもの 243,000円 

   ８Mb/s品目のもの 278,000円 

   ９Mb/s品目のもの 313,000円 

   10Mb/s品目のもの 348,000円 

  アクセス

タイプ３

に係るも

の 

１Mb/s品目のもの 18,400円 

  ２Mb/s品目のもの 34,500円 

  ３Mb/s品目のもの 46,000円 

  ４Mb/s品目のもの 57,500円 

   ５Mb/s品目のもの 69,000円 

   ６Mb/s品目のもの 80,900円 

   ７Mb/s品目のもの 92,200円 

   ８Mb/s品目のもの 113,900円 

   ９Mb/s品目のもの 124,300円 

   10Mb/s品目のもの 128,800円 

   20Mb/s品目のもの 316,600円 
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   30Mb/s品目のもの 466,600円 

   40Mb/s品目のもの 616,200円 

   50Mb/s品目のもの 800,013円 

   60Mb/s品目のもの 956,635円 

   70Mb/s品目のもの 1,113,258円 

   80Mb/s品目のもの 1,269,880円 

   90Mb/s品目のもの 1,426,502円 

   100Mb/s品目のもの 1,583,125円 

   200Mb/s品目のもの 3,154,255円 

   300Mb/s品目のもの 4,731,383円 

   400Mb/s品目のもの 6,308,510円 

   500Mb/s品目のもの 7,885,638円 

 備考 

 当社は、国際ＶＰＮサービス（次の(1)及び(2)に掲げるものに限ります。）に

係る国際ＶＰＮ契約者に限り、この機能を提供します。 

 (1) アクセスタイプ１に係るもの 

 ア ＳＴＭアクセス（64kb/sから1.5Mb/s品目までのものに限ります。） 

 イ ＡＴＭアクセス（0.5Mb/s及び１Mb/sから１Mb/sごとに10Mb/s品目まで

のものに限ります。） 

 (2) アクセスタイプ３に係るもの 

  １Mb/s品目から500Mb/s品目までのものに限ります。 

国
際
Ｖ
Ｐ
Ｎ
グ
ル
ー
プ
間
通
信
機
能 

この機能を利用する国際ＶＰＮサービスに係る所属

国際ＶＰＮグループを構成する国際ＶＰＮグループ

回線と、国際ＶＰＮ契約者があらかじめ指定する他

の国際ＶＰＮグループ（その国際ＶＰＮグループに

係る国際ＶＰＮグループ代表者が、この機能を利用

するものに限ります。）を構成する国際ＶＰＮグルー

プ回線との間の通信を行うことができるようにする

機能 

15,000円 

備考 

当社は、国際ＶＰＮ契約者（国際ＶＰＮグループ代表者となる者に限ります。）

に限り、この機能を提供します。 
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 第２ 通信料金 

  １ ＶＰＮ契約に係るもの 

   １－１ 適用 
 

区   分 内          容 

(1) ＶＰＮサー

ビスに係る通信

料金の適用 

ア ＶＰＮサービス（アクセスタイプ１に係るものに限りま

す。）に係る定額通信料金については、１－２－１に規定する

基本額を適用します。 

 イ ＶＰＮサービス（アクセスタイプ５に係るものに限りま

す。）に係る定額通信料金については、１－２－２に規定する

基本額を適用します。 

 ウ 削除 

 エ 削除 

(2) 最低利用期

間内に契約の解

除等があった場

合の料金の適用 

 

ア ＶＰＮサービス（アクセスタイプ７に係るものを除きま

す。）には、臨時ＶＰＮ契約に係るものを除いて、最低利用期

間があります。 

イ 第18条（最低利用期間）に規定する最低利用期間のうち、

定額通信料金については、基本最低利用期間を適用します。 

 ウ 当社は、最低利用期間内にＶＰＮ契約の解除があった場合

は、第54条（通信料金の支払義務）及び料金表通則の規定（通

則20の規定を除きます。）にかかわらず、第１（基本料金）の

１－１（適用）の(5)欄の適用によるものとします。 

 エ 当社は、最低利用期間内に区分、品目若しくは通信又は保

守の態様による細目の変更又は通信の態様による細目の廃止

があった場合の取扱いは、第１の１－１の(5)欄の適用による

ものとします。 
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   １－２ 料金額 

    １－２－１ アクセスタイプ１に係るもの 

     定額通信料金（基本額） 

      (1) ＳＴＭアクセスのもの 

１のＶＰＮ契約ごとに 
 

品  目 

料   金   額 

ＶＰＮ契約に係るもの 

          （月額） 

臨時ＶＰＮ契約に係るもの 

          （日額） 

64kb/s 12,000円（13,200円） 1,200円（1,320円） 

128kb/s 14,000円（15,400円） 1,400円（1,540円） 
 

      (2) ＡＴＭアクセスのもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品  目 料     金     額 

0.5Mb/s 74,000円（81,400円） 

１Mb/s 105,000円（115,500円） 

２Mb/s 157,000円（172,700円） 

３Mb/s 186,000円（204,600円） 

４Mb/s 225,000円（247,500円） 

５Mb/s 254,000円（279,400円） 

６Mb/s 283,000円（311,300円） 

７Mb/s 326,000円（358,600円） 

８Mb/s 368,000円（404,800円） 

９Mb/s 411,000円（452,100円） 

10Mb/s 454,000円（499,400円） 

11Mb/s 476,000円（523,600円） 

12Mb/s 497,000円（546,700円） 

13Mb/s 519,000円（570,900円） 

14Mb/s 540,000円（594,000円） 

15Mb/s 561,000円（617,100円） 

16Mb/s 583,000円（641,300円） 

17Mb/s 604,000円（664,400円） 

18Mb/s 626,000円（688,600円） 

19Mb/s 647,000円（711,700円） 

20Mb/s 669,000円（735,900円） 

21Mb/s 690,000円（759,000円） 
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22Mb/s 712,000円（783,200円） 

23Mb/s 733,000円（806,300円） 

24Mb/s 755,000円（830,500円） 

25Mb/s 776,000円（853,600円） 

26Mb/s 797,000円（876,700円） 

27Mb/s 819,000円（900,900円） 

28Mb/s 840,000円（924,000円） 

29Mb/s 862,000円（948,200円） 

30Mb/s 883,000円（971,300円） 

31Mb/s 904,000円（994,400円） 

32Mb/s 925,000円（1,017,500円） 

33Mb/s 946,000円（1,040,600円） 

34Mb/s 967,000円（1,063,700円） 

35Mb/s 988,000円（1,086,800円） 

36Mb/s 1,009,000円（1,109,900円） 

37Mb/s 1,030,000円（1,133,000円） 

38Mb/s 1,051,000円（1,156,100円） 

39Mb/s 1,072,000円（1,179,200円） 

40Mb/s 1,093,000円（1,202,300円） 

41Mb/s 1,114,000円（1,225,400円） 

42Mb/s 1,135,000円（1,248,500円） 

43Mb/s 1,156,000円（1,271,600円） 

44Mb/s 1,177,000円（1,294,700円） 

45Mb/s 1,198,000円（1,317,800円） 

46Mb/s 1,219,000円（1,340,900円） 

47Mb/s 1,240,000円（1,364,000円） 

48Mb/s 1,261,000円（1,387,100円） 

49Mb/s 1,282,000円（1,410,200円） 

50Mb/s 1,303,000円（1,433,300円） 

51Mb/s 1,324,000円（1,456,400円） 

52Mb/s 1,345,000円（1,479,500円） 

53Mb/s 1,366,000円（1,502,600円） 

54Mb/s 1,387,000円（1,525,700円） 
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55Mb/s 1,408,000円（1,548,800円） 

56Mb/s 1,429,000円（1,571,900円） 

57Mb/s 1,450,000円（1,595,000円） 

58Mb/s 1,471,000円（1,618,100円） 

59Mb/s 1,492,000円（1,641,200円） 

60Mb/s 1,513,000円（1,664,300円） 

61Mb/s 1,534,000円（1,687,400円） 

62Mb/s 1,555,000円（1,710,500円） 

63Mb/s 1,576,000円（1,733,600円） 

64Mb/s 1,597,000円（1,756,700円） 

65Mb/s 1,618,000円（1,779,800円） 

66Mb/s 1,639,000円（1,802,900円） 

67Mb/s 1,660,000円（1,826,000円） 

68Mb/s 1,681,000円（1,849,100円） 

69Mb/s 1,702,000円（1,872,200円） 

70Mb/s 1,723,000円（1,895,300円） 

71Mb/s 1,744,000円（1,918,400円） 

72Mb/s 1,765,000円（1,941,500円） 

73Mb/s 1,786,000円（1,964,600円） 

74Mb/s 1,807,000円（1,987,700円） 

75Mb/s 1,828,000円（2,010,800円） 

76Mb/s 1,849,000円（2,033,900円） 

77Mb/s 1,870,000円（2,057,000円） 

78Mb/s 1,891,000円（2,080,100円） 

79Mb/s 1,912,000円（2,103,200円） 

80Mb/s 1,933,000円（2,126,300円） 

81Mb/s 1,954,000円（2,149,400円） 

82Mb/s 1,975,000円（2,172,500円） 

83Mb/s 1,996,000円（2,195,600円） 

84Mb/s 2,017,000円（2,218,700円） 

85Mb/s 2,038,000円（2,241,800円） 

86Mb/s 2,059,000円（2,264,900円） 

87Mb/s 2,080,000円（2,288,000円） 
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88Mb/s 2,101,000円（2,311,100円） 

89Mb/s 2,122,000円（2,334,200円） 

90Mb/s 2,143,000円（2,357,300円） 

91Mb/s 2,164,000円（2,380,400円） 

92Mb/s 2,185,000円（2,403,500円） 

93Mb/s 2,206,000円（2,426,600円） 

94Mb/s 2,227,000円（2,449,700円） 

95Mb/s 2,248,000円（2,472,800円） 

96Mb/s 2,269,000円（2,495,900円） 

97Mb/s 2,290,000円（2,519,000円） 

98Mb/s 2,311,000円（2,542,100円） 

99Mb/s 2,332,000円（2,565,200円） 

100Mb/s 2,353,000円（2,588,300円） 

101Mb/s 2,374,000円（2,611,400円） 

102Mb/s 2,395,000円（2,634,500円） 

103Mb/s 2,416,000円（2,657,600円） 

104Mb/s 2,437,000円（2,680,700円） 

105Mb/s 2,458,000円（2,703,800円） 

106Mb/s 2,479,000円（2,726,900円） 

107Mb/s 2,500,000円（2,750,000円） 

108Mb/s 2,521,000円（2,773,100円） 

109Mb/s 2,542,000円（2,796,200円） 

110Mb/s 2,563,000円（2,819,300円） 

111Mb/s 2,584,000円（2,842,400円） 

112Mb/s 2,605,000円（2,865,500円） 

113Mb/s 2,626,000円（2,888,600円） 

114Mb/s 2,647,000円（2,911,700円） 

115Mb/s 2,668,000円（2,934,800円） 

116Mb/s 2,689,000円（2,957,900円） 

117Mb/s 2,710,000円（2,981,000円） 

118Mb/s 2,731,000円（3,004,100円） 

119Mb/s 2,752,000円（3,027,200円） 

120Mb/s 2,773,000円（3,050,300円） 
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121Mb/s 2,794,000円（3,073,400円） 

122Mb/s 2,815,000円（3,096,500円） 

123Mb/s 2,836,000円（3,119,600円） 

124Mb/s 2,857,000円（3,142,700円） 

125Mb/s 2,878,000円（3,165,800円） 

126Mb/s 2,899,000円（3,188,900円） 

127Mb/s 2,920,000円（3,212,000円） 

128Mb/s 2,941,000円（3,235,100円） 

129Mb/s 2,962,000円（3,258,200円） 

130Mb/s 2,983,000円（3,281,300円） 

131Mb/s 3,004,000円（3,304,400円） 

132Mb/s 3,025,000円（3,327,500円） 

133Mb/s 3,046,000円（3,350,600円） 

134Mb/s 3,067,000円（3,373,700円） 

135Mb/s 3,088,000円（3,396,800円） 

 

     (3) イーサネットアクセスのもの 

      ア イ以外のもの 

       (ア) 登録タイプ１のもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料   金   額 

10Mb/s ポート速度が0.5Mb/sのもの 42,000円（46,200円） 

 ポート速度が１Mb/sのもの 52,000円（57,200円） 

 ポート速度が２Mb/sのもの 65,000円（71,500円） 

 ポート速度が３Mb/sのもの 80,000円（88,000円） 

 ポート速度が４Mb/sのもの 100,000円（110,000円） 

 ポート速度が５Mb/sのもの 120,000円（132,000円） 

 ポート速度が６Mb/sのもの 180,000円（198,000円） 

 ポート速度が７Mb/sのもの 205,000円（225,500円） 

 ポート速度が８Mb/sのもの 220,000円（242,000円） 

 ポート速度が９Mb/sのもの 235,000円（258,500円） 

 ポート速度が10Mb/sのもの 250,000円（275,000円） 

100Mb/s ポート速度が10Mb/sのもの 300,000円（330,000円） 

 ポート速度が20Mb/sのもの 390,000円（429,000円） 

 ポート速度が30Mb/sのもの 452,000円（497,200円） 
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 ポート速度が40Mb/sのもの 540,000円（594,000円） 

 ポート速度が50Mb/sのもの 635,000円（698,500円） 

 ポート速度が60Mb/sのもの 720,000円（792,000円） 

 ポート速度が70Mb/sのもの 760,000円（836,000円） 

 ポート速度が80Mb/sのもの 840,000円（924,000円） 

 ポート速度が90Mb/sのもの 920,000円（1,012,000円） 

 ポート速度が100Mb/sのもの 1,000,000円（1,100,000円） 

1000Mb/s ポート速度が100Mb/sのもの 1,000,000円（1,100,000円） 

 ポート速度が200Mb/sのもの 1,350,000円（1,485,000円） 

 ポート速度が300Mb/sのもの 2,000,000円（2,200,000円） 

 ポート速度が400Mb/sのもの 2,650,000円（2,915,000円） 

 ポート速度が500Mb/sのもの 3,300,000円（3,630,000円） 

 ポート速度が600Mb/sのもの 3,950,000円（4,345,000円） 

 ポート速度が700Mb/sのもの 4,600,000円（5,060,000円） 

 ポート速度が800Mb/sのもの 5,250,000円（5,775,000円） 

 ポート速度が900Mb/sのもの 5,900,000円（6,490,000円） 

 ポート速度が1000Mb/sのもの 6,500,000円（7,150,000円） 

 

       (イ) 登録タイプ２のもの 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料   金   額 

10Mb/s ポート速度が0.5Mb/sのもの 32,000円（35,200円） 

 ポート速度が１Mb/sのもの 42,000円（46,200円） 

 ポート速度が２Mb/sのもの 55,000円（60,500円） 

 ポート速度が３Mb/sのもの 70,000円（77,000円） 

 ポート速度が４Mb/sのもの 90,000円（99,000円） 

 ポート速度が５Mb/sのもの 110,000円（121,000円） 

 ポート速度が６Mb/sのもの 170,000円（187,000円） 

 ポート速度が７Mb/sのもの 195,000円（214,500円） 

 ポート速度が８Mb/sのもの 210,000円（231,000円） 

 ポート速度が９Mb/sのもの 225,000円（247,500円） 

 ポート速度が10Mb/sのもの 240,000円（264,000円） 

 

イ 契約者回線が、当社が別に定めるＩＰ伝送サービス取扱所内を終端の

場所とするもの 
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１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品     目 料   金   額 

10Mb/s ポート速度が0.5Mb/sのもの 74,000円（81,400円） 

 ポート速度が１Mb/sのもの 99,000円（108,900円） 

 ポート速度が２Mb/sのもの 122,000円（134,200円） 

 ポート速度が３Mb/sのもの 139,000円（152,900円） 

 ポート速度が４Mb/sのもの 161,000円（177,100円） 

 ポート速度が５Mb/sのもの 183,000円（201,300円） 

 ポート速度が６Mb/sのもの 245,000円（269,500円） 

 ポート速度が７Mb/sのもの 280,000円（308,000円） 

 ポート速度が８Mb/sのもの 315,000円（346,500円） 

 ポート速度が９Mb/sのもの 336,000円（369,600円） 

 ポート速度が10Mb/sのもの 357,000円（392,700円） 

100Mb/s ポート速度が10Mb/sのもの 407,000円（447,700円） 

 ポート速度が20Mb/sのもの 473,000円（520,300円） 

 ポート速度が30Mb/sのもの 541,000円（595,100円） 

 ポート速度が40Mb/sのもの 635,000円（698,500円） 

 ポート速度が50Mb/sのもの 736,000円（809,600円） 

 ポート速度が60Mb/sのもの 827,000円（909,700円） 

 ポート速度が70Mb/sのもの 873,000円（960,300円） 

 ポート速度が80Mb/sのもの 957,000円（1,052,700円） 

 ポート速度が90Mb/sのもの 1,041,000円（1,145,100円） 

 ポート速度が100Mb/sのもの 1,125,000円（1,237,500円） 

（注）イに規定する当社が別に定めるＩＰ伝送サービス取扱所は、ＶＰＮ契約の申込み

をする者及びＶＰＮ契約者に開示します。 

 

１－２－２ アクセスタイプ５に係るもの 

     定額通信料金（基本額） 

１のＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品  目 料  金  額 

10Mb/s ポート速度が１Mb/sのもの 52,000円（57,200円） 

 ポート速度が２Mb/sのもの 65,000円（71,500円） 

 ポート速度が３Mb/sのもの 80,000円（88,000円） 

 ポート速度が４Mb/sのもの 100,000円（110,000円） 
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 ポート速度が５Mb/sのもの 120,000円（132,000円） 

 ポート速度が６Mb/sのもの 180,000円（198,000円） 

 ポート速度が７Mb/sのもの 205,000円（225,500円） 

 ポート速度が８Mb/sのもの 220,000円（242,000円） 

 ポート速度が９Mb/sのもの 235,000円（258,500円） 

 ポート速度が10Mb/sのもの 250,000円（275,000円） 

100Mb/s ポート速度が10Mb/sのもの 300,000円（330,000円） 

 ポート速度が20Mb/sのもの 390,000円（429,000円） 

 ポート速度が30Mb/sのもの 452,000円（497,200円） 

 ポート速度が40Mb/sのもの 540,000円（594,000円） 

 ポート速度が50Mb/sのもの 635,000円（698,500円） 

 ポート速度が60Mb/sのもの 720,000円（792,000円） 

 ポート速度が70Mb/sのもの 760,000円（836,000円） 

 ポート速度が80Mb/sのもの 840,000円（924,000円） 

 ポート速度が90Mb/sのもの 920,000円（1,012,000円） 

 ポート速度が100Mb/sのもの 1,000,000円（1,100,000円） 

1000Mb/s ポート速度が100Mb/sのもの 1,000,000円（1,100,000円） 

 ポート速度が200Mb/sのもの 1,350,000円（1,485,000円） 

 ポート速度が300Mb/sのもの 2,000,000円（2,200,000円） 

 ポート速度が400Mb/sのもの 2,650,000円（2,915,000円） 

 ポート速度が500Mb/sのもの 3,300,000円（3,630,000円） 

 ポート速度が600Mb/sのもの 3,950,000円（4,345,000円） 

 ポート速度が700Mb/sのもの 4,600,000円（5,060,000円） 

 ポート速度が800Mb/sのもの 5,250,000円（5,775,000円） 

 ポート速度が900Mb/sのもの 5,900,000円（6,490,000円） 

 ポート速度が1000Mb/sのもの 6,500,000円（7,150,000円） 

 

    １－２－３ 削除 
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２ 国際ＶＰＮ契約に係るもの 

   ２－１ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 国際ＶＰＮ

サービスに係る

通信料金の適用 

当社は、国際ＶＰＮサービスについて、定額通信料金を適用し

ます。 

(2) 最低利用期

間内に契約の解

除等があった場

合の料金の適用 

ア 国際ＶＰＮサービスには、最低利用期間があります。 

イ 第36条（最低利用期間）に規定する最低利用期間のうち、

定額通信料金については、基本最低利用期間を適用します。 

ウ 当社は、最低利用期間内に国際ＶＰＮ契約の解除があった

場合は、第54条（通信料金の支払義務）及び料金表通則の規

定（通則20の規定を除きます。）にかかわらず、残余の期間に

対応する定額通信料金に相当する額を当社が定める期日まで

に、国際ＶＰＮ契約者から一括して支払っていただきます。 

エ 当社は、最低利用期間内に区分、品目若しくは通信又は保

守の態様による細目の変更があった場合の取扱いは、第１（基

本料金）の２－１（適用）の(5)欄の適用によるものとします。 
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   ２－２ 料金額 

    ２－２－１ 第１種サービスに係るもの（定額通信料金） 

     ２－２－１－１ アクセスタイプ１又はアクセスタイプ２に係るもの 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに（月額） 
 

品  目 料     金     額 

64kb/s 128,000円 

128kb/s 195,000円 

192kb/s 262,000円 

256kb/s 317,000円 

384kb/s 405,000円 

0.5Mb/s又は 

512kb/s 

497,000円 

768kb/s 593,000円 

１Mb/s 681,000円 

1.5Mb/s 865,000円 

２Mb/s 1,047,000円 

３Mb/s 1,537,000円 

４Mb/s 1,918,000円 

4.5Mb/s 2,108,000円 

５Mb/s 2,299,000円 

６Mb/s 2,679,000円 

７Mb/s 3,060,000円 

８Mb/s 3,441,000円 

９Mb/s 3,822,000円 

10Mb/s 4,202,000円 

11Mb/s 4,583,000円 

12Mb/s 4,964,000円 

13Mb/s 5,345,000円 

14Mb/s 5,726,000円 

15Mb/s 6,106,000円 

16Mb/s 6,487,000円 

17Mb/s 6,868,000円 

18Mb/s 7,249,000円 

19Mb/s 7,629,000円 
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20Mb/s 8,010,000円 

21Mb/s 8,391,000円 

22Mb/s 8,772,000円 

23Mb/s 9,153,000円 

24Mb/s 9,533,000円 

25Mb/s 9,914,000円 

26Mb/s 10,295,000円 

27Mb/s 10,676,000円 

28Mb/s 11,056,000円 

29Mb/s 11,437,000円 

30Mb/s 11,818,000円 

31Mb/s 12,199,000円 

32Mb/s 12,579,000円 

33Mb/s 12,960,000円 

34Mb/s 13,341,000円 

35Mb/s 13,722,000円 

36Mb/s 14,103,000円 

37Mb/s 14,483,000円 

38Mb/s 14,864,000円 

39Mb/s 15,245,000円 

40Mb/s 15,626,000円 

41Mb/s 16,006,000円 

42Mb/s 16,387,000円 

43Mb/s 16,768,000円 

44Mb/s 17,149,000円 

45Mb/s 17,634,000円 

46Mb/s 18,015,000円 

47Mb/s 18,395,000円 

48Mb/s 18,776,000円 

49Mb/s 19,157,000円 

50Mb/s 19,538,000円 

51Mb/s 19,918,000円 

52Mb/s 20,299,000円 
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53Mb/s 20,680,000円 

54Mb/s 21,061,000円 

55Mb/s 21,441,000円 

56Mb/s 21,822,000円 

57Mb/s 22,203,000円 

58Mb/s 22,584,000円 

59Mb/s 22,965,000円 

60Mb/s 23,345,000円 

61Mb/s 23,726,000円 

62Mb/s 24,107,000円 

63Mb/s 24,488,000円 

64Mb/s 24,868,000円 

65Mb/s 25,249,000円 

66Mb/s 25,630,000円 

67Mb/s 26,011,000円 

68Mb/s 26,392,000円 

69Mb/s 26,772,000円 

70Mb/s 27,153,000円 

71Mb/s 27,534,000円 

72Mb/s 27,915,000円 

73Mb/s 28,295,000円 

74Mb/s 28,676,000円 

75Mb/s 29,057,000円 

76Mb/s 29,438,000円 

77Mb/s 29,818,000円 

78Mb/s 30,199,000円 

79Mb/s 30,580,000円 

80Mb/s 30,961,000円 

81Mb/s 31,342,000円 

82Mb/s 31,722,000円 

83Mb/s 32,103,000円 

84Mb/s 32,484,000円 

85Mb/s 32,865,000円 
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86Mb/s 33,245,000円 

87Mb/s 33,626,000円 

88Mb/s 34,007,000円 

89Mb/s 34,388,000円 

90Mb/s 34,769,000円 

91Mb/s 35,149,000円 

92Mb/s 35,530,000円 

93Mb/s 35,911,000円 

94Mb/s 36,292,000円 

95Mb/s 36,672,000円 

96Mb/s 37,053,000円 

97Mb/s 37,434,000円 

98Mb/s 37,815,000円 

99Mb/s 38,196,000円 

100Mb/s 38,576,000円 

101Mb/s 38,957,000円 

102Mb/s 39,338,000円 

103Mb/s 39,719,000円 

104Mb/s 40,099,000円 

105Mb/s 40,480,000円 

106Mb/s 40,861,000円 

107Mb/s 41,242,000円 

108Mb/s 41,622,000円 

109Mb/s 42,003,000円 

110Mb/s 42,384,000円 

111Mb/s 42,765,000円 

112Mb/s 43,146,000円 

113Mb/s 43,526,000円 

114Mb/s 43,907,000円 

115Mb/s 44,288,000円 

116Mb/s 44,669,000円 

117Mb/s 45,049,000円 

118Mb/s 45,430,000円 
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119Mb/s 45,811,000円 

120Mb/s 46,192,000円 

121Mb/s 46,573,000円 

122Mb/s 46,953,000円 

123Mb/s 47,334,000円 

124Mb/s 47,715,000円 

125Mb/s 48,096,000円 

126Mb/s 48,476,000円 

127Mb/s 48,857,000円 

128Mb/s 49,238,000円 

129Mb/s 49,619,000円 

130Mb/s 49,999,000円 

131Mb/s 50,380,000円 

132Mb/s 50,761,000円 

133Mb/s 51,142,000円 

134Mb/s 51,523,000円 

135Mb/s 51,903,000円 
 

     ２－２－１－２ アクセスタイプ３に係るもの 
 

品  目 料     金     額 

0.5Mb/s 193,100円 

１Mb/s 253,400円 

２Mb/s 437,900円 

３Mb/s 450,400円 

４Mb/s 462,900円 

５Mb/s 475,400円 

６Mb/s 487,800円 

７Mb/s 500,300円 

８Mb/s 512,800円 

９Mb/s 525,300円 

10Mb/s 537,800円 

20Mb/s 1,075,427円 

30Mb/s 1,613,141円 

40Mb/s 2,150,854円 
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50Mb/s 2,688,568円 

60Mb/s 3,226,282円 

70Mb/s 3,763,995円 

80Mb/s 4,301,709円 

90Mb/s 4,839,422円 

100Mb/s 5,377,136円 

200Mb/s 10,754,272円 

300Mb/s 16,131,408円 

400Mb/s 21,508,544円 

500Mb/s 26,885,680円 

600Mb/s 32,262,815円 

700Mb/s 37,639,951円 

800Mb/s 43,017,087円 

900Mb/s 48,394,223円 

1000Mb/s 53,771,359円 

 

２－２－２ 第２種サービスに係るもの（定額通信料金） 

１の国際ＶＰＮ契約ごとに月額 
 

品       目 料  金  額 

10Mb/s ポート速度が128kb/sのもの 263,000円 

 ポート速度が256kb/sのもの 385,000円 

 ポート速度が512kb/sのもの 565,000円 

 ポート速度が１Mb/sのもの 749,000円 

 ポート速度が1.5Mb/sのもの 933,000円 

 ポート速度が２Mb/sのもの 1,115,000円 

 ポート速度が３Mb/sのもの 1,605,000円 

 ポート速度が４Mb/sのもの 1,986,000円 

 ポート速度が５Mb/sのもの 2,367,000円 

 ポート速度が６Mb/sのもの 2,747,000円 

 ポート速度が７Mb/sのもの 3,128,000円 

 ポート速度が８Mb/sのもの 3,509,000円 

 ポート速度が９Mb/sのもの 3,890,000円 

 ポート速度が10Mb/sのもの 4,270,000円 
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 第３ 手続きに関する料金 

  １ 適用 
 

区  分 内          容 

(1) 手続きに関

する料金の適用 

手続きに関する料金は、次のとおりとします。 

 種   別 内    容  

  譲渡承認手数料 利用権の譲渡の承認の請求をし、その

承認を受けたときに支払いを要する料

金 

 

  

(2) 手続きに関

する料金の減額

適用 

当社は、２（料金額）の規定にかかわらず、手続きの態様等を

勘案して、その手続きに関する料金を減額して適用することが

あります。 

 

  ２ 料金額 
 

料金種別 単       位 料  金  額 

譲渡承認手数料 １のＩＰ伝送契約ごとに 800円 

（880円） 
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第２表 工事に関する費用（工事費（附帯サービスの工事費を除きます。）） 

 １ 適用 
 

区  分 内          容 

(1) 工事費の算

定 

工事費については、施工した工事に係るネットワーク工事費、

アクセス回線工事費、現地調査報告工事費、訪問時刻指定工事

費及び開通サポート工事費を合計して算定します。 

(2) ネットワー

ク工事費及びア

クセス回線工事

費の適用 

ア ネットワーク工事費及びアクセス回線工事費は、次の場合

に適用します。 

 区  分 工事費の適用  

 (ア) ネットワ

ーク工事費 

ＩＰ伝送サービス取扱所の交換等設備

（集線装置を含みます。）において工事を

要する場合に適用します。 

 

  (イ) アクセス

回線工事費 

回線終端装置若しくはインタフェースケ

ーブル等、当社が設置する端末設備又は

次の配線の工事を要する場合に適用しま

す。 

 

   Ａ 契約者回線又は加入者回線の終端

からジャック（ジャックが設置され

ていない場合は、端末設備とします。

以下この欄において同じとします。）

までの配線 

 

   Ｂ １のジャックから他のジャックま

での間の配線 

 

  

 イ ＩＰ伝送契約者は、午後５時から午前８時までの時間帯に

次の工事を行ってほしい旨の申出を行う場合は、(7)欄に規定

する訪問時刻指定工事の希望の有無にかかわらず、対象とな

る契約者回線等に係る工事に加えて、訪問時刻指定工事の申

込みを要します。 

 (ア) ＶＰＮサービス（第１種サービスのアクセスタイプ１

であって、イーサネットアクセスに係るものに限ります。）

に係る加入者回線の工事 

 (イ) ＶＰＮサービス（第１種サービスのアクセスタイプ１

であって、品目がＳＴＭタイプの128kb/sに係るものに限り

ます。）に係る他社接続契約者回線の工事 

(3) 区分、品目又

は通信の態様に

よる細目の変更

等の場合の工事

費の適用 

ア 区分、品目又は通信の態様による細目の変更の場合の工事

費は、変更後の区分、品目又は通信の態様による細目に対応

する設備に関する工事に適用し、回線収容部等、アクセス回

線共用の利用又は接続契約者回線等の接続の変更の場合の工

事費は、変更後の回線収容部等、アクセス回線共用の利用又

は接続契約者回線等の接続に関する工事について適用しま

す。 

 イ 加入者回線に係る移転の場合の工事費は、移転先の取付け

に関する工事について適用します。 

 ウ 第21条（契約者回線又は加入者回線の移転等）第２項に規

定する変更の場合の工事費は、変更後の加入者回線の設置又
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は接続契約者回線等の接続に関する工事について適用しま

す。 
  

(4) 別棟配線の

場合のアクセス

回線工事費の適

用 

別棟との間の配線工事を行った場合のアクセス回線工事費の額

については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、別に算定

する実費とします。 

(5) 現地調査報

告工事費の適用 

当社は、次のとおり現地調査報告工事費を適用します。 

ア 現地調査報告には次の区分があります。 

 区 分 内 容  

 写真付き現地調査報告 ＩＰ伝送契約者から、現地

調査報告工事費を支払うこ

とを条件として、当社が加

入者回線の設置場所におい

て行う調査について、写真

付きの調査報告を行ってほ

しい旨の申出があった場合

に、当社がその報告を行う

ことをいいます。 

 

 現地調査報告兼お客様工事依

頼報告 

ＩＰ伝送契約者から、現地

調査報告工事費を支払うこ

とを条件として、当社が加

入者回線の設置場所におい

て行う調査について、現地

調査報告書兼お客様工事依

頼書による調査報告を行っ

てほしい旨の申出があった

場合に、当社がその報告を

行うことをいいます。 

 

 

 イ 当社は、次に掲げるＩＰ伝送契約者に限り、現地調査報告

を提供します。 

  ＶＰＮサービス（第１種サービスのアクセスタイプ１であ

って、イーサネットアクセスに係るものに限ります。）に係る

者 

 ウ 当社は、ＩＰ伝送契約者から現地調査報告の申出があった

場合は、当社が加入者回線の設置場所において調査が必要と

判断した場合であって、当社のＶＰＮサービスに係る業務の

遂行上支障がないときに限り、現地調査報告を行います。 

 エ ＩＰ伝送契約者は、次の場合に、現地調査報告工事費の支

払いを要します。 

 (ア) 当社が現地調査報告を行ったとき。 

 (イ) ＩＰ伝送契約者の責めに帰すべき理由により、当社が

現地調査報告を行えなかったとき。 

 オ エの規定にかかわらず、ＩＰ伝送契約者は、当社の責めに

帰すべき理由により現地調査報告が完了しなかった場合は、

現地調査報告工事費の支払いを要しません。 

 カ エ及びオのほか、当社は、現地調査報告に係る当社の準備
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等に要した費用を請求することがあります。 

(6) 割増工事費

の適用 

当社は、ＩＰ伝送契約者から割増工事費を支払うことを条件に

次表に規定する時間帯に工事を行ってほしい旨の申出があった

場合であって、当社のＩＰ伝送サービスに係る業務の遂行上支

障がないときは、その時間帯に工事を行うことがあります（た

だし、(5)欄に規定する現地調査報告を行う時間帯は、そのＩＰ

伝送契約者の申出の有無にかかわらず、その報告の対象となる

工事等を行う時間帯と同じとみなします。）。この場合の割増工

事費の額は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、同表に規

定する額とします。  

  工事を施工する時間帯 割増工事費の額  

  午後５時から午前０時まで及

び午前０時から午前８時30分

まで（１月１日から１月３日

まで及び12月29日から12月31

日までの日にあっては終日と

します。） 

その工事に関する工事費の

額に1.6を乗じた額 

 

  

(7) 訪問時刻指

定工事費の適用 

当社は、ＶＰＮサービス（第１種サービスのアクセスタイプ１

であってイーサネットアクセス（加入者回線に係るものに限り

ます。）に係るもの又は第１種サービスのアクセスタイプ１であ

ってＳＴＭアクセス（品目が128kb/sのものに限ります。）に係

るものに限ります。）について、次のとおり、訪問時刻指定工事

に係る訪問時刻指定工事費を適用します。 

 ア 訪問時刻指定工事とは、ＩＰ伝送契約者から、訪問時刻指

定工事費を支払うことを条件としてそのＩＰ伝送契約者が指

定する指定時刻から工事等を行ってほしい旨の申出があった

場合に、当社又は協定事業者（ＳＴＭアクセスに係る者に限

ります。以下本欄において同じとします。）がその指定時刻か

ら工事等を行うことをいいます。 

 イ 訪問時刻指定工事の対象となる工事等は、次に掲げるもの

とします。 

 (ア) アクセス回線工事費の支払いを要する工事 

 (イ) 当社が(ア)の工事を施工する前に契約者回線等の設置

場所において行う調査（ただし、当該調査は、当社が必要

と認める場合に限り行います。） 

 (ウ) 協定事業者が実施する工事（ＳＴＭアクセスに係るも

のに限ります。） 

 ウ ＩＰ伝送契約者が指定することができる指定時刻は、正時

とします。 

 エ ＩＰ伝送契約者は、訪問時刻指定工事を希望する場合は、

あらかじめ当社が指定する期日までに申出を行っていただき

ます。 

 オ 当社は、ＩＰ伝送契約者から訪問時刻指定工事の申出があ

った場合は、当社のＶＰＮサービスに係る業務の遂行上支障

がないときに限り、訪問時刻指定工事を行います。 

 カ ＩＰ伝送契約者は、次の場合に、訪問時刻指定工事の対象

となる工事等に要する工事費に加えて、訪問時刻指定工事費
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の支払いを要します。 

 (ア) 当社又は協定事業者が指定時刻に訪問時刻指定工事を

行う場所に到着したとき。 

 (イ) ＩＰ伝送契約者の責めに帰すべき理由により、当社又

は協定事業者が指定時刻に訪問時刻指定工事を行う場所に

到着できなかったとき。 

 キ カの規定にかかわらず、ＩＰ伝送契約者は、当社又は協定

事業者の責めに帰すべき理由により、訪問時刻指定工事の対

象となる工事等が完了しなかった場合は、訪問時刻指定工事

費の支払いを要しません。 

 なお、当社又は協定事業者が訪問時刻指定工事の対象とな

る工事等を完了しなかった場合の責任は、本項に規定する内

容に限ります。 

 ク カのほか、当社は、訪問時刻指定工事に係る当社の準備等

に要した費用を請求することがあります。 

(8) 開通サポー

ト工事費の適用 

当社は、本表(2)欄から(7)欄までの工事費を要する工事と異な

る工事であって、当社とＩＰ伝送契約者が別に定める内容の工

事を行う場合は、開通サポート工事費を適用します。 

(9) 工事費の減

額適用 

当社は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、工事の態様等

を勘案して、その工事費の額を減額して適用することがありま

す。 

 

２ 工事費の額 

２－１ ＩＰ伝送サービスの提供の開始、区分、品目、アクセス速度の区分若しく

は通信の態様による細目の変更、加入者回線の設置若しくは移転、通信モードの

設定、回線収容部等の変更、アクセス回線共用の利用、付加機能の利用開始若し

くは利用内容の変更、回線終端装置の種類の変更等、端末設備の設置、回線相互

接続、接続契約者回線等の接続の変更又はその他の契約内容の変更に関する工事 
 

区       分 単  位 工事費の額 

(1)  ネッ

トワーク

工事費 

ア 

Ｖ
Ｐ
Ｎ
契
約
に
関
す
る
工
事
の
場
合 

Ａ 契約

者回線

又は回

線収容

部等単

位で実

施する

工 事

（Ｂ、

Ｃ及び

Ｄに関

する工

事の場

合を除

き ま

す。）の

場合 

利用の開始に関する工

事の場合 

１のＶＰＮ契約

ごとに 

3,000円 

(3,300円) 
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 区分等の変更に関する

工事の場合 

１のＶＰＮ契約

ごとに 

2,000円 

(2,200円) 

 

 

 ＶＰＮグループに係る

ＩＰアドレスの変更に

関する工事の場合 

１のＶＰＮ契約

ごとに 

2,000円 

(2,200円) 

  Ｂ 回線収容部（アクセスタイプ

５に係るものに限ります。）単位

で実施する工事の場合 

１のＶＰＮ契約

ごとに 

別に算定す

る実費 

  Ｃ 付加

機能に

関する

工事の

場合 

優先制御

機能 

 

ａ この機

能の利用

開始に関

する工事

の場合 

１のＶＰＮ契約

につき１のＶＰ

Ｎグループごと

に 

2,000円 

(2,200円) 

    ｂ クラス

の種類の

変更に関

する工事

の場合 

１のＶＰＮ契約

につき１のＶＰ

Ｎグループごと

に 

2,000円 

(2,200円) 

   ＶＰＮグ

ループ間

通信機能 

ａ ｂ以外

に関する

工事の場

合 

１のＶＰＮグル

ープごとに 

2,000円 

(2,200円) 

   ｂ パケッ

トフィル

タリング

の設定が

可能なも

のに関す

る工事の

場合 

１のＶＰＮグル

ープごとに 

10,000円

(11,000円) 

   グループ設定機能 １のＶＰＮ契約

ごとに 

別に算定す

る実費 

   発信者識別符号認証代

行機能 

１のＶＰＮ契約

ごとに 

別に算定す

る実費 

   アプリケ

ーション

サービス

接続機能 

アプリケー

ションサー

ビスゲート

ウェイの設

定変更に関

する工事の

場合 

接続先となる他

のＶＰＮグルー

プごとに 

20,000円 

（22,000円） 
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    ａ ｂ以外

に関する

工事の場

合 

接続先となる他

のＶＰＮグルー

プ又は当社が必

要により設置す

る電気通信設備

ごとに 

20,000円 

（22,000円） 

    ｂ アプリ

ケーショ

ンサービ

スゲート

ウェイの

設定変更

に関する

工事の場

合 

接続先となる他

のＶＰＮグルー

プ又は当社が必

要により設置す

る電気通信設備

ごとに 

20,000円 

（22,000円） 

   フィルタ

リング機

能 

ＢＧＰ経路

制御型 

１のＶＰＮ契約

ごとに 
2,000円 

（2,200円） 

    ＩＰアドレ

ス制御型 

１のＶＰＮ契約

ごとに 

6,000円 

（6,600円） 

   セッション解除機能 １のＶＰＮ契約

ごとに 

別に算定す

る実費 

 イ 

国
際
Ｖ
Ｐ
Ｎ
契
約
に
係
る
も
の 

(ア) 国

際ＶＰ

Ｎグル

ープの

設定等

に関す

る工事 

品目が64kb/s又は128 

kb/sの場合 

１の国際ＶＰＮ

契約ごとに 

48,000円 

(52,800円) 

 品 目 が 192kb/s か ら

1.5Mb/sまでの場合 

１の国際ＶＰＮ

契約ごとに 

60,000円 

(66,000円) 

  品目が２Mb/s以上の場

合 

１の国際ＶＰＮ

契約ごとに 

140,000円 

(154,000円) 

 (イ) 国

際ＶＰ

Ｎグル

ープの

設定等

に関す

る工事 

Ａ 国際ＶＰＮグルー

プの設定に関する工

事の場合 

１の国際ＶＰＮ

グループごとに 

1,000円 

(1,100円) 

 
Ｂ 国際ＶＰＮグルー

プに係るＩＰアドレ

スの変更に関する工

事の場合 

１の国際ＶＰＮ

グループごとに 

1,000円 

(1,100円) 

  
(ウ) 付

加機能

に関す

る工事 

優先制御機能 １の国際ＶＰＮ

契約ごとに 

1,000円 

(1,100円) 

  国際ＶＰＮグループ間

通信機能 

１の国際ＶＰＮ

契約ごとに 

1,000円 

(1,100円) 

(2) アクセス回線工事費  別に算定す

る実費 
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(3) 現地調査報告工事費 １の工事ごとに 別に算定す

る実費 

(4) 訪問時刻指定工事費 １の指定する指

定時刻ごとに 

別に算定す

る実費 

(5) 開通サポート工事費 １の工事ごとに 別に算定す

る実費 
 

  ２－２ 利用の一時中断に関する工事 
 

区       分 単  位 工事費の額 

(1)  利用

の 一 時

中 断 の

工事 

ネットワーク工事費 １のＩＰ伝送契

約ごとに 

2,000円 

(2,200円) 

(2) 再利用の工事  ２－１の工

事費の額と

同額 
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第３表 附帯サービスに関する料金 

 第１ 削除 

 第２ 削除 

 第３ 削除 

 第４ 利用権に関する事項の証明手数料 
 

区    分 単   位 料  金  額 

証明手数料 １のＩＰ伝送契約ごとに 300円(330円) 

 

 第５ 支払証明書の発行手数料 
 

区    分 単   位 料  金  額 

発行手数料 支払証明書１枚ごとに 400円(440円) 

備考 支払証明書の発行を受けようとするときは、上記の手数料のほか、印紙代（消

費税相当額を含みます。)及び郵送料（実費）が必要な場合があります。 
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料金表別表 

 １ 国際ＶＰＮサービスに係る取扱地域 
 

グレートブリテン及び北部アイルランド連合王国 

アメリカ合衆国（アラスカ及びハワイを除きます。） 

 

 

 ２ ＩＰ伝送サービスの品目及び通信の態様による細目に係る伝送速度 
 

区 分 伝送速度 区 分 伝送速度 区 分 伝送速度 

0.5Mb/s 0.5 Mbit/s 46Mb/s 46.0 Mbit/s 92Mb/s 92.0 Mbit/s 

１Mb/s 1.0 Mbit/s 47Mb/s 47.0 Mbit/s 93Mb/s 93.0 Mbit/s 

２Mb/s 2.0 Mbit/s 48Mb/s 48.0 Mbit/s 94Mb/s 94.0 Mbit/s 

３Mb/s 3.0 Mbit/s 49Mb/s 49.0 Mbit/s 95Mb/s 95.0 Mbit/s 

４Mb/s 4.0 Mbit/s 50Mb/s 50.0 Mbit/s 96Mb/s 96.0 Mbit/s 

５Mb/s 5.0 Mbit/s 51Mb/s 51.0 Mbit/s 97Mb/s 97.0 Mbit/s 

６Mb/s 6.0 Mbit/s 52Mb/s 52.0 Mbit/s 98Mb/s 98.0 Mbit/s 

７Mb/s 7.0 Mbit/s 53Mb/s 53.0 Mbit/s 99Mb/s 99.0 Mbit/s 

８Mb/s 8.0 Mbit/s 54Mb/s 54.0 Mbit/s 100Mb/s 100.0 Mbit/s 

９Mb/s 9.0 Mbit/s 55Mb/s 55.0 Mbit/s 101Mb/s 101.0 Mbit/s 

10Mb/s 10.0 Mbit/s 56Mb/s 56.0 Mbit/s 102Mb/s 102.0 Mbit/s 

11Mb/s 11.0 Mbit/s 57Mb/s 57.0 Mbit/s 103Mb/s 103.0 Mbit/s 

12Mb/s 12.0 Mbit/s 58Mb/s 58.0 Mbit/s 104Mb/s 104.0 Mbit/s 

13Mb/s 13.0 Mbit/s 59Mb/s 59.0 Mbit/s 105Mb/s 105.0 Mbit/s 

14Mb/s 14.0 Mbit/s 60Mb/s 60.0 Mbit/s 106Mb/s 106.0 Mbit/s 

15Mb/s 15.0 Mbit/s 61Mb/s 61.0 Mbit/s 107Mb/s 107.0 Mbit/s 

16Mb/s 16.0 Mbit/s 62Mb/s 62.0 Mbit/s 108Mb/s 108.0 Mbit/s 

17Mb/s 17.0 Mbit/s 63Mb/s 63.0 Mbit/s 109Mb/s 109.0 Mbit/s 

18Mb/s 18.0 Mbit/s 64Mb/s 64.0 Mbit/s 110Mb/s 110.0 Mbit/s 

19Mb/s 19.0 Mbit/s 65Mb/s 65.0 Mbit/s 111Mb/s 111.0 Mbit/s 

20Mb/s 20.0 Mbit/s 66Mb/s 66.0 Mbit/s 112Mb/s 112.0 Mbit/s 

21Mb/s 21.0 Mbit/s 67Mb/s 67.0 Mbit/s 113Mb/s 113.0 Mbit/s 

22Mb/s 22.0 Mbit/s 68Mb/s 68.0 Mbit/s 114Mb/s 114.0 Mbit/s 

23Mb/s 23.0 Mbit/s 69Mb/s 69.0 Mbit/s 115Mb/s 115.0 Mbit/s 

24Mb/s 24.0 Mbit/s 70Mb/s 70.0 Mbit/s 116Mb/s 116.0 Mbit/s 

25Mb/s 25.0 Mbit/s 71Mb/s 71.0 Mbit/s 117Mb/s 117.0 Mbit/s 
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26Mb/s 26.0 Mbit/s 72Mb/s 72.0 Mbit/s 118Mb/s 118.0 Mbit/s 

27Mb/s 27.0 Mbit/s 73Mb/s 73.0 Mbit/s 119Mb/s 119.0 Mbit/s 

28Mb/s 28.0 Mbit/s 74Mb/s 74.0 Mbit/s 120Mb/s 120.0 Mbit/s 

29Mb/s 29.0 Mbit/s 75Mb/s 75.0 Mbit/s 121Mb/s 121.0 Mbit/s 

30Mb/s 30.0 Mbit/s 76Mb/s 76.0 Mbit/s 122Mb/s 122.0 Mbit/s 

31Mb/s 31.0 Mbit/s 77Mb/s 77.0 Mbit/s 123Mb/s 123.0 Mbit/s 

32Mb/ 32.0 Mbit/s 78Mb/s 78.0 Mbit/s 124Mb/s 124.0 Mbit/s 

33Mb/s 33.0 Mbit/s 79Mb/s 79.0 Mbit/s 125Mb/s 125.0 Mbit/s 

34Mb/s 34.0 Mbit/s 80Mb/s 80.0 Mbit/s 126Mb/s 126.0 Mbit/s 

35Mb/s 35.0 Mbit/s 81Mb/s 81.0 Mbit/s 127Mb/s 127.0 Mbit/s 

36Mb/s 36.0 Mbit/s 82Mb/s 82.0 Mbit/s 128Mb/s 128.0 Mbit/s 

37Mb/s 37.0 Mbit/s 83Mb/s 83.0 Mbit/s 129Mb/s 129.0 Mbit/s 

38Mb/s 38.0 Mbit/s 84Mb/s 84.0 Mbit/s 130Mb/s 130.0 Mbit/s 

39Mb/s 39.0 Mbit/s 85Mb/s 85.0 Mbit/s 131Mb/s 131.0 Mbit/s 

40Mb/s 40.0 Mbit/s 86Mb/s 86.0 Mbit/s 132Mb/s 132.0 Mbit/s 

41Mb/s 41.0 Mbit/s 87Mb/s 87.0 Mbit/s 133Mb/s 133.0 Mbit/s 

42Mb/s 42.0 Mbit/s 88Mb/s 88.0 Mbit/s 134Mb/s 134.0 Mbit/s 

43Mb/s 43.0 Mbit/s 89Mb/s 89.0 Mbit/s 135Mb/s 134.7 Mbit/s 

44Mb/s 44.0 Mbit/s 90Mb/s 90.0 Mbit/s  

45Mb/s 45.0 Mbit/s 91Mb/s 91.0 Mbit/s  
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 ３ 複合利用割引 

  (1) 複合利用割引（タイプ１） 
 

１ 複合利用に係る料金の割引の適用については次のとおりとします。 

(1) 当社は、以下のアからエに定める条件を満たすＶＰＮ契約者（ＶＰＮグルー

プ代表者（臨時ＶＰＮ契約者を除きます。）に限ります。以下この料金表別表３

の(1)において同じとします。）から申出があった場合には、そのＶＰＮ契約者

に係る１の所属ＶＰＮグループ（ＶＰＮ契約者があらかじめ指定した所属ＶＰ

Ｎグループに限ります。以下この料金表別表３の(1)において同じとします。）

を構成するＶＰＮ契約に係る料金表第１表（料金）に規定する回線使用料（基

本料を除きます。以下この料金表別表３の(1)において同じとします。）の額（料

金表第１表第１（基本料金）の１－１（適用）の(1)から(5)欄までの適用によ

る場合及び通則20の規定により長期利用割引を適用される場合は、適用した後

の額とします。）及び定額通信料金の額（料金表第１表第２（通信料金）の１－

１（適用）の(1)から(3)欄の適用による場合及び通則20の規定により長期利用

割引を適用される場合は、適用した後の額とします。）から次表に規定する額の

割引（以下この料金表別表３の(1)において「複合利用割引（タイプ１）」とい

います。）を行います。 

ただし、通則21の規定により高額利用割引を適用される場合又は料金表別表

３の(2)の規定により割引を適用される場合についてはこの限りではありませ

ん。 

ア ＶＰＮ契約者が指定する当社の提供する電気通信サービス（当社が別に定

めるものに限ります。）であって、ＶＰＮ契約者に係るもの（そのＶＰＮ契約

者と業務上緊密な関係を有することについて当社の基準に適合する者に係る

ものを含みます。）の料金額の年間累計額（前12料金月の累計額とします。）

が3,000,000,000円（3,300,000,000円）以上であること。 

イ 所属ＶＰＮグループが、ＶＰＮサービス（アクセスタイプ１（ＳＴＭアク

セスに係るもの限ります。）に係るものに限ります。）のみにより構成されて

いること。 

ウ 所属ＶＰＮグループが、350以上の契約者回線等により構成されているこ

と。 

エ 全ての都道府県の区域（日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和59年

法律第85号）第２条第３項に定める都道府県の区域をいいます。以下同じと

します。）に、ＶＰＮサービス（所属ＶＰＮグループに係るものに限ります。）

に係る契約者回線他社接続契約者回線の終端の場所があること。 

 

割引額 

（月額） 

回線使用料及び定額通信料金に次表に規定する割引率を乗じて得た

額の合計額 

 

  複合利用割引（タイプ１）の対象となる料金 割引率   

  回線使用料 ８％   

  定額通信料金 25％   

   

(2) 当社は、ＶＰＮ契約者からの申出を当社が承諾した日からその廃止があった

日の前日までの期間について、回線使用料及び定額通信料金に対する複合利用

割引（タイプ１）を適用します。 
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(3) 当社は、ＶＰＮ契約者から、その所属ＶＰＮグループに新たにＶＰＮ契約を

追加する申出があったときは、その申出を当社が承諾した日から、所属ＶＰＮ

グループを構成しているＶＰＮ契約をその所属するＶＰＮグループから除外す

る旨の申出があったときは、その申出があった日の前日まで、その所属ＶＰＮ

グループを構成するＶＰＮ契約として取り扱います。 

(4) 当社は、複合利用割引（タイプ１）に係るＶＰＮ契約の解除があった場合に

は、その解除されたＶＰＮ契約に係る複合利用割引（タイプ１）を廃止します。 

(5) 当社は、ＶＰＮ契約者が(1)のアからエに掲げる条件を満たさなくなった場

合又はＶＰＮ契約者から複合利用割引（タイプ１）の廃止の申出があった場合

には、複合利用割引（タイプ１）を廃止します。 

(6) (1)から(5)の場合において、当社は、複合利用割引（タイプ１）の対象とな

るそのＶＰＮ契約の回線使用料及び定額通信料金を通則３から７の規定に準じ

て取り扱います。 

（注）本欄(1)のアに規定する当社が別に定める電気通信サービスは、電話等サービ

ス、専用サービス、パケット交換サービス、ＩＰ伝送サービス、ＩＰ通信網サ

ービス、イーサネット通信サービス及びUniversal Oneサービス（イーサネット

通信サービスから移行したものに限ります。）とします。 

 

 

  (2) 複合利用割引（タイプ２） 
 

１ 複合利用に係る料金の割引の適用については次のとおりとします。 

(1) 当社は、以下のアからウに定める条件を満たすＶＰＮ契約者（ＶＰＮグルー

プ代表者（臨時ＶＰＮ契約者を除きます。）に限ります。以下この料金表別表３

の(2)において同じとします。）から申出があった場合には、そのＶＰＮ契約者

に係る１の所属ＶＰＮグループ（ＶＰＮ契約者があらかじめ指定した所属ＶＰ

Ｎグループに限ります。以下この料金表別表３の(2)において同じとします。）

を構成するＶＰＮ契約に係る料金表第１表（料金）に規定する定額通信料金の

額（料金表第１表第２（通信料金）の１－１（適用）の(1)から(3)欄の適用に

よる場合及び通則20の規定により長期利用割引を適用される場合は、適用した

後の額とします。）から次表に規定する額の割引（以下この料金表別表３の(2)

において「複合利用割引（タイプ２）」といいます。）を行います。 

ただし、通則19の規定により継続利用に係る料金の減額を適用される場合、

通則21の規定により高額利用割引を適用される場合又は料金表別表３の(1)の

規定により割引を適用される場合についてはこの限りではありません。 

ア ＶＰＮ契約者が指定する当社の提供する電気通信サービス（当社が別に定

めるものに限ります。）であって、ＶＰＮ契約者に係るもの（そのＶＰＮ契約

者と業務上緊密な関係を有することについて当社の基準に適合する者に係る

ものを含みます。）の料金額の年間累計額（前12料金月の累計額とします。）

が3,000,000,000円（3,300,000,000円）以上であること。 

イ 所属ＶＰＮグループが、300以上の契約者回線等により構成されているこ

と。 

ウ 所属ＶＰＮグループに係るＶＰＮサービスの品目（アクセスタイプ１（イ

ーサネットアクセスに限ります。）及びアクセスタイプ５（イーサネットアク

セスに限ります。）についてはポート速度とします。）に係る符号伝送速度の

合計値が300Ｍbit/s以上であること。 
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割引額 

（月額） 

定額通信料金に次表に規定する割引率を乗じて得た額の合計額  

  複合利用割引（タイプ２）の対象となる料金 割引率   

  定額通信料金 42％   

   

(2) 当社は、ＶＰＮ契約者からの申出を当社が承諾した日からその廃止があった

日の前日までの期間について、定額通信料金に対する複合利用割引（タイプ２）

を適用します。 

(3) 当社は、ＶＰＮ契約者から、その所属ＶＰＮグループに新たにＶＰＮ契約を

追加する申出があったときは、その申出を当社が承諾した日から、所属ＶＰＮ

グループを構成しているＶＰＮ契約をその所属するＶＰＮグループから除外す

る旨の申出があったときは、その申出があった日の前日まで、その所属ＶＰＮ

グループを構成するＶＰＮ契約として取り扱います。 

(4) 当社は、複合利用割引（タイプ２）に係るＶＰＮ契約の解除があった場合に

は、その解除されたＶＰＮ契約に係る複合利用割引（タイプ２）を廃止します。 

(5) 当社は、ＶＰＮ契約者が(1)のアからウに掲げる条件を満たさなくなった場

合又はＶＰＮ契約者から複合利用割引（タイプ２）の廃止の申出があった場合

には、複合利用割引（タイプ２）を廃止します。 

(6) (1)から(5)の場合において、当社は、複合利用割引（タイプ２）の対象とな

るそのＶＰＮ契約の定額通信料金を通則３から７の規定に準じて取り扱いま

す。 

（注）本欄(1)のアに規定する当社が別に定める電気通信サービスは、電話等サービ

ス、専用サービス、パケット交換サービス、ＩＰ伝送サービス、ＩＰ通信網サ

ービス、イーサネット通信サービス及びUniversal Oneサービス（イーサネット

通信サービスから移行したものに限ります。）とします。 

 


